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SuperSQL を用いた適用型 Web ビューの最適化 
 

慎  祥揆* 
 

Optimization of Adaptive Web View Using SuperSQL 
 

Sang-Gyu Shin* 
 

Abstract 
In this paper, I introduce ACTIVIEW to achieve dynamic adjustment to the terminal display size 
when retrieve information from relational database is displayed as a view using SuperSQL, a query 
language which connects relational database to WWW. ACTIVIEW, first, generates the candidate 
layouts according to width restriction that judges whether the generated layout is narrower then the 
user display width, and developer restrictions that determines the structure information which is 
specified by developer in original query. And I have shown the efficiency of my proposed method in 
comparison to simple order search and exhaustive search on computation time, number of converted 
connect operators and layout structural consistency.
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1 はじめに 

ACTIVIEW[1－3]は，関係データベースと WWW の連

携システムである SuperSQL システムの基礎の上に開発し

たアダプテーション技術である．関係データベースからの構

造化されていない平担な検索結果を構造化するSuperSQL
システムの機能を応用し，この構造を再構成することで様々

なユーザ環境，すなわちユーザ表示画面に適応した Web ビ

ューの提供を行う．Web ビューの作成は SuperSQL システ

ムを用いているため，まず ACTIVIEW は SuperSQL の問

合せ文をユーザ表示画面に合わせた表（レイアウト）を生成

するように書き換える．元の問合せ文を書き換えることによっ

て初期レイアウトとは異なるレイアウトが生成され，ユーザ表

示 画 面 に 適 応 し た 表 を 提 供 す る こ と が 可 能 に な る ．

SuperSQL の問合せ文は関係データベースからの結果を

入れ子構造に再構成できるように通常の SQL 文を拡張した

も の で あ る ． ACTIVIEW で は 構 造 化 定 義 が で き る

SuperSQL の問合せ文の構造定義を，

l 関係データベースからの検索結果を横連結から縦連

結にすることによってレイアウトの幅を変更する． 

l 横か縦に連結しているレイアウトにリンク定義を導入す

ることで結果レイアウトの長さを変更する．  

と い う 2 つ の レ イ ア ウ ト 変 換 の 基 本 概 念 を 用 い て ，

SuperSQL の問合せ文に定義された初期レイアウトの再構

成を行う．この基本概念に従うレイアウトの構造変換は，ユー

ザ環境に最適なレイアウトをもつ Web ビューを提供するべき

であるという動機から，2 つの最適化制約と 3 つの目標指標

をレイアウト変換の基準とする．ユーザ環境に最適化された

レイアウトを生成するために ACTIVIEW はまず，  

l 幅制約

l 開発制約 

の 2 つの守るべきである，最適化制約を満たしたレイアウトを

元の問合せ文から生成する．この生成された複数のレイアウ

ト結果を最終結果レイアウトの候補レイアウトとする．この候

補レイアウトからユーザに提供する最終結果レイアウトを選択

するために最適化レイアウトの判断基準になるのが， 

l 幅占有率目標

l 充填率目標

l 長さ目標” 

の 3 つの目標指標である．これらのレイアウトの評価基準を

定めることで，より良いレイアウトを生成することが可能にな

る． 

2 ACTIVIEW の実現 

 ACTIVIEW は SuperSQL の新規のメディアとして提案さ

れた．SuperSQL とは SQL を拡張した問合せ言語であり，

データベースに問い合わせて得た平坦な構造の出力結果

を構造化し，指定したメディアである XML，HTML，
PDF，Excel，SWF（Shockwave Flash）などへ変換す

るシステムである．SuperSQL のメディア生成技能を基

礎にした ACTIVIEW の特徴は，クエリーの出力結果が

Web ページの表示環境に応じて変化することである． 

産業技術大学院大学紀要 No.5, pp.27－30 （2011） 〔論文〕 
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2.1 SuperSQL の概要 

SuperSQL とは，TFE（Target Form Expression）を用

いて SQL を拡張した問合せ言語で，データベースに問い合

わせた平坦な構造の出力結果を構造化し，指定されたメデ

ィアの応用データへ変換するシステムである．TFE は，SQL
のターゲットリストを拡張したもので，TFE 特有のオペレータ

ー（結合子と反復子）を用いてレイアウト（生成されるテーブ

ルの構造）を指定することができる．各結合子と反復子は次

元に対応している．例えば，HTML メディアを生成する場合

1，2次元は，表の行と列に対応し，3次元はハイパーリンクに

対応する．

SuperSQL の問合せ文は，SQL の SELECT 節を 

GENERATE <medium> <TFE> の 構 文 を 持 つ

GENERATE 節 で 置 き 換 え た も の で あ る ． こ こ で は

<medium> は出力媒体を示し，XML，HTML など出版メ

ディアの指定ができる．出版メディアは，SuperSQL を通じ，

データベースからの検索結果から生成できるメディアを示す．

以下に，結合子と反復子について簡単に述べる． 

l 水平結合子( , )：両オペランドのデータを横に連結して

出力．図 1 の A． 

l 垂直結合子( ! )：両オペランドのデータを縦に連結して

出力．図 1 の B． 

l 深度方向への結合子(\%)：両オペランドのデータをリン

クを利用することで連結して出力．図 1 の C． 

l 水平反復子( [ ], )：オペランドのデータがある限り，その

データを横に繰り返し結合する．図 1 の D． 

l 垂直反復子( [ ]! )：オペランドのデータがある限り，その

データを縦に繰り返し結合する．図 1 の E． 

垂直反復子と水平結合子を組み合わせて用いると，図 1 の

Fのような出力が得られる．このような反復子のネストによって

グルーピングを直感的に指定できる． 

SuperSQL では関係データベースにより抽出された情報

に，文字サイズ，文字列の出力領域(セル)の横幅，セル内で

の文字列の位置などの情報を付加する装飾子がある．これ

らは，装飾演算子“@{装飾指定式}”によって指定することが

できる．

装飾指定式は(項目名 = 値)として指定する．複数指定す

るときは各々を“,”で区切る．例えば，チーム名の背景を赤に

して，セル内の横幅を 120pixel にしたい場合は以下のように

記述する． 

   チーム名@{bgcolor=red, width=120} 

装飾子は，このように属性に指定するだけでなく，反復子

や式の範囲，画面全体などに対して指定するものもある．

 

2.2 システム構成 

全般的なシステムの流れを図 2 に示す． 

図 2 において，太線で囲まれた部分が SuperSQL 処理系で

あり，点線で囲まれた部分が追加された ACTIVIEW を実現

するための処理部分である．

まず，フロントエンド（Front End）がブラウザからユーザ表

示画面の幅を受け取り，この情報を適応化処理部に渡す．

適応化処理部（Adaptation Processor）は，フロントエンド

が受け取ったユーザ表幅に従って元の問合せ文をユーザ表

図 1： 各結合子と反復子のクエリーの例と結果テーブル 

図 2： システムの概要図
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示画面に収まるように書き換える処理を行う．この処理によっ

て，ユーザの表示画面サイズに対応する．書き換えた

SuperSQL 問合せ文に基つき，SuperSQL の HTML 生成

部は関係データベースから Web 上で利用可能な HTML を

生成する．

ACTIVIEW の問合せ文（図 3）は，フロントエンドが受け取

ったユーザ表示画面サイズの情報を基に，適応化処理部に

よって，ユーザ表示環境の画面サイズに適応するように変換

される．変換の手法は以下に示す．

(1) フロントエンドからユーザ表幅の値（表示画面サイズ）を

受け取る． 

(2) 表の構造に関する情報と，装飾情報の“幅”に関する

情報が混在する式（レイアウト式とサイズ情報）を生成し，

表の幅を計算する． 

(3) 生成されるレイアウトが本稿で提案する制約と目標を

満たしたレイアウトではない場合は，提案手法に従って

レイアウト構造の変換を行う． 

(4) 各制約と目標を満たし，ユーザ表示画面に適応された

レイアウトが生成されるまで，（2）（3）を繰り返す． 

3 ACTIVIEW における適応化 

ACTIVIEW では多様なユーザのアクセス環境，すなわち

様々なユーザ表示画面のサイズに対して，属性間の関連性

に基づいたユーザに見やすいレイアウトの動的な生成を目

指す．まず，計算コスト削減による動的なユーザ対応を実現

するため，ACTIVIEW システムで前処理を行うことによって

レイアウト変換の候補個数を減らす．さらに，属性間の関連

性を基に，制約と目標に従うレイアウトの変換戦略を用いて，

ユーザに見やすいレイアウトの生成を実現する． 

 
3.1 ACTIVIEW によるレイアウト変換 

ACTIVIEW では， 

l Web 開発の際，大きな負担になった多様なレイアウト

の動的な生成を可能にするレイアウト変換コストの削減 

l ユーザ環境に適応した見やすい Web ビューであると

判断できる一貫性のあるレイアウトの提供を目指したレ

イアウト変換手法を提供する．

 

ACTIVIEW システムでのレイアウト変換処理の流れを図 4

に示す．図 4 は ACTIVIEW システムの“適応化処理部”内

の処理を詳しく示したものである． 

元の問合せ文とユーザ表示画面のサイズは“問い合わせ

分析部”によってレイアウトの幅や長さ，充填率の計算に必

要情報を抽出する．これらの情報は，元の問合せ文を書き

換えた結果から実際に生成されるレイアウト結果を予測する

際に利用する．

 元の問合せ文を分析した結果，幅制約を満たしていないレ

イアウトであれば，リンク変換を先に適用する対象になるかの

判断を行う．次の条件を満たすとリンク変換を先に適用する

対象になる． 

l 開発者が指定している幅目標を超える．

l 最も多い子要素をもつネストの幅が初期レイアウトと

ユーザ表示画面の幅との差より広い．

 

この条件を満たすと，レイアウトの変換の際，いずれかリン

ク変換を適用することになる．そこで，先にリンク変換を行うこ

とでレイアウト変換の範囲を分割し，変換対象になる連結子

の個数を減らすことができる．

リンク変換を行ったレイアウトはリンク元とリンク先の複数レ

イアウトに分けられるため，それぞれのレイアウトに対し，幅

変換を行う．

幅変換を行った結果レイアウトが長さ目標を満たさない場合

は，再びリンク変換を行う．

レイアウトの幅変換は，問合せ文分析部で生成した各ネス

ト別の情報をソーティングしたリスト（図 5）を基に変換対象に

なる連結子の探索を行う．たとえば，初期レイアウトとユーザ

表示画面の幅が 700pixel であると，n3 と n4 か，n2 と n5，n2 と

n1 と n4 の組のいずれかに変換を行うことになる． 

 

図 3: 適応化処理部による処理後の問合せ文 

図 4: レイアウト変換の流れ
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4 ACTIVIEW のリンク変換 

ACTIVIEW では，計算コストを下げる手法として，長さ目

標を満たさないレイアウトに対して“リンク変換”を先に行う手

法と，“統一変換”が可能な連結に対しては同時に変換を行

う手法を利用する．そして，一貫性のあるレイアウトを生成す

るために，2 つの条件と 3 つの目標指標を利用する． 

 
4.1 リンク変換戦略の基本概念 

初期レイアウトにリンク変換を先に適用することによって，

変換の対象となる連結子の個数を分割により減らすことがで

きる．リンク変換の適用は次の条件および優先順位の戦略

に従う．

l リンク変換の前提条件  

① 反復子との連結子に適用することを前提にする． 

② 中括弧内のリンク変換は禁止する． 

l リンク変換の優先順位の戦略 

① 多くの子要素をもつネストからの変換を優先す

る． 

② 長い結果テーブルをもつネストからの変換を優先

する． 

③ 深いレベルにあるネストからの変換を優先する． 

これらのリンクへの変換手法は実験結果から導かれた戦

略に基づいた発見的な戦略である[1]． 

 
4.2 統一変換可能な連結 

開発者が指定した元の問合せ文に統一変換が可能な連

結が存在すれば，同時に変換を適用することで，実質的に

変換の対象になる結合子の個数を減らすことができ，計算コ

ストの削減が可能になる．経験的に属性間の関連性が高い

連結に対して統一変換を行うことにより，一貫性をもつレイア

ウトを生成する可能性が高い．たとえば，同一中括弧内の属

性のように関連性が高い連結において，同時に変換を行っ

て生成されたレイアウトが，連結子それぞれに対し，全数探

索によって目標の結果値を最大化するよりも，構造的には一

貫性のあるレイアウトとなる場合がある．

 

4.3 一貫性のあるレイアウトの生成

ACTIVIEW での一貫性のあるレイアウトは，次の優先順位

に関する 6 つの戦略によって生成される．これらの優先順位

は予備実験での結果レイアウトの比較を行った結果から発

見された手法である．

1. 複数の領域（TFE定義による）内で行う変換より同一領

域内（同一ネスト内・同一中括弧）での変換を優先す

る． 

2. 各属性間の変換よりも入れ子や中括弧との連結子へ

の変換を優先する． 

3. 同一ネスト内では親ノードの方を優先する．

4. 変換の回数が少ないレイアウトを優先する．

5. 中括弧内の連結子は統一変換を優先する

6. これ以外は，全数探索によって生成されるレイアウトの

うち，高い目標の結果値をもつレイアウトを優先する．

 

これらの戦略は幅制約と開発制約を満たしながら適用さ

れる． 

 

5 おわりに 

本稿では，関係データベースと WWW との連係システム

である SuperSQL の関係データベースからの結果テーブル

の構造化機能を利用して，データベースの情報を WWW ビ

ューとして表示する際に，端末の表示画面サイズに動的な

適応を実現する ACTIVIEW について記した．

ACTIVIEW を利用することで，1 つのビュー定義から多

様なユーザ表示画面サイズに適応化されたレイアウトを動的

に生成することを可能になる．さらに，ACTIVIEW によって

ユーザ環境に最適なレイアウトを持つ Web ビューを提供す

るため，レイアウトの評価基準を定め，より良いレイアウトへの

変換を実現する際のコストを最適化するための手法につい

て記した．
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図 3: 変換対象の探索 
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4  PLAN を用いた食と健康に関する新サービスの提

案 

4.1  健康に関する既存のサービス 

4.2  食と健康に関するサービスデザイン 
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A CASE STUDY OF USER INVOLVEMENT IN EVALUATION OF 
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Abstract 

Looking at the current situation of  users-involvement  in the vehicle development process, most of car 
manufacturers are providing several opportunities to let potential users participate in the whole 
design process. One of the typical methods of users-involvement is so called  panel-evaluation-system  
that intermediate design results are evaluated by selected people ( panelists ) who do not touch on the 
product development. In this study, based on the actual experience in the design development at a 
certain automaker, we present some findings obtained through operations of the 
panel-evaluation-system. 
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1 Research Background 

It is no exaggeration to say that the purpose of 
automotive design development is all about creating 
original designs that will attract consumers. 
Therefore, top management expects designers to 
utilize their capabilities to the fullest extent and push 
them to develop innovative, original designs that are 
unlike, or even if slightly better than, those of their 
competitors. The challenges in design management 
are how to retain talented designers and how to create 
an environment that elicits designers' full potential. 
However, even if managers could succeed in retaining 
and utilizing talented designers, this does not 
guarantee that original designs will be realized. The 
reason is that regardless of the quality of the ideas the 
designers create, if those ideas are not picked up and 
commodified in a timely and appropriate manner, the 
ideas that the designers worked so hard to create will 
remain unseen by the public. The key to eliminating 
this problem lies in the method of design 
decision-making during the development process. 
Since a new vehicle development requires huge 
investment, major manufacturers have been making 
efforts to improve the method and process of design 
evaluation and decision-making to eliminate errors. 
One of these methods is the  panel-evaluation-system . 
In this system, at the several points of design 
development, a third party not involved with the 

development evaluates the intermediate development 
results, verifies the design's merits and points out 
potential and actual negative points, with the goal of 
increasing the product's ultimate marketability and 
enhancing its reception among customers. When this 
evaluation is performed by potential customers 
outside the company (target-users), it can be said that 
a kind of  users- involvement in design evaluation  
was accomplished. 

 

2 How I Arrived at the Idea for this Research 

Looking at the current situation of users- 
involvement in the whole process of vehicle 
development, there are several points to note in the
process stages from upstream to downstream. 
First, one point we can mention in the upstream part 

of the process is market and consumer surveys to 
obtain information required for the development of 
new models or updates to current models. Because 
large amounts of development costs are incurred 
when developing new cars, a manufacturer must 
know whether the market exists for the model to be 
introduced, what kind of car current users are going 
to want next, and other things. Therefore, market and 
user surveys are must at the product planning stage 
so that the early-stage contact with potential and 
current users by staffs responsible for the vehicle 
development can be called the first step in 
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users-involvement. 
Second, a typical example of users-involvement in 

the midstream is so called  panel  evaluation-system  
that intermediate design results are evaluated by 
selected people ( panelists ) who do not touch on the 
product development. This system is widely used in 
the automobile industry. The panelists described here 
are sometimes invited from inside company 
( in-house ) and sometimes from outside. Anyhow in 
case evaluations are conducted by participants from 
outside the company, it means that the 
 users-involvement in the evaluation process  is 
achieved.
Finally, a typical example of user involvement in the 

downstream is the activity of asking users to evaluate 
a product after the product's launch. The primary 
objective in this case is to reflect the opinions and 
requests of users into related models or 
next-generation models. Another major objective is to 
see if there is some difference between the results of 
the panel-evaluation conducted during that particular 
model's development process and the evaluations of 
customers post-launch. If a significant difference is 
discovered, it may indicate some problems in the 
methods used during the panel-evaluation, or that 
there is major room for improvement in the 
application of the results and the design 
decision-making process. 
In this study, based on the actual experience in the 

design development at a certain automaker, we 
present some findings obtained through the 
operations of the panel  evaluation-system, from 
selection of panelists to in-house education, actual 
evaluation, and verification, as a case study of 
user-involvement in the midstream of product design 
development.
In this paper, I will examine a case study of 
midstream user involvement, the most important 
aspect of design decision-making. 

 

3 Purpose of the Present Research

As a case study on midstream user involvement, 
which is regarded as the most essential element of 
decision-making for designs, I will present an example 
of research conducted during actual automotive 
design development through cooperation from a 
Japanese automaker (X Corporation). For this case 
study, I was given the opportunity to participate from 

the planning stages in the preparation and practical 
use of an in-house panel evaluation system and to 
support the evaluation itself along with the 
compilation of its results and follow-up. I was able to 
identify and verify several matters cited as challenges 
in previous research on the theme of  user 
involvement in decision-making for designs,  
including the selection and training of panelists and 
the issues and merits in conducting panel evaluations. 
As I compared these with panel evaluation issues 
cited in prior research, I considered and implemented 
ideas for improvement, which presented an 
opportunity to try a new methodology. 

 

4 Case Study of Midstream User Involvement in 

Design Development 

4.1 About X Corporation, the Subject of my Research

X Corporation, the subject of this case study, is one of 
the leading manufacturers in Japan that produces 
buses, trucks and other large vehicles. It is a 
subsidiary of Y Corporation, one of Japan's major 
automakers. The company has a design department 
within its technological department, which develops 
designs for the company s products and is sometimes 
commissioned by parent company Y Corporation to 
develop designs. 
For this study, I participated from the planning 

stages in the preparation and implementation of an 
in-house panel evaluation system for decision-making 
in the design development of a truck. I was given the 
opportunity to support the actual evaluations as well 
as the compilation of results and subsequent follow-up. 
X Corporation, in the development of previous designs 
commissioned by parent company Y Corporation, had 
prior experience in in-house panel evaluations 
(conducted within Y Corporation), but this marked its 
first attempt at conducting its own such evaluations 
on its own project. For this reason, the company 
conducted the evaluations itself following a process, 
starting by defining  what is a panel evaluation  and 
continuing to panelist selection, panelist training, 
trial and actual panel evaluations, compilation of 
evaluation results and follow-up. This provided an 
excellent opportunity to not only acquire know-how 
but also to work on the panel evaluation issues that 
had been detected in the prior research mentioned 
above. 
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4.2 Definition of Panel Evaluation

In order to properly convey the essence of panel
evaluations to the management of the design 
department at X Corporation for this evaluation, 
 panel evaluation  was defined in the following 
manner. 
In the automotive industry, there is a widely-Used 
method for evaluation （“panel evaluations ) of the 
deliverables for a design by persons who are 
non-parties to the product s design development 
( panelists ) who participate in evaluation midway 
through development. The panelists described here 
may come from within or outside the company. To 
distinguish these, an evaluation process using 
panelists from outside the company is often called a 
 clinic  or a  product clinic.  (From here onward, 
 panel evaluation  will be used as a general term that 
includes the meaning of  clinic ). In any case,  panel 
evaluations  are methods by which a company 
receives evaluations of the deliverables of a design 
development from a third party s perspective, then 
verifies the design's value and points out potential 
and actual negative points, with the goal of increasing 
the product's ultimate marketability and enhancing 
its reception among customers. Through careful 
survey and analysis of the evaluation results received, 
errors can be eliminated to the furthest extent 
possible, hopefully leading to more precise 
management decisions.

4.3 About the Panel Evaluation Process

In automotive design development, each step of the
screening process for selecting and determining ideas 
  step one (design selection), step two (design 
determination) and step three (design approval)   is 
conducted over a roughly three-month period. In 
many cases panel evaluation is also conducted before 
the screening for each step and applied to the 
decision-making in each step. 

3 Months            3 Months

Scale Model or   Full-sized Model  Full-sized Model 

Full-Sized Model 

Fig.1 Decision-making Steps in Design Development 

The deliverables presented to the panelists at each 
step include sketches, scale models, and full-sized 
models, which are shown in the manner listed above.
In this case study, a 1/5 sketch, 1/2 model, and 

full-sized model were used, with panel evaluation 
conducted at each step.

4.4 Issues in the Current Style of Panel Evaluation as 

Determined in Prior Research 

Here I will summarize the issues and challenges in panel 

evaluation as clarified in prior research.

a) Panelist Selection 
In many cases, the selection of panelists is limited to the 

extremely narrow range (of positions) within the company, 

which leads to bias in evaluations and opinions and hinders 

the ability to make a proper judgment. Individual 

discrepancies in panelists  abilities and qualifications also end 

up affecting judgments.

b) Panelist Training
Often the selected panelists are asked to simply make 

evaluations without having received proper training or 

explanation, which is a major cause of variations in 

evaluations.

c) Panel Evaluation Standards
For evaluation standards, general point tabulation methods 

are the norm, and we have seen many cases in which the 

points take on lives of their own. Particularly on five- or 

ten-point scales, points are often intuitively assigned, leading 

to frequent instances of point totals being concentrated in 

the averages, and making it difficult to understand how the 

quality of a design was determined.

d) Methods for Application of Evaluation Results
In many cases evaluation results are not handled in a 

predetermined manner. We have seen panelists  evaluation 

results simply being accepted as-is in selection of design 

ideas, or being intentionally manipulated.

e) Verification of Divergence from Actual Customer 
Evaluations
Many cases have been observed in which designs hat 

were selected based on the results of panel 
evaluations and ultimately made into products were 
not properly verified for how they would be evaluated 
in the actual marketplace. Namely, there were many 
cases in which the evaluation and selection processes 
and the appropriateness of the judgment were not 
properly verified, which do not lead to improvements 

<2nd Stage> 

Design 

Determination 

<3rd Stage> 

Design 

Approval 

<1st Stage> 

Design 

Selection 
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in the system of panel evaluation. 

4.5 Efforts toward Improvement in the Panel Evaluation 

Syatem in this Case Study 

In order to resolve the issues and challenges listed above, 

the following efforts were made when conducting this panel 

evaluation.

a) Panelist Selection 
To prevent bias in opinions and to ensure a certain 

level of parameters, panelists were selected from a 
wide variety of positions within the company, 
including positions both directly and indirectly 
involved with the design development and positions 
not involved with the development but closer to the 
end user. Selections were made from the following 
departments.; Product planning, domestic planning, 
overseas planning, departments handling export 
countries (China, North America, Central America, 
South America, Australia, Asia and Middle East), 
domestic sales, product development, body design, 
electronic design, vehicle testing, and design. The 
system was arranged so that more than 100 panelists 
were registered and continuous participation of at 
least 80 panelists (a parameter) was ensured in an 
effort to increase the reliability of the evaluations.
b) Panelist Training
When panelists closer to the general users are 

selected to conduct the panel evaluation, there may be 
a significance in that evaluation can be conducted 
without any prejudice, but this method carries the 
risk of producing a failure like that of the Ford Edsel. 
Therefore, we conducted a simulation in which we 
used photos of models and actual sketches selected 
from bus designs released in the past that had 
received high evaluations in the marketplace to verify 
the evaluation capabilities and the qualifications of 
the panelist candidates. As a result, the design 
evaluation results by the panelists selected this time 
were almost identical to the evaluations in the market 
for buses, meaning that the reliability of these 
panelists could be verified to a certain extent.
c) Panel Evaluation Standards
For the evaluation scores used by panelists, a

seven-step scoring method frequently used in sensory 
evaluation was adopted. 

 

 

 

Fig. 2 Example of Panel Evaluation Standard 

This method is used by those who evaluate the flavor 
and other qualities of foods, and it gives panelists 
three degrees of both good and bad from the center. 
(See above) 

For this case study, the following evaluation 
standards were established to adapt the method to 
automotive design. 

 
[First Stage (Design Selection)]
 

7  A design that will be a global trendsetter
6  A design that looks innovative and high-level  

from a global perspective 
5  A design well-done in both direction and design
4  The direction is OK the design needs some  

refinement 
3  The concept and design direction are slightly off
2  The concept and design direction are completely  

wrong 
1  The concept itself is wrong and unthinkable

Fig. 3 First Stage Evaluation Guideline

 

Point Seven Evaluation Steps 

7 Very Good 

6 Good 

5 Somewhat Good 

4 Average 

3 Somewhat Bad 

2 Bad 

1 Very Bad 
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[Second Stage (Design Determination) and Third 
Stage (Design Approval)]  

 
7  No complaints; top-level from a global perspective
6  Distinguished level from a global perspective
5  Could be made into a product in its current state
4  Could be adopted but needs refinement in parts
3  Needs considerable work to make it a product
2  An overall redo of the design is required
1  The design level is so low it cannot be evaluated
 

Fig. 4 Second Stage and Third Stage Evaluation  
Guideline
 

These standard settings made evaluation easier in the 

opinion of most panelists.

d) Application Method for Evaluation Results 
I strongly advised that the company take the 

evaluation results as nothing more than opinions 
for reference and make the final decisions in 
discussions among management, rather than using 
the method often seen in American automakers in 
which evaluation results are simply imported directly 
into the design selection. This means that depending 
on the time and the circumstances, even designs with 
low panel evaluation results may be selected. 
In other words, I indicated the importance of the
management s judgment on the possibility and 
promise of a design idea, rather han simply relying on 
the panel evaluation results. 

 
 

Table 1 Example of the Result of Panel Evaluation

e) Verification of Divergence from Actual Customer 

Evaluations
The vehicle in this project is a pre-release model and 

has not yet been evaluated in the actual marketplace, 
so divergences could not be verified, though I am 
planning to perform verification work after it is 
released in the near future. However, when I arranged 
the opportunity to show it to dealers in advance, the 
design was well-received and I got the feeling that it 
could be accepted by the market.
 

5 Conclusions and Future Follow-up 

Thanks to the effective application of the newly-
adopted panel evaluation system, the decision-making 
for the design in this project was precisely executed at 
each step in the process, with design department 
managers praising the system as a form near the ideal 
for the future direction of the development process. 
However, to further improve the accuracy of the 
methodology, I will need to verify the discrepancies 
between the panel evaluation results and the 
evaluation results in the marketplace after this 
vehicle is released. To this end, I believe the following 
strategies are required.

5.1 Feedback to Panelists

Regarding the panel evaluation results and the 
design idea selected based on those results, I will 
report on the subsequent development process to the 
panelists, giving them a fresh recognition of the 
importance of panel evaluation in decision-making 
and also sharing the issues that became apparent in 
this study. 
I will give a talk on the latest design trends in trucks, 

buses and other vehicles, using photographs from 
major motor shows around the world, in an attempt to 
increase their interest in design and enhance their 
awareness that they will continue to play a vital role 
as members of an evaluation panel.

5.2 Next Design Development Schedule and Plan for 

Conducting Panel Evaluation 

I will clarify the issues and challenges from this 
panel evaluation and lay out a course and a plan for 
how to improve these points in the next design 
development project.
It is to be expected that panelists may change their 

positions in the company from the time of this panel 
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evaluation, so in the event that new  panelists will 
have to be registered, I will replace them and train 
the new panelists. (I will also readjust the balance of 
panelists from various departments and so on.)

5.3 Detailed Analysis of Panelists in This Study

I will carefully analyze the evaluations of each 
panelist to detect panelists who gave abnormal values, 
trends among departments, and so on. 
I will analyze disparities among genders and age 

groups and other trends for some projects.
I will analyze evaluation trends by the evaluated 

parts of the vehicle if necessary.

5.4 Debate over Use of Outside Panelists

I will confirm the existence of discrepancies through 
comparison of in-house panel evaluations and product 
evaluations conducted after release, and if judged to 
be necessary I will consider the use of outside 
panelists.
I am considering selecting around 20 individuals 

from among the staffs of major dealers or major users 
as candidates.
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ものづくり系技術者の暗黙知抽出に関する考察と方法
吉 田 育 代 ∗・寺 本 吉 慶 ∗・田 端 秀 輝 ∗・韓 超 ∗・橋 本 洋 志 ∗

Ikuyo Yoshida∗, Yoshinori Teramoto∗, Hideki Tabata∗, Chao Han∗

and Hiroshi Hashimoto∗

Abstract
We propose a novel method to extract tacit knowledge of skillful operation from expert engineers in the
manufacturing industry. The data fusion analysis method that consists of the field-oriented interview, the
human motion capture and the video analysis is applied for experts and beginners, and the operational
differences between those are analyzed. The tacit knowledge is effectively extracted by returning and
confirming the results of the analysis to the subjects. Through examinations applying the method to
subjects operating in an industrial factory, the effectiveness of the method is shown.

Keywords: tacit knowledge, skillful operation, field oriented interview, human motion capture, video anal-
ysis

はじめに

本論文は，ものづくり系技術者の暗黙知の定義とその性質
を考察した後に，現場に適用しやすい形の抽出方法を提案し，
フィールド実験を通して，その有効性について議論する．

組織が競争優位を保つためには，獲得した技術を共有すべ
き知識として後進に伝え，それを維持する仕組みを持たなけ
ればならない．これをここでは技術伝承と呼ぶ．特に，もの
づくりを行う日本の製造業などにおいては，熟練者の持つ高
度な技を抜け漏れなく迅速に移転できるかどうかが，組織の
生き残りをかけた喫緊の課題となっている．われわれの調査
したところ，現状，技術伝承について行われているのは，技
術実行手順の文章としてのマニュアル化，あるいは，熟練者
動作の写真や動画記録がほとんどである [1]- [9]．文章や動画
は作業動作手順の紹介には適しているが，そこにひそんでい
るコツを表現していることはあまりない．したがって，これ
までの技術伝承方法だけでは，熟練者の技を円滑に伝え継ぐ
のは非常に難しい．実技での試行錯誤実習で非常なコストと
時間をかけているのが実情である．

熟練者はおうおうにして行っている作業のコツを「勘と経
験」と，ひとくくりに答える．熟練者は非熟練者に比べて，現
在の作業を円滑にするための周到な準備や手順の先読みが優
れているだけではなく，作業動作そのものにも大きな違いが
ある．しかし，ときに本人ですらそのことに気づいていない
場合がある．そこに，技の暗黙知がある．この暗黙知の中身
を明らかにすることができれば，非熟練者はこれを知ること

によって，先人ほど試行錯誤することなく一定の技術水準に
達することが期待できる．ゆえに，技術伝承において最も重
要な点は熟練者の暗黙知を形式知化することである．

この形式知化する方法に要求される条件として，現場に適
用しやすいことが必須である．すなわち，様々なセンサを被
験者に取り付けることは，行動の妨げにつながり，熟練技を
計測できない危険性が高い．そのため，非接触式の画像計測
を採用するものとする．

次に，人間の心理計測も必要である．しかし，非接触式計
測の立場をとる以上，実時間での計測は難しい．そのため，作
業後のインタビュー方式を採用する．ここで，従来のインタ
ビュー方式は，事前質問作成するだけで，暗黙知がどこに潜
んでいるかの判別ができない．そのため，現場を見て，どの
へんにコツがあるかを見分けられる現場志向型インタビュー
方式を新たに導入する．

これら，画像計測や現場志向型インタビュー手法を効果的
に融合し，かつ，熟練者の気付きを与えるように分析結果の
フィードバックを用いた再インタビューを行うなどのプロセ
スを経る新たな暗黙知抽出方法を提案する．

本論文は，提案する方法の有効性を確認するため，実際に
ものづくり系企業の協力を得て，フィールド実験を行い，そ
の結果，会社関係者が気付かなかった有用な暗黙知抽出が行
えたことを述べる．
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ものづくり系暗黙知の定義と性質

ここでは，製造業分野の基本的かつ伝統的ものづくり系技
術を対象とする．この理由は，長い年月の間に獲得された技
術が豊富で，熟練者と非熟練者の間に大きな実力差，つまり
暗黙知が多くひそんでいると推測したことによる．また，多
人数による流れ作業ではなく，一人作業が多く，観察が容易
なことも副次的な選択要因となっている．さらに，機器の操
作を行うことと工程が定まっていることから，これを環境の
制約性と称する．環境の制約性は個人差に依存する暗黙知の
多様性をある程度限定することができ，暗黙知の抽出の良否
を客観的に判定しやすいと考えたためである．
本研究の主題となる暗黙知について，ここでの定義を記す．

暗黙知とは，個人として明確には気づいていない，または組
織として共有していない，有用な知恵である．このうち，前
者を「個人としての暗黙知」，後者を「組織としての暗黙知」
とする．ここで有用とは，熟練者と非熟練者を比較して時間，
手数などのコスト差が明らかなことを意味する．
ものづくり系組織としての暗黙知の性質とそれを抽出する

原理について述べる．

性質 1 機械操作マニュアル，社内教本など，ドキュメントや
スクリプトに明示されていないのが暗黙知であるから，
現象として現れる一連の動作から，どれが抽出すべき
動作かを判断する手段を導入しなければならない．

性質 2 暗黙知は人間の内面の現象（心理，考え）に大きく依
存し，直接計測ができない．しかも，本人が熟練の技
の動作の瞬間にだけ，イメージングや体性感覚が想起
するが，次の動作に移ると想起は終わり体性感覚は失
われ，一連の動作後にはそれを忘れて気付いていない．
したがって，一連の動作後に，何らかの方法で，本人
に気付かせて，動作瞬間のイメージングや体性感覚を
よみがえらせることが，抽出の鍵を握ると考える．

これらの性質を鑑み，次の抽出の原理が導かれる．
本人は気付いてはいないが，機器と連動したものづくり動

作に暗黙知に関連した動作が現れていれば，その動作を抽出
して，動作と暗黙知を関連付けることが暗黙知抽出法の原理
となる．
ここで，動作計測のために，様々なセンサを熟練者に取り

付けることは得策でない．なぜならば，センサは動作の邪魔
になったり，心理に負担をかけて，通常と同じ動作を行うこ
とを難しくさせるためである．したがって，非接触式の画像
計測は有効な計測方法である．

暗黙知抽出法

前節で示した性質 1，性質 2にそれぞれ適する計測法とし
て，被験者に肉体的，心理的負担を極力かけないという条件
の下，モーションキャプチャとインタビューを採用する．
ここで，インタビューは人間の心理を測定するためのもの

であるが，得られるデータは定性的でときとして主観的要因

が混入することがある．
本人は意識していなくても，ある作業時のイメージングや

体性感覚に基づき，熟練技が動作として現れることが知られ
ている [10]．そのため，動作情報を 3D系として計測するこ
とは重要である．ここで，被験者に肉体的・心理的負担をか
けないようにすることは必須である．なぜならば，熟練技を
発現させようとするときに，何らかの負担が影響して，発現
が乱れる，または，生じないことがあるためである．そのた
め，動作情報計測として，非接触式であるステレオビジョン
視によるモーションキャプチャ[11]を採用する．これにより，
身体の各部位の動作に関する 3D情報を得る．
以上の考察に従い，暗黙知抽出のために，現場志向型イン

タビュー，モーションキャプチャ，ビデオ分析を用いる．そ
れぞれの内容を以下に説明する．

[i] 

[ii] 

[iv] 

[vii] 

[v] 
[vi] 

[iii] 

[viii] 

図 1: 暗黙知抽出法のフロー図

現場志向型インタビューは，われわれが本研究を進めるに
際して考案した手法で，熟練者の技術遂行を現場で観察した
インタビュアーが，その技術遂行の際の思考や行動の意味を
質問により探る方法である．第三者的立場から根源的な問い
を複数投げかけることにより，熟練者が気づいていない，あ
るいは気づいていたとしてもこれまで明示的に説明不可能で
あった知識を引き出すことを目的としている．
モーションキャプチャについては今回，光学式を採用した．

2視点で熟練者をカメラ撮影，デジタル記録を行い，人の動
きのステレオビジョン視からヒューマンモデルを抽出し，作
業時の四肢の姿勢，位置，動きを測定する．これにより，力
加減の推定，姿勢により何を注視しているかの推定が行える．
現場志向型インタビューとモーションキャプチャを補完す

るのが，ビデオ分析である．熟練技は，作業時のある短時間
に現れる．この時間を特定することが必要で，このため，ビ
デオ録画に基づく分析が有効である．このため，ビデオ撮影
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者が作業者の作業を観測，重要な部分をクローズアップ，ま
た，遠景での全体撮影を行うなど，適応的に，作業現場，作
業動作を記録する．この記録映像を，複数の関係者で見て，
熟練技が発現しているとみなされるタイムラインを抜き出す
作業を行う．これはまた，熟練者に対して現場志向型インタ
ビューを行う際に，熟練者とインタビュアーの間の共有資料
としても利用する．
本提案法が適用する各手法の実施手順を図 1に示し，以下

に各手順を説明する．
[i]　現場志向型インタビューの設計
分析対象とするものづくり系技術について，可能な範囲で

予備調査を行い，熟練者に対して行う質問をリスト化する．
この内容は大別して，基本的質問と個別的質問がある．基本
的質問は，技術の全体像や技術遂行時間，工具などの道具や
装置類，技術遂行環境など，熟練者が技術を行う際の前提に
ついて尋ねるものである．しかし，実際の熟練者の観察につ
いては時間的な制約からこのパートに十分な時間が割けない
ケースも多いため，その際には，インタビュアーが個別的質
問を行ったあと，時間を改めて把握する．
個別的質問は，熟練者の技術を観察して，それを技術とし

て成り立たせている動きの核心や，そこにひそむ意味や理由
をシンプルな問いで引き出す試みである．詳細として，姿勢
に関するもの，視覚・聴覚・嗅覚・触覚・味覚といった五感
に関するもの，体の動きに関するもの，頭の中での判断に関
するものという 4つの項目がある．
[ii]　撮影
熟練者の技術を，その技術遂行環境に出向いてモーション

キャプチャとビデオ撮影を行う．モーションキャプチャを正
しく行えるよう，２台のカメラを設置し，キャリブレーショ
ンを行ったあと，モーションキャプチャ用ソフトウェア [11]

を動作させて熟練者の技術を記録する．ハンディタイプのビ
デオカメラによる撮影は，モーションキャプチャの実施に支
障をきたすことなく，また熟練者の技術遂行の全体像が記録
可能な位置にポジションを取り，熟練者の技術を記録する．
[iii]　インタビュー
熟練者の技術を観察したインタビュアーが，熟練者の技術

遂行が終了した直後に，ビデオカメラで撮影した動画を見な
がら，[i]で作成した質問リストに基づいてインタビューを行
う．このインタビューは必ず録音を行う．観察によって，事
前に作成した質問以外にも尋ねる必要があると感じた場合は，
それについても追加で尋ねる．インタビュー時間は長ければ
長いほど好ましいが，実際には与えられた時間の中で優先順
位の高い項目から質問する．
[iv]　ビデオ分析
熟練者の技術を記録した動画を何度も再生しながら，暗黙

知の潜んでいると思われる箇所を特定する．次に，モーショ
ンキャプチャで解析を行って高い効果が得られそうな箇所を
推定して優先順位を付していく．
[v]　モーションキャプチャ解析

[iv]で決定した順位にしたがって，モーションキャプチャ
解析を行う．リンクモデルを作成し，通常の画像では困難な
位置・角度からの分析で暗黙知抽出を行う一方で，熟練者の
体の動きのデジタル的記録で取得した数値を用いてグラフ化，
図版化することによっても，暗黙知の存在を確認，抽出する．
本解析により，人間をリンクモデルで表現することができる．
このモデルを用いて，身体姿勢を分析することができる．図
2は，ステレオ視（図中左上と右上）からリンクモデルを抽
出し，それに剛体をかぶせた CG（図中右下）を示している．

図 2: モーションキャプチャの例

[vi]　インタビュー解析
インタビュー録音を文字原稿に起こし，ビデオ分析により

暗黙知が潜んでいると思われる箇所について，熟練者がイン
タビューでどのように考え，どのように回答しているかを解
析する．また，インタビュー単体でも暗黙知の存在を推定し
仮説を立てる．
[vii]　検証

[iv][v][vi]で導き出された仮説を同時に評価して照らし合
わせる．ビデオ分析で立てた仮説をモーションキャプチャ解
析，インタビュー解析で検証することは手順の中で行ってい
るが，モーションキャプチャ解析で立てた仮説をビデオ分析，
インタビュー解析で検証すること，インタビュー解析で立て
た仮説をモーションキャプチャ解析，ビデオ分析で検証する
こともこの工程で行う．この循環で 3手法を相互補完的に作
用させ，最終的に，高い確率で暗黙知が存在すると想定でき
る技術ポイントを特定する．
[viii]　再インタビュー

[vii]で特定した暗黙知について，熟練者を再びインタビュー
して，本人が気づいていない，あるいは，本人は気づいてはい
るものの組織で共有されていない知識であったかを問う．そ
うであると認められた場合，その暗黙知について，熟練者と
非熟練者の間のコスト差算出を行い，数値として差異が認め
られれば有用な知恵であることを確定する．

実験

暗黙知抽出の実験対象として　京浜工業所の協力を得て，
砥石作成工程を取り上げた．この工程に携わる熟練者と非熟
練者の 2 名を被験者とし，この 2 名を比較することにより，
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暗黙知の抽出を図る．対象とした工程は，次の三つの工程か
らなる．

• 型詰め：砥石の材料（粉末）を計量し，型に詰める作業
• 焼成：型詰めした材料を焼き固める作業
• 仕上げ：焼き固めた材料を研磨し，形を整える作業

ここでは，仕上げ作業に本方法を適用した結果を述べる．
[i]　現場志向型インタビューの設計
事前に把握可能な範囲の中で，あらかじめインタビュー項

目を作る．今回は以下のようなインタビュー項目を用意した．

• この作業はどのように行うのでしょうか．
• そのときに使う道具にはどのようなものがありますか．
• それぞれの道具の特徴と使い方のコツについて教えて
ください．

• 作業動作時，姿勢はどうなっていますか．手足はどう
動かしますか．

• 目線はどこを見ていますかどれぐらいの時間がかかり
ますか．

• これを行う上で前提となる技術はありますか．
• この作業動作時に特に気を使う点はどこですか．
• どれぐらいの熟練度が必要でしょうか．それはなぜで
すか．

• 失敗することがあるとしたら，それはどういうことが
原因でしょうか．

現場では，熟練者の作業動作を見て，必要と思われる質問
を付加する．
[ii]　撮影
あらかじめ現場の間取りや状態を調査し，撮影できる範囲

の中で，被験者のどこに注目するかを決める．今回は現場に
て熟練者と相談しつつカメラ位置を決めた．型詰め作業では，
ステレオカメラで撮影する範囲として，被験者の上半身と研
磨盤，ハンディカメラで撮影する範囲として，被験者の手元
とした．カメラ位置が決まると，空間認識用のキャリブレー
ションポール，シートを設置し，撮影する．その後，キャリ
ブレーションポール，シートを取り除き，熟練者，非熟練者
それぞれに作業を撮影した．撮影の様子を図 3に示す．

図 3: 撮影の様子

[iii]　インタビュー
直前に行った被験者の作業のビデオを，インタビュアーと

被験者で確認しながらインタビューを行った．インタビュー
内容は IC レコーダによる録音，ハンディカメラによるイン
タビューの撮影，インタビュアーのメモ書きの３つにて記録
した．

[i]にてあらかじめ作成した質問項目に加え，[ii]にて被験
者の作業を観察しながら作成した追加質問を行い，被験者と
の話の中で新たに沸き起こった疑問についても質問した．質
問の際，人によって表現の違うことを考え，具体的な数字（何
mmか？何秒か？）で答えを引き出した．また，言葉だけで
は理解しにくい部分については図を用いた質問，および回答
という形でインタビューを行った．

[iv]　ビデオ分析
作業を撮影したビデオを元に，熟練者，非熟練者それぞれ

の作業を分析した．ここでは両者の作業を分解し，作業項目
の洗い出しと同時に，それぞれのタイムラインを作成した．ま
た，モーションキャプチャを行うにあたって，どの部分に注
目し，どの程度の時間的範囲について解析を行う必要がある
のかのあてどころを探った．ここでは熟練者，非熟練者それ
ぞれが砥石 3本分の研磨を行い，最も短い時間で終了した研
磨作業について解析した．作成したタイムラインから両者の
作業における手順の違い，作業ごとにかかる時間の差を定量
的に分析した．その結果，熟練者と非熟練者の作業時間は表
1のようになった．

表 1: 表のキャプション

削り作業 確認作業
熟練者 42.3秒 11.7秒
非熟練者 95.7秒 63.0秒

表 1より，熟練者は非熟練者より 104.7秒速く作業を済ま
せており，作業時間に関するコスト差があることがわかった．

[v]　モーションキャプチャ解析
ステレオカメラの映像および [iv]を通して分析から，モー

ションキャプチャによる解析を行った．今回仕上げ作業では，
被験者の上半身について注目し，その姿勢，手の動きについ
て数値化し定量的な分析を行った．その結果，砥石を研磨盤
に当てるとき，熟練者のほうが非熟練者と比較して，上半身
の位置が研磨盤に近く，目の位置が砥石に近いことが分かっ
た（図 4）．

図 4: 熟練者（左）と非熟練者（右）の上半身姿勢の違い
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また，研磨時の両者の右手首の軌跡を比較してみると，非
熟練者は一定に手を左右に振っているのに対し，熟練者は円
を描くように手を動かしていること，平ら出しの面（焼成の
際に膨張し，隆起した部分を研磨によって平らにする部分で，
地肌出しと比べて削る量が大きい面）と地肌出しの面（砥石
の地肌が出ればよく，削る量の小さくて済む面）によって砥
石を当てる位置を研磨盤上で使い分けていることがわかった
（図 5）．

図 5: 熟練者と非熟練者の研磨時における右手軌道

具体的には，削る量の大きい平ら出しの面では，回転によ
る線速度の最も速い，研磨盤の外周側を重点的に使用し，削
る量の小さくて済む地肌出しの面では，研磨盤の外周側は使
用せずに，平ら出し面で使用していない内側の部分をまんべ
んなく使用し，研磨していることがわかった．研磨盤をまん
べんなく使用する理由については次で述べる．
[vi]　インタビュー解析

[iii]で得られたインタビューを基に解析を行った．熟練者
は親指と中指で両端を支え，中指で中心を押さえるように砥
石を持っていること（図 6），また，平ら出しでは，砥石を
研磨盤に当たる面が凸になるよう反らす意識で持つことがわ
かった．
砥石を削る際，研磨盤も削れてしまう．熟練者は，研磨盤

をまんべんなく使用していることが分かった．研磨盤の同じ
所ばかりを使用してしまうと，研磨盤の形が平らでなくなり，
使用できなくなる．

図 6: 熟練者の砥石の持ち方

[vii]　検証
モーションキャプチャ，インタビューの結果を分析して，そ

れぞれにおいて熟練者の動きについて特徴的な動きと判断さ
れる項目を次に示す．

モーションキャプチャ分析から見出された特徴的動作

• 熟練者のほうが非熟練者と比較して，上半身の位置が
研磨盤に近く，目の位置が砥石に近い．

• 削る量の大きい平ら出しでは回転による線速度の最も
速い研磨盤の外周側を重点的に使用し，研磨している．

• 削る量の小さい地肌出しの面では，研磨盤の外周側は
使用せずに，平ら出し面で使用していない内側の部分
をまんべんなく使用し，研磨している．

• 作業全体で円を描くように手を動かしている．
インタビュー分析から見出された特徴的動作

• 親指と中指で両端を支え，中指で中心を押さえるよう
に砥石を持つ．

• 平ら出しでは，砥石を研磨盤に当たる面が凸になるよ
う反らす意識で持つ．

• 研磨盤の形状が偏って変化しないように，まんべんな
く使用して研磨している．

これらの分析結果は，次で行う再インタビューの質問項目
に反映させる．
[viii]　再インタビュー

[vii] 検証までで特徴的動作の候補とその原因推定を行い，
これを確認するために，被験者（熟練者と初心者）に対して再
インタビューを行った．その再インタビュー項目を次に示す．

• 仕上げ工程で，回転盤に対して前のめりの姿勢をとっ
ていますか．

• 前のめりの姿勢をとっているのは，研磨する砥石を視
界の真下におくためですか．

• 前のめりの姿勢をとっているのは，研磨に力が入りや
すいようにするためですか．

• 仕上げ工程で，体をできるだけ回転盤に近づけるよう
にしていますか．

• 研磨機に体をつけていますか．
• 体をできるだけ回転盤に近づけるのは，研磨に力が入
りやすいようにするためですか．

• 研磨機に体をつけているのは，体を安定させるためで
すか．

• 平ら出しで，回転盤の外周を使って研磨しているのは，
研磨量を上げるためですか．

• 平ら出しで，砥石を反らすように持つのは，人差し指
に力を入れるためですか．

• 地肌出しで，回転盤全体を使って研磨しているのは，回
転盤のへこみを防ぐためですか．



• 砥石を水にくぐらせるのは，研磨で出た屑を洗い落す
ためですか．

この再インタビューを通して，次のことが明らかになった．

• 研磨機に近づいているのは手元が近い方が細かい作業
がやりやすいから．

• 前かがみになるのは砥石を真上から見るため．

• 均等に力を入れるには真上からの方がよい．

• 作業を速くするためにはある程度力を強くかけなくて
はならない．

• 平ら出しでは最終的に力を抜いて研磨する．

• 品物の状態によって外周や内周の位置を決める．

• 外周の方が，速度が速いので速く削れる．

• 外周の方が回転による曲がりが小さいので安定して削
れる．

• 砥石を親指，人指し指，中指の 3本で持つのは，砥石
の状態によって砥石を反らしたり反らさなかったりす
ることで，削れる部分を調整している．

• 上記のことは，はじめから教えるということはなく，
やっているうちに自然と調整するようになる．

• 工場長は両手を使い，片手で砥石の両端を持ち，もう
片方の手で砥石の中程を抑え，力加減を調整している．

以上のことから，再インタビューで確認できた暗黙知は以
下の４つである．

I. 研磨盤に近づき砥石を上から見下ろすことで，力をかけや
すくし，研磨を容易にしている．

II. 研磨する砥石の面によって，研磨盤上で線速度が速い位
置，そうでない位置を使い分けている．

III. 砥石の持ち方によって砥石の削る部分を調節している．

IV. 研磨盤をまんべんなく使うことで，研磨盤の摩耗を遅ら
せ寿命を長く保たせている．

ここで，I，IIは個人としての暗黙知，III，IVは組織とし
ての暗黙知であることがわかった．IVについては，工場長が
思わず「そんな工夫をしていたのか！」と感想をもらしたほ
ど，工場長も共有していない，この熟練者ならではの知恵で
あった．これらの暗黙知を活用することによって，ビデオ分
析により熟練者は仕上げ工程を砥石 1本あたり 54秒で終え
ている．一方，非熟練者は 1本あたり 158.7秒かかっている
ため，熟練者は非熟練者に比べて生産効率が約 3倍高いとい
うことになり，コスト差はあるといえる．つまり，コスト差
が明らかであるため，有用な知恵ということができ，4つの
事実は暗黙知といえる．

おわりに

提案する新しい暗黙知抽出法は，企業関係者が有用と評価
する暗黙知を抽出できることを示した．本方法は，被験者に
肉体的・精神的負荷を多くはかけないため，熟練技発現の妨
げにならないという意味での現場適用性が高いものと言える．
抽出した暗黙知は，個人レベルに属するもの，組織レベルに
属するものに分類できることが判明したことは，本提案方法
の新たな利点と考えられる．
最後に，言語および姿勢の定量的表現の形で形式知化され

ているので，これを技術伝承に効果的に活用することが今後
の課題である．

謝辞　最後に，今回暗黙知抽出のための実験にご協力いただ
いた，株式会社 京浜工業所の関係者各位に深く感謝いたし
ます．
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1 新興国封じ込め 

 今日の国際社会の最大の問題の１つが、中国が進めて

いる発展途上国への影響力の急速な拡大への対処であるこ

とは否定できない。中国は近年、独自の外交政策により、ア

ジア、アフリカを中心とする発展途上国への影響力を急速に

拡大し、資源権益の増大、自国企業のビジネス機会の獲得

を進めるとともに、それら諸国が国際場裡において中国を支

持するように誘導しつつある。

 資源権益、自国企業のビジネス機会、国際場裡におけ

る支持等は、多分にゼロ・サム的状況を示すため、中国がそ

れらを増大することは、すでに発展途上国との関係でそれら

を相当程度確保していた他の主要先進諸国（本稿では、「先

発国」と呼ぶ。）にとって看過できない問題を生じさせる。この

ため、中国の台頭によりそれら権益を失うことになる先発国

は中国の台頭を阻止すべく、協調した行動を採ることがあり

得 る 。 そ の よ う な 行 動 は 、 中 国 封 じ 込 め （ the China 
Containment）と呼ぶことができる。 

 本研究の課題は、現在国際社会で進行中の、この中国

封じ込めの構造を分析することである。

 今日の中国のように、ある国が国力を高め、発展途上国

の権益を急速に拡大していくことは、近代世界システムにお

いてはしばしば見られる現象である。そのような国を一般的

に、新興国、と呼ぶことができる。新興国の台頭による発展

途上国の権益の急拡大を看過できない先発国が協働してそ

れを阻止しようとする動き、すなわち新興国封じ込めの行動

を採ることもまた、今回の中国の場合に限らず、一般的なこと

であると考えられる。

 このため今日の中国封じ込めにおいては、過去行われ

た数々の新興国封じ込めにおいて用いられたものと同様の

手法が援用されている可能性がある。したがって、過去行わ

れた数々の新興国封じ込めをケース・スタディし、それらをモ

デル化することができれば、中国封じ込めをそのモデルの枠

組みにおいて分析していくことができ、今後の国際政治の帰

趨をより正確に見通すことができると期待される。

 本研究は、過去行われた新興国封じ込めとして、以下の
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２つを挙げる。 
 第１は、米国、英国等が中心となって進めたソ連封じ込

めである。これは一般的には、東西冷戦、と呼ばれる。時期

は、チャーチルによる「鉄のカーテン」演説が行われた 1946
年からマルタ会談の 1989 年までである。

 第２は、米国が中心となって進めた日本封じ込めである。

これは一般的には、ジャパン・バッシング、と呼ばれる。時期

は、概ね 1980 年代後半から 1990 年代一杯である。

 これら２つの新興国封じ込めのケースにおいては、軍事

的、経済的対峙に加えて、理論の応酬、言わば智の競争

（an Epistemic Competiton）が重要な役割を果たしたこと

が共通の特徴である。そもそもジャパン・バッシングにおいて

は、日本は米国の軍事同盟国であり、軍事面での対峙は全

くなかった。ここで言う理論の応酬とは、主として、発展途上

国の発展戦略に関する理論の説得力の競争、と見ることが

できる。

 一般的には、発展途上国の発展戦略に関する理論とは、

アカデミックな研究の積み重ねによって構築されるものであり、

国際政治上の動きとは無関係なものと捉えられる。一方本研

究の主張は、その理論の応酬が、軍事的対峙、経済的対峙

同様、国際政治上、対立する国家間でライバル国の権益を

減じさせるために用いられる、ある種の兵器として見ることが

できるということである。新興国封じ込めの最大の関心事が

発展途上国への影響力拡大であることからすると、新興国、

先発国にとって、お互い、相手よりも魅力的な発展戦略に関

する理論を提示することが重要な意味を持ったということであ

る。 
 新興国は、すでに先発国との間で権益関係が出来上が

っている発展途上国に新たに参入して、先発国の権益を引

き剥がし、自国の権益を確保していかなくてはならない。新

興国は発展途上国に対して、これまで通りの先発国との関

係を維持するよりも、それを止めて、新たに新興国と密接な

関係を構築した方が良いことを説得しなくてはならない。そ

のための方法としては、軍事的な侵攻は、例えば 1979 年の

ソ連によるアフガニスタン侵攻の例に見られるように、あまり

にもリスクとコストが高すぎる。経済上のさまざまな利益供与

を約束する方法は極めて有効であり、多くの場面で活用され

る。それらに加えて、発展途上国の発展戦略に関する理論と

いう、言わば「智」の有する説得力も、そのための重要な方法

として用いられると見るのである。 
 新興国は、先発国が発展途上国に発信している発展戦

略の理論に基づいて経済社会開発を進めるとうまくいかない。

それを止めて、新興国が発信する発展戦略の理論を採用す

べきだ、と説得するのである。発展途上国がそれに説得され

た場合には、新興国はその発展途上国政府に対する影響

力を拡大することができ、経済上の権益拡大も、政治上の権

益拡大も有利に進めることができると考えられる。

 以上のような考え方に立脚し、本研究を以下のように進

めることとする。

 第１に、過去の新興国封じ込めにおいて、新興国と先発

国がそれぞれ発信した発展戦略の理論を整理し、それらが

どのように競争したのかを分析する。 
 第２に、今日の中国封じ込めに関して、中国が提示して

いる発展戦略の理論を整理し、それと先発国が提示している

発展戦略の理論との競争を分析する。

 

2 東西冷戦 

2.1 東西冷戦の構造 

 東西冷戦の基本的な構造は、ソ連陣営と米国陣営の対

立である。新興国封じ込めの視点では、ソ連を新興国、米国

を中心とする西側先進諸国を先発国と見ることができる。ソ

連は、第 2 次世界大戦終結時にはアジア、アフリカ地域に殆

ど植民地を持たず、発展途上国との関係では、英国、フラン

ス等の先発国に比べて、圧倒的に小さな権益しか持ってい

なかった。一方ソ連は、第 2 次世界大戦終結後、圧倒的な

勢いで発展途上国に対する影響力を強化し、権益を拡大し

ていった。1960 年をピークに次々に政治的独立を果たした

発展途上国の多くは社会主義体制を採り、ソ連に大きな権

益を供与した。このようなソ連による発展途上国の権益の急

拡大を看過せず、それを阻止しようとして米国、英国等が中

心となって進めた協調した動きを、新興国ソ連封じ込め、と

見ることができる。

 このソ連封じ込めにおける発展戦略の理論の競争につ

いては、以下のように整理される。

 ソ連が主張した発展戦略の理論は、マルクス=レーニン

主義に基づくものである。具体的には、計画経済制度を採

用し、経済全般を政府がコントロールすることである。

 米国、英国等先発国が主張した発展戦略の理論は、新

古典派経済成長理論である。

 なお、新古典派経済成長理論を、このようにソ連封じ込

め、または東西冷戦の手段として捉えることについては反論

があり得る。曰く、新古典派経済成長理論は、そのような国

際政治上の事情とは関係なく、研究者の理論的な研究の積

み重ねの上に構築されたものである、と。確かに、新古典派

経済成長理論の基礎となったハロッド＝ドーマー・モデルは、

ハロッドが論文を発表したのが 1939 年（注１）であり、ドーマ

ーが論文を発表したのが 1946 年（注２）であり、東西冷戦前

のものである。それに続くソロー=スワン・モデルにしても、発

表は 1956 年（注３）である。

 確かに新古典派経済成長理論の淵源が第 2 次世界大

戦前にあることは疑いない。一方、新古典派経済成長理論

が 1960 年代以降急速に発展した重要な要因の１つに、東

西冷戦においてマルクス=レーニン主義に基づく発展戦略

に対抗し得る発展戦略の理論を構築しなければならないと

いう必要性があったことを見ることは不可能ではない。その
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証左としては、新古典派経済成長理論を初期に整理したロ

ストウ［1961］は、副題が”A Non-Communist Manifesto 
“となっていることを挙げることができる。すなわち、ソ連が主

張するように、マルクス=レーニン主義に基づく発展戦略に

則らなければ発展途上国の経済成長は不可能なわけでは

なく、マルクス=レーニン主義とは全く別の理論に則っても十

分に経済成長できる、という含意である。

 
2.2 東西冷戦と ODA 

 東西冷戦の全期間を通じて、マルクス=レーニン主義に

基づく発展戦略の理論は相当強い説得力を持ち、それが東

西冷戦における東側陣営の相当の優勢をもたらした一因で

あると考えられる。 
 その説得力の強さの理由は、第１に、マルクス=レーニン

主義に基づく発展戦略の理論が分かり易く翻訳されたことで

あると考えられる。すなわち、この理論のエッセンスは、「貧困

の原因は搾取にある。発展途上国の人々は、国内で資本家

に、世界市場で欧米先進諸国の多国籍企業の資本に搾取

されている。マルクス=レーニン主義は、この搾取を絶つもの

である。」と翻訳され、発展途上国の人々の共感を集めたと

考えられる。

  第２に、マルクス=レーニン主義の一党独裁制の考え方

は、独裁、軍事政権等である発展途上国の政権の座にある

多くの権力者にとっては魅力的であったと考えられる。民主

的な選挙によって政権を追われることがないためである。

 これに対して先発国が示した発展戦略の理論が、新古

典派経済成長理論である。

 新古典派経済成長理論自体は数学モデルを多用する

難しいものであるので、実際に発展途上国の政府関係者及

び国民に対して説得する場合には、マルクス=レーニン主義

の場合と同様、分かり易く翻訳することとなった。ODA（政府

開発援助：Official Development Assistance）という概念

を中心に構築された、開発援助、という概念は、そのような翻

訳として捉えることができる。すなわち、数学モデルは理解で

きなくとも、とにかく西側先進諸国との関係を密にすると、

ODA という開発援助を受けられ、その開発援助の効果によ

って発展途上国は豊かになれる、という翻訳である。 
 今日にいたるまで、通常は、開発援助を拡大することと

ODA を拡大することとは同一視されていると言える。一方筆

者の主張は、このように開発援助の大きさを計測する適切な

指標として当然視されている ODA という概念そのものが、東

西冷戦におけるマルクス=レーニン主義との理論上の競争を

重要な動機として構築されたものではないかということである。

すなわち、ODA の概念の内容を精査するならば、開発援助、

すなわち発展途上国の経済社会開発の支援という目的から

は根拠が明確ではなく、マルクス=レーニン主義との理論上

の競争関係を踏まえて初めて根拠が理解できるものがあると

いうことである。 

 ODA の 概 念 は 、 OECD （ 経 済 協 力 開 発 機 構 ：

Organization for Economic Co-operation and 
Development）の DAC（開発援助委員会：Development 
Assistance Committee）が定めた統計指示書で定義され

ている。すなわち、第１に、先進国「政府」から発展途上国

「政府」に対して供与されるもの（したがって、個人、企業等

によるフィランソロピーは含まれない。）であり、第２に、平和

目的、すなわち軍事目的ではないことであり、第３に、贈与

比率（グラント・エレメント）という指標で測られる譲許性

（concessionality）が一定（25%）以上であること、というもの

である。

 この定義の以下の２点は、開発援助という視点のみにお

いては理由が不明確である。

 第１点は、先進国側の資金の出し手を先進国「政府」に

限定していることである。

 今日では、メリンダ＝ゲイツ財団に見られるように、フィラ

ンソロピー等、先進国における政府以外の主体から発展途

上国の様々な主体に対して供与される資金の総額は相当巨

額になっている。そもそも、発展途上国にしてみれば、問題

は受け取る資金の総額であり、資金の出し手が先進国の政

府であるか、政府以外の主体であるかは大きな問題ではな

い。

 第２点は、譲許性、という複雑な概念であり、特にその水

準（グラント・エレメント 25%超）である。市中金利を 10%とし

て、元本が同額の資金を金利 10%で借りた場合の元本返済

総額に比べて元本返済総額が 25%以上安いことが ODA の

定義上の要請になる。

 一方、市中金利を 10%と定めた場合にグラント・エレメン

ト 25%超のファイナンスを組成することは、現在よりも市中金

利が高めであった 1960 年代においても、さほど困難なこと

ではなかったと言える。実際に、これまで先進国から供与さ

れた ODA 資金のグラント・エレメントは 25%よりも相当高い

水準になっており、先進国にとって、この基準は実務上の大

きな制約とはなっていなかったことを窺わせる。すなわち、開

発援助の視点からは存在意義が不明確な基準となってい

る。 
 一方、当時のマルクス=レーニン主義に基づく発展戦略

の理論との競争を念頭に置くと、これら２点が定義に加えら

れた理由が明確となる。

 先に見たように、マルクス=レーニン主義に基づく発展戦

略の理論は、発展途上国への説得においては、先進国の巨

大資本による搾取の排除、という内容が強調された。先進国

の巨大資本の典型は、先進国の巨大銀行である。西側先進

国が発展途上国に開発援助資金を供与する場合、それが

贈与形態であれば搾取の批判は免れるものの、実際には贈

与形態で多額の資金供与を行うことは先進国の財政負担能

力の問題で不可能であり、資金の大半は融資形態で供与さ

れていた。その融資には、水準はさておき金利が付いていた。
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このため発展途上国にしてみれば、先進国から金利付きの

融資を受けることは、開発援助という美名はさておき、実質

的には従来通りの搾取ではないかとの疑念が生じる可能性

がある。

 このため、第１に、資金供与の主体として、民間金融機

関を排除して政府のみに限定することで、第２に、金利は付

いてはいるものの、それは譲許的であって、搾取の疑いのか

かる民間金融機関による融資に比べて圧倒的に安い（実際

には、上記のように、それほど大きく安いわけではなかったに

しても）ことを強調する必要があったと考えられる。 
 東西冷戦は 1989 年 12 月のマルタ会談により終結し、ソ

連も 1991 年に崩壊した。ソ連崩壊後に誕生したロシアでは、

「ショック療法」と呼ばれる、急激な市場メカニズムの導入が

進められた。すなわち、マルクス=レーニン主義に基づく発展

戦略は、東西冷戦の一方の主体であるソ連においても放棄

されたため、その採用を発展途上国に対して主張する主体

は存在しなくなった。

 

3 ジャパン・バッシング 

3.1 ワシントン・コンセンサス対開発主義

 1980 年代から 1990 年代、特に 1997 年のアジア通貨

危機まで、日本は、東南アジア、南アジア、中央アジア、アフ

リカ等の地において、発展途上国に対する影響力を大きく高

め、権益を拡大していた。日本がそれらの地で影響力を強

めることができた重要な要因は、言うまでもなく、日本企業の

直接投資の拡大と、円借款制度を中心とする日本政府から

の開発援助資金の供与である。一方本研究では、それらに

加えて当時の日本政府は、日本独自の発展戦略の理論を

発展途上国に発信しており、その理論の説得力が、日本の

発展途上国に対する影響力拡大の１つの重要な要因になっ

たのではないかと考える。

 日本独自の発展戦略の理論とは、開発主義、と呼ばれ

るものである。その内容については次節で見ていく。 
 それに対して米国は、東西冷戦終結の 1989 年に米国

のシンクタンクの研究員（注４）が発表した、今後の適切な発

展途上国の発展戦略のあり方をまとめたものであるワシント

ン・コンセンサス（注５）を根拠として、徹底した市場メカニズ

ムの強調、政府による市場メカニズムへの介入及び各種の

経済上の規制の排除を柱とする、新古典派経済成長理論を

強力に主張した。

 さらに米国の強い働きかけの下に、世界銀行は、1990
年代に、世界の開発援助政策の基本的な方向として貧困削

減、という考え方を打ち出した。1990 年代には貧困削減が

「世界の開発援助潮流」として広く世界で受け入れられるよう

になっていき、最終的に 2000 年の国際連合ミレニアム・サミ

ットにおいて、2015 年の世界の貧困人口を 2000 年の半分

に減らすことを主な内容とするミレニアム開発目標が採択さ

れ、現在先進国は、その実現に向けて努力を積み重ねるこ

とが求められるようになっている。貧困削減、とは、開発援助

資金を供与する対象としては、発電所、高速道路、港湾設備、

工業団地等の経済セクターと呼ばれる分野ではなく、学校、

病院、医療、衛生等の社会セクターと呼ばれる分野を中心

にすべきだ、ということである。

 この貧困削減の考え方は、ワシントン・コンセンサス同様、

市場メカニズムを強調する発展戦略の理論であると言える。

東西冷戦中には、最大の関心は東西冷戦の勝利であったた

め、開発援助においては、市場メカニズムを貫徹させることよ

りも東側を凌駕する多額の資金を発展途上国に供与するこ

とが必要であった。一方東西冷戦終結後には東側陣営に対

抗する必要はなくなったため、開発援助も聖域ではなくなり、

そこにおいても市場メカニズムを貫徹することが理論上の要

請となったと考えられる。

 貧困削減とは、その要請に応えようとして導出された考

え方であると見ることができる。経済セクターとは、市場メカニ

ズムに委ね、民間金融機関による商業金融を用いた民間企

業の経済活動によって進めることのできる分野であり、そこに

開発援助資金が供与されると、開発援助資金の譲許性ゆえ

に市場メカニズムが歪められ、商業金融がクラウド・アウトされ

ることになる。このため開発援助資金は、そもそも民間金融

機関が関心を持たず、商業金融が供与される可能性が極め

て低い（クラウド・アウトの問題を引き起こさない）社会セクタ

ーのみに限定されるべきだ、とするのである。

 以上のように、新興国であるソ連がマルクス=レーニン主

義に基づく発展戦略の理論を主張し、先発国である西側先

進諸国が新古典派経済成長理論に基づく発展戦略の理論

を主張し、両者の間で競争が展開された東西冷戦というソ連

封じ込めの場合と同様に、ジャパン・バッシングという日本封

じ込めにおいては、新興国日本が開発主義という発展戦略

の理論を主張し、先発国である米国がワシントン・コンセンサ

ス及び「世界の開発援助潮流」としての貧困削減という発展

戦略の理論を主張したと整理することができる。

 発展戦略の理論間の競争としては、これら２つのケース

には類似点がある。すなわち、新興国側は、市場メカニズム

に対する政府の介入の重要性を強調する発展戦略の理論

を主張し、先発国側は、徹底して市場メカニズムを重視する

発展戦略の理論を主張する、ということである。マルクス=レ

ーニン主義が説得力を失った 1990 年代においては、開発

主義は、世界の中で有効に主張される発展戦略の理論の中

では、政府による市場メカニズムへの介入を極めて重視する

発展戦略の理論の代表であった。

 
3.2 開発主義 

 開発主義とは、第２次世界大戦後の日本が自国の経済

発展のために編み出し、後にアジア四龍（韓国、台湾、香港

及びシンガポール）がそれを大きく参考にして自国の発展戦
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略を構築し、1980 年代以降は ASEAN 諸国にも大きな影響

を及ぼした発展戦略の理論である。日本による開発主義の

淵源は、1940 年代前半の国家総動員体制、軍需省による

経済活動の全面的な管理の体制にある。

 発展戦略の理論としての開発主義は、1992 年に村上泰

亮によって整理された（注６）。村上自身はその用語は用い

なかったものの、その内容を筆者が整理すると、開発主義に

は、弱い開発主義と、強い開発主義があることになる。

 弱い開発主義とは、国家の経済成長にとって重要な産

業をターゲティングし、そのターゲティングされた産業に対し

て補助金、技術開発支援等の支援措置を講じることである。

ターゲティングされた産業、それへの支援の方法等について

は、国家発展○○年計画等と呼ばれる NIS（国家イノベーシ

ョン・システム：National Innovation System）という文書に

まとめられ、発表されることが多い。日本ではかつての全国

総合開発計画、新全国総合開発計画等である。

 このように、NIS をとりまとめ、その中でターゲティングす

る産業を明示し、その振興方法の概要を定め、それに基づ

き実際に各種の振興政策を実施すること自体は、程度の差

はあれ、米国を含め、多くの国で見られるものである。

 一方、強い開発主義は、以下のように特殊なものであり、

それを実際に運用した国は、日本をはじめ、少数しか存在し

ない。強い開発主義とは、政府の介入により、主要産業の国

内の生産量を、予め設定した需要予測に合致する水準に抑

えるというものである。このことは、主要産業が平均費用逓減

状況が広く発生する産業である場合には、決定的に重要と

なる。この点を村上泰亮[1992］（注７）の記述をもとにまとめ

ると、以下のようになる。 
 平均費用逓減状況が広く発生する産業では、生産量を

多くすれば単位生産量当たりの生産コストが低くなるため、

市場均衡は安定的にはならない。全ての企業が生産規模を

拡大しようとする結果、国家全体の供給能力は需要を大きく

上回り、結局、過当競争の中で多くの企業が倒産し、資本と

労働の無駄が発生する一方で独占または寡占が生まれる。

それを防ぐためには、個別の企業に対して、過度な設備投

資を断念させなければならない。

 計画経済制度では、政府（国営企業）が生産規模を需

要予測に適したものに決定すればこの問題は解決される。

一方市場経済制度の下で日本は、この問題を独特の方法で

解決した。行政指導、という方法である。すなわち政府は、民

間企業が過度な設備投資をしないように民間企業に対して

行政指導（法律に基づかない指示）を行い、民間企業はそ

れを聞き、計画していた設備投資を断念する。これが、村上

泰亮の説明から導出される強い開発主義である。

 強い開発主義は、市場メカニズムに則る限り避けることの

できない過当競争による倒産等の無駄を排除でき、一方で

独占または寡占が生まれることもなく、数社が適正競争を続

け、それぞれの企業が、倒産の心配なく研究開発等を進め、

長期に発展していくことを可能にする。日本が、このような方

法で経済成長を進め、多くの製造業の競争力において欧米

諸国を凌駕しつつあった時、欧米諸国は日本の産業政策を

「日本株式会社」と呼んで揶揄した。その内容の根幹は、こ

のような強い開発主義にあったと言える。

 日本は発展途上国に対して、弱い開発主義を相当強力

に推進すること、さらに可能であれば強い開発主義をも採用

することを説得した。

 
3.3 ASEAN 諸国に対する開発主義の説得 

 1990 年代においては、以下に述べるように、日本は

ASEAN 諸国に対して開発主義を積極的に説得した。 
 1990 年代初頭にインドシナ和平を実現した ASEAN 諸

国は、1994 年には ASEAN 外相会合で、ベトナム、ラオス、

カンボディア及びミャンマーという旧計画経済諸国を順次

ASEAN に加盟させていくことを決定した（注８）。1981 年に

マレイシアのマハティール首相が「ルック・イースト」政策を打

ち出した ASEAN 諸国においては日本の発展戦略の理論

に対する関心が高まっていた。

 日本政府は、通商産業省［1985］において、マレイシア、

タイ、インドネシア及びフィリピン（以下、ASEAN４。）が開発

主義に基づく発展戦略を採用すべきだとする主張を行い、

日本政府はそのための支援を行うべきであるとした。それを

踏まえ、1987 年に「New AID Plan」と呼ばれる独特の技術

協力政策が ASEAN４を対象にして開始された。さらに、開

発主義に基づく発展戦略に関する広範な議論を行うことを

目的として、1992 年に ASEAN の経済閣僚と通商産業大臣

の定期会合である AEM-MITI（注９）が設置された。

 1993 年、世界銀行は「東アジアの奇跡」と題された世界

銀行［1993］を発表した。その中では、日本をはじめ東アジ

ア諸国が用いている審議会方式の効果を評価した。審議会

方式は、強い開発主義の実施において重要な役割を果た

す制度であった。

 1993 年に日本政府は、副題を「産業政策のススメ」とす

る『ASEAN 産業高度化ビジョン』（注 10）という文書を発表し、

これを尊重することが同年の AEM-MITI において決定され

た。その決定を受けて、ASEAN４でサポーティング・インダ

ストリー育成政策等が開始された。 
 1994 年、AEM-MITI は、カンボディア・ラオス・ミャンマ

ー産業協力ワーキング・グループを設置した。この目的の１

つは、ベトナム、カンボディア、ラオス及びミャンマーという

ASEAN 新規加盟国の市場経済化を日本との協働におい

て、すなわち開発主義に基づく発展戦略の理論に依拠しつ

つ進めることであった。

 1995 年、日本政府は、発展戦略等について議論する場

として、ASEAN に日本、中国、韓国を加えた ASEAN＋３

の枠組みを構築した。1996 年 3 月に開催された ASEM（ア

ジア欧州会合）のアジア側経済閣僚会議がそれであり、第１
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回準備会合は 1995 年 11 月、大阪で開催された。ASEAN
＋３という枠組み自体はマハティール首相が 1990 年に提唱

した EAEC（東アジア経済協議体）構想で示されていたもの

の、米国の猛反発により実現しなかった。ASEM アジア側経

済閣僚会議は、実質的に EAEC と等価のものと言える。

 一方、1997 年 7 月のタイ・バーツ暴落と変動相場制移

行を契機とするアジア通貨危機は、結果として日本による

ASEAN 諸国に対する開発主義の説得に大きな負の影響を

もたらした。アジア通貨危機発生後、米国をはじめ、欧米先

進諸国が、クローニー・キャピタリズム（インチキ資本主義）論

を大々的に展開したためである。 
 クローニー・キャピタリズム論とは、アジア諸国では、民間

企業が権利関係のはっきりしない同族経営であること、契約

関係が不明確なままに特殊な人的関係の中で取引が行わ

れること等、健全に機能する市場メカニズムが存在していな

い、とする主張である。これをもとに、健全に機能する市場メ

カニズムの不在がアジア通貨危機の原因である、と説明され

た。この考え方に基づくと、行政指導は市場メカニズムを歪

めるものとしてネガティブな評価を受けることになり、強い開

発主義はその存在意義を否定されることになる。

 2002 年にタクシン首相の発案により、アジア通貨危機の

原因であった「ダブル・ミスマッチ」（注 11）に対応するために

アジア債券市場イニシアティブが開始されたところ、これは、

クローニー・キャピタリズム論への反応として、直接金融市場

の整備に取り組もうとしたものと見ることができる。

 21 世紀に入る時点では、後述するように日本自身が強

い開発主義を放棄することになり、今日では日本政府が

ASEAN 諸国に対して開発主義に基づく発展戦略の理論の

説得を継続していることは確認できない。

 
3.4 その他の発展途上国に対する開発主義の説得 

 日本政府は、1990 年代に中央アジア諸国への円借款

の供与を開始した。1993 年にキルギスタン、1994 年にカザ

フスタン、1995 年にウズベキスタン、1997 年にトルクメニスタ

ン向けの円借款供与が決定された。円借款自体は開発援助

としての低利融資であるものの、それを供与する際には、先

方政府と国内の経済政策のあり方について広範な協議を行

い、その幾つかをコンディショナリティ（融資条件）とすること

になる。すなわち、円借款の供与を通じた先方政府との経済

政策の議論において、開発主義に基づく発展戦略の理論の

説得を進めることができる。

 逆に言えば、円借款を受け入れることは、それら諸国が、

日本が開発主義に基づいて行う経済政策に関する条件付

けをある程度受け入れる用意ができたことを示す。

 さらに中央アジア諸国は、東西冷戦終結後、政府の行

政官を、開発主義を学ぶために日本に留学させた。埼玉大

学大学院政策科学研究科及び政策研究大学院大学は、

IMF と日本政府の資金により移行経済諸国の財務省及び

中央銀行の行政官に修士課程の教育を提供するプログラム

を運営していたところ、中央アジア諸国の幾つかは、そこに、

開発主義について学ぶように、という指示の下に職員を派遣

した。 
 一方、中央アジアの移行経済諸国に対する開発主義の

説得は功を奏したとは言い難い。理由は、行政指導の手法

を実用化することが困難であったことにあると考えられる。 
 アフリカについては、以下のような経緯である。

 東西冷戦終結後、東側陣営からのアフリカ向けの開発

援助は激減し、西側陣営についても欧州諸国からの開発援

助は大きく減った。当時の欧州諸国にとっては、移行経済諸

国である東欧諸国への支援が最優先、かつ大きな負担とな

ったためである。 
 1993 年、日本は TICAD（アフリカ開発会議）を開始し、

多くのアフリカ諸国の首脳を東京に呼んだ。1998 年に第２

回、2003 年に第３回、2008 年に第４回が開催された。これら

会議を契機として、日本政府は累次アフリカ諸国向けの

ODA を増額していった。 
 2003 年の会合では、アフリカ諸国が輸出振興政策への

支援を要求したため、その問題に特化した会合として、翌

2004 年に日本（幕張）で貿易大臣会合が開催された。 
 2008 年の会合では、テーマが「東アジアの成功体験の

アフリカへの移転」とされた。東アジアの成功体験、とは、多

分に開発主義の成功を意味するため、ここにおいて日本政

府は開発主義に基づく発展戦略の理論をアフリカ諸国に対

して積極的に発信することを明言したと見ることもできる。た

だしこの時点では、そもそも日本自身が強い開発主義を放

棄していたため、アフリカ諸国に対して発信される成功体験

としてのモデルが現時点では判然としない。 
 

3.5 新興国日本封じ込め 

 日本政府は、少なくとも弱い開発主義は今日なお維持し

ており、2005 年の経済産業省による「新産業創造戦略」、

2010 年の日本政府による「新成長戦略」等、定期的に NIS
を発表し続けている。 

 一方日本は、1990 年代後半には主要産業における需

要予測の策定を止めたため、強い開発主義を放棄したと見

ることができる。需要予測の策定を止めた場合には、強い開

発主義が原理的に成立しなくなるためである。

 1990 年代半ばまで、日本は、世界銀行［1993］でも取り

上げられた審議会方式という方法でこの需要予測の策定を

行ってきた。この需要予測の策定が、1990 年代末には次々

に取り止められることとなった。

 また、弱い開発主義についても、ターゲティングされた産

業に対する支援策は、今日では他国に比べて大きなもので

あるとは言えない。以上のことから、今日の日本は、世界に

対して開発主義に基づく発展戦略の理論を発信し、それに

よって発展途上国への影響力を拡大させようとしているとは
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言えない。

 

4 新興国中国封じ込め 

4.1 北京コンセンサス 

 以上の２つのケースを踏まえて、今日の中国封じ込めを

見ていく。

 中国封じ込めにおいては、ソ連封じ込め、日本封じ込め

において見られたような発展戦略の理論間の競争が見られ

るのだろうか。 
 先発国である米国等が発展途上国に対して発信する発

展戦略の理論は、日本封じ込めの際と基本的に同じものが

維持されていると見ることができる。すなわち、ワシントン・コ

ンセンサスと、「世界の開発援助潮流」としての貧困削減であ

る。 
 一方中国の側はどうか。中国は発展途上国への影響力

拡大のために、何からの発展戦略の理論を発信しているの

だろうか。

 筆者は、近年メディアにおいてよく用いられる、北京コン

センサスという概念が、その発展戦略の理論を示していると

考える。

 メディアにおける用法を見ると、北京コンセンサスとは、

中国の、アジア、アフリカを中心とする発展途上国に対する

影響力の拡大の方法を揶揄した概念であり、ワシントン・コン

センサスをもじった名称である。その内容は、国際社会が協

調して発展途上国に対して課している課題を無視して発展

途上国に対する開発援助、直接投資等を拡大することにより、

それら発展途上国と中国との政治的、経済的な関係を強化

し、影響力を拡大すること、ということになる。中国は本来や

ってはならないことをやっている、というネガティブなものとし

て捉えられている。

 一方筆者の主張は、ネガティブというのは、先発国の側

から見た場合にそのように見えるだけであり、北京コンセンサ

スそれ自体は、十分にワシントン・コンセンサスと競争し得る

発展戦略の理論を示している、ということである。中国は、そ

の説得力を、発展途上国に対する中国の影響力拡大の１つ

の手段として使っている、と見ることができる。

 国際社会が協調して発展途上国に対して課している課

題との対比で北京コンセンサスを発展戦略の理論として成

立すると、以下のようになる。

 国際社会が課す課題の第１は、人権の擁護、民主化の

推進である。民主化の推進とは、公正な選挙の実施は勿論

のこと、その結果によって政権交代の可能性があるという実

質的な内容までをも含む。

 これに対して発展戦略の理論としての北京コンセンサス

では、人権侵害、民主化の遅延等を理由に、国際社会が一

致して経済上の制裁を実施し、開発援助の供与を止め、直

接投資も見合わせている発展途上国に対して大規模な開発

援助、直接投資を行うことは正しい、と考えることになる。

 課題の第２は、債務持続性である。

 IMF（国際通貨基金：International Monetary Fund）

は、全ての発展途上国の債務返済能力の今後の見通しを計

算し、発表している。ストレス・テストをかけても債務返済能力

がある発展途上国をシグナル緑国、通常で推移すれば債務

返済能力があるもののストレス・テストをかけると問題が生じる

発展途上国をシグナル黄国、通常で推移しても債務返済能

力に問題がある発展途上国をシグナル赤国として、新規融

資はシグナル緑国にだけ認めるようにしている。日本の円借

款供与を含め、主要先進諸国は、この IMF の判断を尊重し、

政府間の新規融資は基本的にシグナル緑国だけに限定す

る運用を行っている。 
 これに対して発展戦略の理論としての北京コンセンサス

は、上記の IMF 及び主要先進諸国の運用は間違っており、

シグナル黄国及びシグナル赤国に対しても新規融資を拡大

していくことが正しい、と考えることになる。実際に中国は、シ

グナル黄国にも、シグナル赤国にも大規模な融資を行って

いる。

 シグナル黄国及びシグナル赤国が債務不履行を起こし

た場合には、債権を有する全ての先進国が等しく債務免除

等の措置を行わなくてはならない。すなわち多額の債権を持

つ先進国ほど負担が大きくなる。中国は、政府間融資の供

与者としては新規参入者であるため、債権総額は、他の先

進国に比べればそれほど多くはない場合が多い。

 一方、シグナル黄国及びシグナル赤国の側にすれば、

主要先進諸国からの融資が止まっているために新規融資へ

の需要が強く、融資を行う中国に対しては大きな恩義を感じ

ることになる。すなわち中国は、債務不履行の際のリスクは他

の先進国よりも小さい中で、新規融資によるそれら発展途上

国に対する影響力の拡大を効果的に行っていると見ることが

できる。

 課題の第３は、タイド条件の開発援助資金規制である。

 開発援助資金を融資形態で供与する場合に、その資金

を用いた案件の入札にタイド条件、すなわち資金を供与した

先進国国籍の企業しか入札に参加できないという条件を付

すと、開発援助資金は、発展途上国の経済社会開発支援と

いう側面に加えて、資金を供与する先進国国籍の企業の輸

出振興という効果を持つことになる。このような開発援助資金

を用いた輸出振興の推進に規制が加えられない状況では、

先進国は、他の先進国のライバル企業との競争の中で自国

企業の輸出機会を確保するためには開発援助資金を拡大

しなければならず、そのために財政負担の増大に我慢しな

ければならないというチキン・ゲームに参加させられることに

なる。

 このため国際社会では、OECDを中心に、1970年よりタ

イド条件の開発援助資金規制のルールを何度も導入してき



前田充浩 60

た。現在運用されているのは 1991 年に成立した OECD 輸

出信用アレンジメント「ヘルシンキ・パッケージ合意」であり、

それによると、OECD 加盟国は、経済セクター（商業性

（commercial viability）のある案件）に対しては、タイド条

件の融資形態の開発援助資金を供与することが禁じられて

いる。

 これに対して発展戦略の理論としての北京コンセンサス

では、そのような規制はおかしい、そのような規制に縛られず、

経済セクターに対してタイド条件の融資形態の開発援助資

金を供与することは正しい、と考えることになる。実際に中国

は、今日特にアフリカ諸国と東南アジア諸国を対象に、中国

企業のタイド条件で莫大な開発援助資金を経済セクターに

供与し、中国企業はそれにより大きなビジネス機会を得てい

る。OECD非加盟国である中国は、上記OECD上の規制に

は直接は拘束されないものの、OECD 諸国はこのような中国

の行動に対する不満を強めていると言える。

4.2 北京コンセンサスの説得力 

 このような北京コンセンサスに基づく発展戦略の理論は、

発展途上国政府及び発展途上国の人々に説得力を持ち、

中国のそれら発展途上国への影響力拡大に貢献することに

なるのだろうか。以下、順に検討していく。

 第１に、人権、民主化の問題である。

 ワシントン・コンセンサスを中核とする先発国の発展戦略

の理論では、人権、民主化上の問題がある場合には、それ

を改善させるために国際社会が協調して開発援助供与を停

止し、直接投資も控えるべきだ、考えることになる。この考え

方の背景には、経済成長よりも人権、民主化を重視する思

想があると言える。

 もちろん人権、民主化を強調する場合でも、人権、民主

化さえ進めば経済成長はなくても良いということではなく、近

年の開発経済学の研究においては、人権、民主化を推進す

ることが長期的な経済成長をもたらすのであり、人権を侵害

し、民主化を推進しないままでは長期的な経済成長は成功

しないことを示す実証研究が多く提示されている（注 12）。 
 一方北京コンセンサスに基づく発展戦略の理論では、

人権、民主化上の問題があっても開発援助資金の供与、直

接投資を止めるべきではなく、経済成長のために有効な支

援策は、人権、民主化の推進状況に関わらず実施すべきだ、

と考えることになる。 
 実は開発主義においても、程度の差はあれ、同様の考

え方の存在を認めることができる。村上泰亮［1992］による開

発主義の定義を牽くと、「開発主義は、明らかに国家（あるい

は類似の政治的統合体）を単位として設定される政治経済

システムである。その場合、議会制民主主義に対して何らか

の制約（王制・一党独裁制・軍部独裁性など）が加えられて

いることが多い。」（注 13）と述べられている。したがって、議

会制民主主義に関する考え方としては、北京コンセンサスの

考え方は開発主義をさらに先鋭化させたものである、と見る

こともできる。 
 第２に、債務持続性である。

 債務持続性については、発展途上国の経済社会開発

の視点だけではなく、先進国側の債権管理の事情が強く反

映されていることを認めざるを得ない。シグナル黄国及びシ

グナル赤国に対して新規融資を認めないことの理由は、発

展途上国が持続的（sustainable）な経済成長を進めるため

に必要であるという理由だけではなく、発展途上国が債務不

履行を起こすと、債権者である先進国に不利益が生じるため

という理由もある。 
 債務不履行を起こした発展途上国に対するリスケジュー

ル、債権放棄等の進め方については、パリ・クラブという、非

公式会合ながら世界の主要な債権国に対しては事実上の

強制力を持っている国際レジームにおいて決せられることと

なっている。パリ・クラブにおける包括的な債権放棄のスキー

ムの歴史は、まずは1988年にトロント・タームが合意され、貧

困発展途上国向けの債権が 33%放棄された。1990 年にヒュ

ーストン・タームが合意され、低中所得発展途上国向けの債

権がリスケされた。1991 年にロンドン・タームが合意され、貧

困発展途上国向けの債権が 50%放棄された。1994 年にナ

ポリ・タームが合意され、貧困発展途上国向けの債権が 67%
放棄された。1995 年にリヨン・タームが合意され、HIPCs（注

14）イニシアティブが開始された。1999年にケルン・タームが

合意され、HIPCs イニシアティブが拡大された。2000 年に

合意された沖縄イニシアティブでは、HIPCs 向け債権が

100%放棄された。2003 年には、包括的な債権放棄のスキ

ームである、エヴィアン・アプローチが開始された。

 この事実は、先進国は数年置きに債権放棄のスキーム

を拡大し続けているものの、それでも今日なお多くの発展途

上国が債務不履行に陥り続けていることを示す。先進国が

発展途上国向けの債権管理に極めて慎重になることには十

分に理由があると言える。

 一方、北京コンセンサスに基づく発展戦略の理論による

と、以下のような主張が可能になる。すなわち、シグナル黄

国、シグナル赤国においては資金需要がなくなるわけでは

なく、大きな資金需要がある。そのような発展途上国に対し

て、債務不履行の可能性があることを理由に新規融資を止

めることは、折角軌道に乗り掛けているそれら発展途上国の

経済社会開発を挫折させることになりかねない、という主張

である。民間企業でも、事業を拡大する過程では設備投資

が相次ぐため、一時的に債務が増大するものの、そこで資金

をショートさせては民間企業は発展の機会を失い、倒産する

ことになることと同様である。 
 第３に、タイド条件の開発援助規制である。発展途上国

の経済セクターに対して先進国のタイド条件の開発援助資

金供与を禁止することは妥当かどうか、という問題である。

 タイド条件で開発援助資金が供与される場合には、資金



発展戦略理論による新興国封じ込め：「智」の競争としての国際政治分析   61

 

供与国の国籍を有する企業だけが競争することになるため、

アンタイド条件で国際競争入札が行われる場合よりも入札価

格が割高になる。このため、発展途上国に余計な債務負担

を負わせることになり、債務持続性上問題である、という主張

があり得る。すなわち、タイド条件の開発援助規制をするの

は、発展途上国のためである、という主張である。

 一方、北京コンセンサスを待つまでもなく、タイド条件の

開発援助規制を事実上の強制力を持って運用している国際

レジームである OECD 輸出信用アレンジメントを担当する

OECD輸出信用部会では、その規制の必要性を、明確に貿

易歪曲性（Trade Distortion）の是正、貿易における公正な

競争機会（Level Playing Field）の達成であると述べている

（注 15）。すなわち、タイド条件の開発援助資金の供与によ

ってある先進国が発展途上国の案件を自国企業に採らせる

ことは、他の先進国企業のビジネス機会を奪うことになるため

問題だ、ということである。OECD 輸出信用アレンジメントに

基づく規制は、明確に、他の先進国企業の事情を動機とし

て構築された国際レジームである。

 このような事情を踏まえると、北京コンセンサスに基づく

発展戦略の理論として、他の先進国企業の事情よりも発展

途上国の経済成長を優先させるべきである、したがってタイ

ド条件の開発援助資金規制は無意味である、という主張を

組み立てることができる。ただし、この主張を行う場合には、

上記の、割高になる、という問題は引き続き残る。

 この点については、興味深い事実がある。タイド条件の

開発援助資金の供与が禁止されたことにより、多くの案件に

対する開発援助資金供与が断念されているという事実であ

る。 
 OECD 輸出信用部会では、OECD 加盟国がタイド条件

の開発援助資金を供与しようとする場合、その対象が経済セ

クターに当たるかどうかの審査が行われている。審査の結果、

経済セクターに当たるとされた場合には、当該先進国は、そ

の案件についてタイド条件の開発援助資金を供与すること

ができない。

 その場合、その案件に対して当該先進国または他の先

進国がアンタイド条件の開発援助資金を供与するならば、国

際競争入札が行われ、割安で事業が実施されることになる。

しかしながら現実は、経済セクターに当たるとされたことによ

り当初予定していたタイド条件の開発援助資金供与が禁止

された多くの案件が、別途の開発援助資金を、さらには民間

金融機関の商業資金をも得られないということである。

 ワシントン・コンセンサスに基づく発展戦略の理論に立て

ば、このことは問題ではない。そもそも経済セクターに当たる

のであるから、資金は民間金融機関の商業資金を充てるべ

きであり、タイド条件、アンタイド条件に関わらず、開発援助

資金は供与されるべきではない。規制の結果、当該案件に

全く開発援助資金が供与されず、民間金融機関のビジネス

機会が奪われなかったことは良いことである。仮に、実際に

は民間金融機関は当該案件に資金を供与しなかったとして

も、それは民間企業の判断であり、非難すべきものではな

い。

 一方で、資金を得られなかったために予定していたイン

フラが建設できなかったことは、発展途上国の経済社会開発

の観点からすると、看過できない問題である。発展途上国に

してみれば、他の先進国企業のビジネス機会に関する公正

な競争機会、及び先進国の民間金融機関のビジネス機会の

確保は全く重要ではなく、とにかくインフラを造るための資金

手当てができることが重要だ、という考え方は、十分に説得

力を持つ。

 以上のように、今日では先発国の側から見てネガティブ

な内容で捉えられることの多い北京コンセンサスは、それを

発展戦略の理論として整理し、その内容を精査してみると、

十分に発展途上国の政府及び国民に対して説得力を持つ

可能性があると言える。発展戦略の理論は、国際政治にお

ける新興国封じ込めにおいて用いられる場合には、最大の

問題は、論理的に正しいかどうかではなく、発展途上国の政

府及び国民に対して説得力を持つかどうかである。先発国

の視点で、理論的に間違っているから、と軽視することは危

険である。

 人類は 20 世紀に２つの事例を経験した。西側陣営に生

まれ育った人間にとっては、マルクス=レーニン主義に基づく

発展戦略の理論は、理論的には全く歯牙にもかける必要の

ないものに見えたかもしれない。しかしながらそれは発展途

上国の政府及び国民に対して強い説得力を持ち、それが一

因となって、東西冷戦では相当長期間の東側陣営の優勢を

許したのである。

 また日本の開発主義についても、近年では、日本の経

済成長そのものが新古典派経済成長理論によって適切に説

明されるものであり、開発主義の効果は殆ど認められないと

いう分析が出てきている（注 16）。しかしながら、上記のように

それは、1990 年代には確かに発展途上国で相当の説得力

を持ったのである。 
 以上を踏まえるならば、中国が今日発信している発展戦

略の理論が、発展途上国の政府及び国民に大きな説得力

を持ち、そのことが中国の発展途上国への影響力拡大に一

層の拍車をかけ、21 世紀の国際政治のあり方を大きく左右

する可能性を忘れてはならない。

 

補注 

注 1：Harrod, Roy F. "An Essay in Dynamic Theory", 
Economic Journal, Vol.49,1939。 

注 2：Domar, Evsey D.”Capital Expansion, Rate of 
Growth and Employment", Econometrica, 
Vol.14,1946。 

注 3：Solow,  Robert  M.  "A  Contribution  to  the 
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Theory  of  Economic  Growth",Quarterly
Journal of Economics, Vol.70,1956 及び Swan, 
Trevor W. "Economic Growth and Capital 
Formation", Economic Record, Vol.32,1956。 

注 4：ワシントン D.C.にある国際経済研究所のジョン・ウィリア

ムソン研究員。 
注 5：財政赤字の是正、補助金カット等財政支出の変更、税

制改革、金利の自由化、競争力のある為替レート、貿易

の自由化、直接投資の受け入れ促進、国営企業の民

営化、規制緩和及び所有権法の確立の 10 項目。 
注 6：村上泰亮［1992］第 8 章「システムとしての開発主義」。

注 7：村上泰亮［1992］第 7 章「費用逓減の経済学」。

注 8：正式加盟は、ベトナムが 1995 年 7 月 28 日、ミャンマ

ー及びラオスが 1997 年 7 月 23 日、カンボディアが

1999 年 4 月 30 日。 
注 9：AEM は ASEAN 経済閣僚会議（ASEAN Economic 

Ministers）、MITI は通商産業省。 
注 10：通商産業省［1993］

注 11：インフラ開発等、自国通貨で長期の資金で対応すべ

き案件に、ドル建てで短期の資金で対応したこと。 
注 12：例えば、Rodrik［1997］。

注 13：村上泰亮［1992］p6。

注 14：重債務貧困国（Highly Indebted Poor Countries）。

貧困発展途上国の中で、その他の経済指標の基準に

適合し、特に手厚い債権放棄の措置が必要であると認

められた諸国。 
注 15：OECD 輸出信用アレンジメント前文。

注 16：大来洋一[2010]。
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Abstract 
This paper analyzes industrial characteristics and product characteristics from the viewpoint of 
product function. The process of new product development is structured in several respects. Designers 
and creators of products try to understand the needs of users to create concept designs and function 
designs that reflect those needs. Product components are then designed these considerations in mind. 
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an understanding about the information involved in the design process, such as function design 
structure. As a result, most stakeholders tend to evaluate products using only sales figures or profit 
margins. 
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1 はじめに 

人工物は、人間によって創造されるものであって、われわ

れの生活の利便性の向上を支えているものであり、生活空

間を埋め尽くすように存在している。また、人工物というもの

は、小さな製品から都市全体を含む有形のものだけでなく、

制度や理論などの無形のものも極めて多く存在する。そして、

これらを注意深く観察すると、全ての人工物は有形の側面と

無形の側面を呈していることが理解できる。そして、人工物

は一般的に目的を有し、その目的の実現のために創られる

ことになる[1]。その創造過程は、基本的に設計行為と製作

行為によって構成される。その設計行為は、目的を明確にし、

その目的を達成するための概念設計を行い、その概念を構

築する機能設計をし、その機能を成立させるための構成設

計がなされていくことになる[2]。
 本稿の目的は、このような特性を持つ人工物としての製

品に関する設計行為に着目し、そのプロセスを精査しながら、

各様相の不確定性ということに注視しつつ、製品の構成に直

接影響を与える機能設計について考察を加えるものである。 

2 製品の創造プロセスの解釈 

2.1 基盤技術の発展の実業に対する影響 

現在の技術発展を顧みると、特にコンピュータ技術（演算

処理技術等）と通信技術（インターネットを含む）の急激な発

展の影響範囲が極めて大きいと理解することができる。この

二つの基盤的技術の発展は、多くの他の技術を含み、さま

ざまな創造的局面や考え方に大きな影響を及ぼしている。

特に、コンピュータ技術は演算処理速度、記憶容量の飛躍

的向上と、それに伴うソフト面での発達により、自動車や家電

品を始め、非常に多くの製品のあり方やつくり方に変化をも

たらしている[3]。また、通信技術の発達は、企業活動をから

通常の生活レベルにまで深く浸透し、社会の動向やビジネ

スモデルの変化に強い影響を及ぼすようになってきている。

このような変化は1990年前後からスピードを上げて進んでき

たと考えられ、現在の企業活動の在り方、これからの方向性

に、これら基盤技術の変化が深く関わり合う可能性は極めて

高いと言える[4]。
一方、我が国の経済的な発展の過程に注目すると、1960

年代以降を中心に高度経済成長が実現ざれ、1990 年代に

バブル経済が終焉するまで、多くの国内企業は順調に発展

してきた傾向があったと言える。これは、企業経営の視点か

らは非常に重要な点を含んでいる。各企業は、株主に対し、

従業員に対し、社会に対し、永続的な発展を約束していくこ

とが求められ側面がある。現状維持を企業経営の目標に掲

げることは、最も理想的な未来像が現状維持であるといこと

を意味することになり、その企業経営の方向性に対する社会

全体からの信頼感はほとんど期待できない。さまざまな環境

下において、各企業ができるだけ発展していくことを求めら

れるのは、最も基本的なことであると言える。社会全体の経

済状況が上向きの環境では、昨年と同じ手法を維持し、それ

を修正したり改善したりしていくことにより、その年度の着実

な経済的指標の向上が見込まれた一面があったと言えよう。

その場合、慣行軌道を維持しながら、それを改善していくと

いうビジネスモデルが肯定されてきた面があったわけである。
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しかし、我が国において経済状況の下方への変化が訪れ、

各国内企業は慣行軌道の維持に頼る方向性に不安を感じ

つつある。

また、現状の国内企業に求められる内容が技術的に変わ

ってきたことも考慮しなければならない。高度経済成長期の

頃は、技術的に創成期の分野が多かった中で、国内を代表

するいくつもの企業が、フォロアーとして、基盤的な技術や新

規性の高い製品の開発を、海外に依存してきた傾向があっ

た。この場合、各企業は、基礎技術を他に学び、概念や機

能を先進的製品に学び、製品構造や生産手法に対して改

善を繰り返し、最終的により安価で、より高品質なものをつく

っていけば良いということになる。しかし、国内の各企業が国

際的に業界をリードしていく立場に立った後は、自らが新し

い概念の製品を創造していかなければならなくなる。他では

持ち得ない技術的知見を得て、新しい概念や機能の製品を

考案し、既存製品や既存工場ラインの改善では対応が困難

である[5]。つまり、これまで慣行化してきた活動だけでは、必

要な方向性が満たされないことになる。

 
2.2 製品の創造に関連する諸要素 

基本的に人工物である製品を設計していく行為は、様々

な既存の要素をどのように扱いながら対象人工物に関する

構成を築き上げるのか、ということについての情報の創造で

あると解釈をすることができる[5]。 
このような解釈を前提とし、ここでは主に二つの点を注目

する。一つ目は、設計行為を精査していくに当たって、人工

物は基本的に複数の要素によって構成されているとみなす

べき点である[6]。もし、対象が一つの要素で出来ているよう

であれば、設計行為も議論する余地がほとんど無くなり、ここ

での考察の対象とする必要がなくなる。二つ目が、既存の要

素を扱うことになる点である[2]。もし、全ての要素を発明、発

見しながら新しい人工物を創造するとしたら、それは極めて

困難であるということが想定される。事実、実社会の経済的

活動の中で創られる製品を見ると、大量生産を基本とした製

品でも、単品受注生産される製品でも、一つ一つの要素を

発明しながら設計されるものは殆ど見当たらないということが

出来よう。このように、複数の既存要素を使い、人工物は構

築されていくが、このことを踏まえ設計プロセスを記述してい

く。 
まず、人工物である以上目的が存在する[1]。一般的に、

人工物の目的については、関係要素を操作して使用環境に

対して最適になるよう当てはめる、ということを挙げることが出

来る。この点からは、使い手の要望を中心とした要求条件と、

さまざまな要因に拠って構築される制約条件の双方を満たし

ていく必要があることになる。しかし、要求条件だけ考えても、

関与する立場は、主たる使い手だけに止まらない。その人工

物の主な使い手が限定されている場合でも、使い手以外の

関与者からの要望が要求条件の構成要素となる。このような

視点から、人工物の設計プロセスを考えた場合、関与者たち

が誰なのか、また、関与者たちの要望はどのような全体像と

なっているのかが初期段階の検討事項となる。

次に、要求条件を基に、制約条件を考慮しながら、概念

設計に移る。このときも、諸要素をどのように構築していくか

が設計の課題となる。そして、この概念設計を前提として、機

能設計、構成設計、生産工程設計へと進むことになる[2]。
各様相共に、関連要素をどのようなかたちで構築していくか

が要点となっていく。

 
2.3 関連要素のストラクチャー 

 人工物の諸要素がどのように構築されるかについては、

作り手によって、ある階層化がなされると考えられる[10]。し

かし、階層化は、多くの人工物創造の各プロセスにおいて、

まったく矛盾が無いかたちで収まることは困難であると考えら

れ る 。 人 工 物 に 関 す る 物 理 的 な 機 構 に 関 し て 、

C.Alexander は階層構造が部分的に崩れた形をセミラチス

構造と呼び、その特性を議論している[7]。このセミラチス化

は、物理的な諸要素の機構にとどまらず、他の様相の機構、

つまり関与者の機構、要望の機構、概念設計の諸要素の機

構、生産工程設計の機構にも、含まれることになると考えら

れる。

また、アーキテクチャの議論により、その要素の構成につく

り手の持つ設計思想の傾向が表れることが指摘されている

[8]。対象となる人工物の種別に関わらず、全ての設計プロ

セスを通し、つくり手がもつ思考の傾向が反映されることにな

る。つまり、機構を精査することによってつくり手の思想を読

み解き、また、つくり手の思想から創造される人工物の特性

を把握することが出来る可能性を得ることになる。そのために、

複数の研究において製品の構成に関する深い議論が行わ

れている[8,9,11]。
 

2.4 製品設計プロセスにおける各様相 

ここまで述べてきたように、人工物の設計プロセスには、複

数の様相が存在する。使い手の要望に関する様相、概念設

計に関する様相、機能設計に関する様相、構成設計に関す

る様相、生産プロセスに関する様相、生産組織に関する様

相などが挙げられる。各様相は、相関関係を持つことになる。

なぜなら、設計プロセスにおける前工程に当たる様相の内容

を受け、次工程の内容が設計されていくからである。ただし、

このような関係性があるからこそ、次工程の内容によっては

前工程へのフィードバックが必要となる場合が出てくることに

なる。一般的に有形、無形の製品を前提にして、これらの関

係性を表現したのが図１である。これらは、意識的に判断さ

れていく工程もあれば、殆ど無意識に判断がなされている部

分も含まれていると考えることが出来る。

以下、製品の設計プロセスを追う形で、各様相を注意深く

観察していく。 
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 まず、設計プロセスの最初の段階として、対象となる人工

物の目的の設定が考えられる。これは、人工物を創るうえで

目的が存在し、それを達成することが前提となるためである。

対象を何らかの製品としたとき、目的は基本的に「誰か」の要

望や必要性に応じた形で提示されることとなる。そのため、

設計プロセスの第一段階として、「誰の」要望に応じるのかが

検討されることになる。対象となる関与者としては、単数の場

合もあるが、多数の場合も考えられる。ほとんどの製品設計

においては、この段階は作り手によって極めて薄めに考えら

れている場合が多い。しかし、「誰に」対する人工物か、「誰

に」対する製品かは、極めて重要な前提となっていくもので

ある。そして、前述のように、多くの場合、「誰の」要求に対し

て応えなければならないかという点については、主たる使い

手のみでなく、その周囲の関与者の要望を視野に入れる必

要があることが考えられる。その場合、主たる使い手の要望

内容と相反する要望事項を設計の条件に加えることが必要

となる可能性を含むことになる。 
そして、これらの要望が製品の目的に直接的な影響を及

ぼすことになる。この要望も、何らかの形で階層化されながら

整理して理解されていく傾向があるといえる。創出される製

品については、極めて明確な単一の要望が求められる場合

もあるが、複雑かつ言い尽くしにくい要望事項が求められる

場合も少なからずあり得ると考えることが出来る。特に、複数

の技術の飛躍的向上や情報技術などの基盤技術の急速な

発展によって、使い手の製品に対する要望が加速的に複雑

化してきているということが考えられる。また、前述の通り、要

望を持つ主体は、使い手だけでなく多岐に渡る立場が基本

となるため、それらの要望が矛盾や複雑な関係性を持つこと

になる。そのために、この工程、つまり要望事項の記述、そし

て理解が、極めて困難となる側面を持つことになる。

次に、その要望に応えるように製品の概念設計がなされる。

この段階も、多くの達成すべき事項を階層化させながら、全

体として一つの人工物へ結実するように関連要素のストラク

チャーが考えられることになる。ただし、このストラクチャーに

ついて、前述のように当然きれいな階層化は確約されるもの

ではなく、矛盾や重複を含むセミラチス化したものとなる。例

えば、人工物である建築物を考えた場合、要望の中で矛盾

が生じるのが極めて明確に理解できる。具体例として公共建

築のエントランスを考えると、主要目的である公共性からはな

るべく多くの人々が分け隔てなく入館できるよう開いたものが

求められるが、警備やメンテナンスの観点からはなるべく閉

ざした方向性が求められる。携帯家電品などのバッテリーも、

軽さと持続性は相反することとなる。これらの概念設計を階

層構造で表現すると、対象となる人工物によっては、きれい

な階層化ではなく、ある階層で他のクラスターと結びつく現

象を伴うセミラチス構造を強く呈していくことになる。

次のプロセスである機能設計では、前工程の概念設計の

内容を基本としながら展開されていく。この段階では、製品

の役割を具体的に検討していくことになる。作り手は、意識

的、無意識にかかわらず、この製品の役割を概念設計の内

容に照らし合わせながら整理していくことになる。 

図 1: つくり手（生産者）と使い手（ユーザー）の各視点から見た製品の創造プロセス 
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また、この設計された機能のストラクチャーを成り立たせる

ために、実際の製品の物理的な構成設計が行なわれる。こ

のとき、機能設計の内容を完全に実現させるためには、様々

な構成上の制約とコンフリクトを起こす局面が少なからず生じ

ることになる。そのために、多くの場合、構成設計の検討内

容により機能設計の見直しが必要になる場合が想定される。

この段階では、作り手の思考により作り出される製品の特性

に大きな差が生じることが考えられる。

構築された構成設計の内容に基づき、それを実際に作り

上げる生産プロセス設計が行なわれる。ただし、この内容は、

構成設計が行なわれている中で、作り手がある程度想定して

いることが必要となる。つまり、構成設計を行ないながら実際

にどのように生産するかについて、大筋は考えられているの

である。そのために、設計図や仕様書に表出する構成設計

内容は、作るのが不可能なものは極めて稀であるといえる。

つまり、製品の構成設計時、生産工程全体の概要、技術面、

コスト面、そして物流、商流やサプライヤーの能力なども、少

なからず構成設計時に想定されている。ただし、実際に生産

する時、さまざまな問題が生じることになり、設計内容へのフ

ィードバックや設計時未決定だった詳細事項を決めていくな

どの作業が必要となっていく。 
 

3 不確定性による発生機能の認識 

3.1 機能設計と発生機能 

前節の創造プロセスの理解の中で、人工物としての製品

の最も基本的な部分に関与した歪が生じている可能性があ

る。それは、製品の目的が必ず存在するが、その目的が最

終的に社会で活かされる内容を反映していないという可能性

である。つまり、何のために創っているのかが正確に理解さ

れないまま、つくり手が勝手な方向性を考えだしてしまってい

るということである。 
図 1 において、二つの大きな矢印によって指示したところ

を注視していく。 
まず、左側のユーザーサイドの「要望」と生産者サイドの

「機能設計」の関係性を考える。この関係性は、非常に当たり

前のことであるはずであり、使い手が何かを望むから、それを

かなえるための製品をつくり手が考えていくという関係性であ

る。しかし、この関係性は確立されているのであろうか。 
近年、先端的マーケティング分野において、協創という概

念が用いられている[12]。これは、つくり手と使い手が一所に

なって、ものを創り出していこうとする概念である。その根底

にあるのは、使い手は自分が欲しいものを言い表すことが出

来ない、という考え方からである。理由は、以下のようなもの

が挙げられる。

・ものを創るための情報がつくり手に偏っており、どのよう

なものを創り出すことができるのか使い手にはわからない。

・使い手は、今まで目にしたものや知ったものの中から選

択的発想は出来るが、全く見たことが無いものを要望するこ

とは極めて困難であること。 
 もし、このように使い手が本当に自分が欲しいものを言い

表すのが困難なら、「設計機能」の内容は何を拠り所としてい

るのであろうか。少なくとも、どうやら使い手側との関係性は、

完全なものではないと考えることが出きる。

 逆に、ある製品が社会の中で本当に価値を創り出すとい

うのはどのような状況であろうか。それを右側の「機能設計」と

「発生機能」を結んでいる二つ目の矢印によって考察を加え

る。 
 つくり手は設計プロセスの中、機能に関する束を自分た

ちの解釈で整理していく。これは、自分たちの想像や希望に

基づいたものであり、使い手の要望を完全に反映したものと

は言い難い内容である。そして、使い手側はこの「機能設

計」の内容を知ることはなく、製品を購入して使用していくこ

とになる。このとき、実際に使い手側はどのような機能を生み

出しているのであろうか。この点を理解していくために、次節

で発生機能の観察に基づく分析を進めていく。

 
3.2 観察による発生機能の認識 

さまざまな製品が存在するが、ここでは、生産物が社会の

中で広く価値を創造する事例を取り上げるため、都市の中の

児童公園を対象とする。児童公園という生産物は、計画学に

おいて長い歴史と共に設計手法が確立されており、慣行的

につくられていく面がある。基本的には、児童公園の目的は

明らかであり、近隣の子供たちが遊具などを使いながら健康

的に体を動かすことが出来る空間が目的であると言える。

ここでは、品川区にある典型的な都市の中の児童公園を

取り上げ、実際にどのような人々がどのように利用しているか

を観察し、記録していったものである。図 2 がその中の一つ

のシートである。この場合、日中の昼過ぎの 15 分間を観察し

たものであるが、小学校が授業などをやっている時間だった

こともあり、遊具で遊ぶ姿は観察されなかった。むしろ、近隣

企業の従業員たちが昼食後のひと時を過ごしているかのよう

な、ベンチに座ったり、会話をしたりというような行動が観察さ

れた。このような形で 20 時間分、3 日間に分けて記録を行っ

ていったものである。

観察された内容は、以下のようになる。

・子供たちによる利用は放課後の時間帯でも殆ど観察さ

れなかった。

・企業の従業員がベンチなどで休息することが多い。

・近隣の主婦たちが午前中に立ち話をすることが見受けら

れる。

特に、企業従業員が昼休みなどを中心に、休息をとる姿

が多く観察されたことについて、つくり手の「機能設計」の内

容に含まれていただろうか。むしろ、つくり手が予測すること

は、殆ど無理であったと考えられる。社会の中で多くの人々

が価値を感じるかどうかを事前に予測するのが困難であるこ
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とを端的に捉えている内容である。 
 

3.3 発生機能の原因としての不確定性 

それでは、なぜ社会の中で実際に生み出されていく発生

機能を捉える事が出来ないのであろうか。ここでは、使い手

が生産物を使用しているうちに変化していく可能性を持つ、

極めて多くの要素が存在する、つくり手が操作できない外的

な環境に関する不確実性を理解していくものとする。

技術を重んじたプロジェクトにおいて、不確定性を含む可

能性は、以下のように分類できる。

・技術の不確実性

一つ目が、どのような技術が生み出され、それが最終的に

どのような製品やサービスとして実現することができるかとい

う視点から考えられる不確定性である。現在使われている技

術について考えると、どのような弱点が膨らんできて、どのよ

うな可能性が膨らんで、どのような脅威が出現するのかという

ことについて、全ての不確実性を予測することは理論的に不

可能である。

例えば、飛行船のヒンデンブルグ号の事故などは、技術の

達成レベルが低かったことにより、事前に想定していなかっ

た残念な結果を起こしてしまった。その他、身近なところでも、

自動車や家電品のリコール対象にも、事前予測が困難だっ

た技術的不確実性が含まれる場合もあり、技術的に検討す

べき事項を残しているかどうかの判断の難しさを俯瞰できる

様相である。要するに、技術的未成熟段階で製品をつくって

いく上で、多くの課題解決を同時にしていくことに不確実性

が伴うということである。

・市場の不確実性

技術的に成功しているとしても、思うように市場で浸透して

いかない事例は多い。

例えば、ヨーロッパで開発された超音速旅客機のコンコル

ドは、技術的には十分な結果と言えるが、ソニックブーム（衝

撃波）の発生による環境保護の問題の指摘や、実働機が少

なすぎる為に利用し難かった点、座席が少なく料金が高かっ

た点など、運航に対しいくつもの問題が出てきて、社会に浸

透していかない方向となっていった。結局、思惑を大きく下

回る程度の納入しか実現できず、最終的には事故が原因と

なり、現役を退くこととなった。その他、ソニーのビデオのベ

ータ方式のような規格から、造られても殆ど使われなかった

建物や施設まで、さまざまなものを挙げることが出来る。

・社会的・文化的・政治的不確実性

技術が実用化され、社会の中で使われ始めると、その技

術は複雑な社会的問題、文化的問題、政治的問題の影響

を受けるようになる。そして、その影響の度合いが大きくなり、

予測できない要素数が増え、結果として不確実性が高まる。

事例としては、2011 年に連続して起こったエジプト、チュ

ニジア、リビアの政変とフェイスブックとの関係性を挙げること

が出来る。また、政治的問題や宗教的問題から、ある国の製

品の不買運動も、場合によってはある完成された技術を消

滅に追い込む可能性があると言える。

また、典型的なものの一つが原子力技術と言える。東日本

大震災以降、福島第一原子力発電所の事故の影響で、世

界的に原子力発電所および原子力技術に疑問が投げられ

る結果となった。技術そのものの変化があったわけでなく、社

会が変化した事例と言えるし、そのような変化を予見すること

は殆ど不可能であった。

・時間及びスピードに関する不確実性

時間がたつと共に、対象としている技術や製品のイノベー

ションが、成功と考えられたり、失敗と考えられたりすることが

ある。 
携帯電話を理解する時、その使われている主な技術を見

てみると、無線通信技術、バッテリー技術、小型液晶技術な

ど様々なものが挙げられる。これらの技術が、今のように各製

品に結実されるようなタイミングで発展してきたわけであり、こ

れらの発展のタイミングが異なれば、製品の仕様レベルや社

会への浸透の度合いが変わってきた可能性が高いと言え

る。 
・複雑性に伴う不確実性

近年、演算処理技術と通信技術が急激に発展してきたが、

それに伴い、グローバル化や事業拡大などの要因から、複

雑性が高い局面が増えてきている。それも、瞬時に把握した

りコントロールしたり変更したりできる技術基盤が浸透したた

めに、その複雑性もどんどん大きくなってきていると言える。

また、この状況は、イノベーションの可能性と言う視点から見

ると、さまざまな機会を増やしている傾向も含んでいると言え

る。 
事例としては、まずスペースシャトルを見てみよう。それ以

前の機能に比べかなり多くの機能を求められたスペースシャ

トルは、機器の複雑性がかなり上がり、その結果として乗組

図 2: 児童公園における行動観察調査シート事例 
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員が全員亡くなる事故を起こしたと考えられる。また、その打

ち上げコストの大きさから、最終的に現役を退くこととなった。

その他、銀行の統合による、システム障害も事例として捉

えられる。

これらの不確実性が、使い手が生産物を使用している間

にも存在し、発生機能がどのように生まれていくかについて、

理解することが殆ど不可能であると言わざるを得ない。前述

の児童公園の例では、どのような木陰が生まれ、誰が使い始

め、周囲に何が出来るかはもちろん想像しきれない。また、

建物の中が禁煙が進み、エコロジーの肯定があり、建物内の

空調エネルギーが抑えられことなどは、全くつくり手は考えて

いない要素であったはずである。しかし、重要なのは、このよ

うな要素は間違いなく少なからず生まれていくことになること

である。

 

4 まとめ 

本稿では、人工物である製品の設計プロセスを精査しな

がら、各様相の不確定性ということに注視しつつ、製品の構

成に直接影響を与える機能設計について考察を加えるもの

である。

 ここでは、慣行化されている設計プロセスに、極めて強く

注意を払う必要があることを示唆したものとなっている。しか

し、多くの製品分野において、使い手が使い始めてから十分

な時間がたった後に、どのような発生機能が生み出されてお

り、社会の中で実際にどのような価値が創り出されているの

かを理解しようとする動きは極めてまれであると言わざるを得

ない。今後、具体的な製品を次々に取り上げ、発生機能に

ついての明確な指針を示していく必要があると考えられる。
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1 はじめに 

 産業技術大学院大学は我が国唯一の公立の産業技術

分野の専門職大学院として平成 18 年 4 月に公立大学独立

法人・首都大学東京により設置された。先例の無い大学院

大学として本学は設立以来多くの試行錯誤を通じ、斬新な

教育体系と教育環境を作り上げ、社会人を中心とする技術

者の教育という新たなマーケットを開拓してきた。その道は未

だ半ばであるが、本学の設立の理念を再確認し、その理念

の実現を目指した新たな一歩を踏み出すために、法人とし

ての第 2 期中期計画期に突入した時点で、意識を新たにす

ることは意義のあることと考え、本稿を著すこととした。 
 

2 産業技術大学院大学の設立経緯 

 産業技術大学院大学は東京都の産業活性化を担う高

度専門職人材の育成を設立理念とするが、その機能を発揮

するために 3 つの使命を持つものとされている。それは、第

一、産業振興に資する高度専門職人材の育成、第二は、複

線型教育システムの実現、第三に産業振興に関わるシンク

タンク機能、である。 
 

2.1 教育システムの複線化と 9 年一貫教育 

 平成 17 年 4月、首都大学東京は、東京都が設置する都

立大学、科学技術大学、保健科学大学および都立短期大

学を再編する形で、幾多の障害を乗り越えて産声をあげた。

この時、すでに新大学は公立大学法人とすること、さらには

全教員に対して任期制とすること、経営と教学の分離（理事

長と学長の分離）およびマルチキャンパスの 4 学部構成とす

ることなどが、幾多の議論の末に決定されていた。こうして大

学教育の東京都における再編事業は一応の決着を見るが、

残された学校教育の問題として、工業高校などの職業系高

校と高等専門学校からなる、専門職人材の教育機関の整備

不足の問題がクローズアップされることとなった。すなわち、

普通高校から大学・大学院を経過する教育システム（仮に普

通教育システムとよぶ）で学ぶ学生に比べて、職業高校や高

等専門学校の学生には大学や大学院での教育を受ける機

会が東京都の学校システムとしては欠落しているということで

ある。欧米、たとえばフランスなどでは、職業系教育システム

としての高等教育機関と普通教育システムとしての高等教育

機関がシステムとして準備されており、東京においてもそうし

た教育システムの複線化が必要であるということが指摘され

た。こうした要求に応える形で、高等専門学校への専攻科の

設置と専門職の大学院大学設置による 9 年間一貫教育シス

テムの構想が提示され、この構想の実現という形で産業技術

大学院大学の新設、および 2 つの高等専門学校を産業技

術高等専門学校として再編し専攻科を設置することが決定さ
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れた。

 
2.2 東京の産業振興に資する高度専門職人材の育成 

 高等専門学校との 9 年間一貫教育による専門職人材の

育成機関として産業技術大学院大学の設置が検討されてい

たのと同時に、東京の産業を牽引する先端型産業の必要性

から、東京の産業振興に資する高度専門職人材の育成も、

重要な課題として意識されていった。この時、大きな問題とし

て既存の高等専門学校の教育分野と東京の次世代の産業

構造が必ずしもマッチしない可能性があることであった。実

際、東京のものづくり系の企業も中堅企業の多くが生産現場

の主力を地方工場や海外工場に移しており、東京に残され

ているのは開発や技術営業、マーケティングなどの本社機

能に近い分野が多いというのが現実であった。それでは次

世代の東京の産業を牽引する業態とは何であろうか。一つ

だけ明確なことは、かなりの高付加価値を持つ製品やサービ

スだけが、東京という地域特性から産業として活性化されると

いうことである。具体的な業態に関しては、おそらく時代と共

に極めて早いスピードで変化していくものと思われる。したが

って、そうした変化にあっても、その変化に対応できる人材が

必要とされる。本学設立時にはこうした観点から、まずは東

京の近未来産業のインフラとなる人材として、「アーキテクト

型の人材」、すなわち市場のWantsを抽出し形式知化し、そ

の実現から運営にいたるライフサイクル全般をマネージメント

できる人材と位置づけた。その結果、情報分野のアーキテク

トを育成する情報アーキテクチャ専攻を先行して設置し、も

のづくり分野のアーキテクト人材を育成する創造技術専攻を

2 年後に設置し、現在に至っている。 
 

2.3 産業振興にかかわるシンクタンク機能 

 大学は社会へ有能な人材を輩出することを通じて社会

に貢献することが最も大きな使命であるが、大学自身が持つ

知的資源を通じて直接に社会に貢献することも今日の社会

では強く求められている。こうした知的資源としては、大学の

発明や発見により生まれる知的生産物、公開講座等を通じ

た知識の社会還元、産学連携による教員や学生の研究開発

能力の活用などが考えられる。これらに加えて本学は東京都

という行政体が設置している大学であり、東京都の産業政策

に協力して政策立案に寄与するということが要求される。また、

こうした機能を果たすことが、公立大学としての本学の一つ

のアイデンティティとなる。このために、本学には OPI(Open 
Institute)と呼ぶ組織が設置されている。この研究組織は、

ドイツなどではよほどの大企業でない限り自前の研究所は持

たないが、その代わりにその地域の大学の研究所がその地

域産業にとっての共同研究所として機能していることから、こ

れにならって地域社会に対して開かれた研究所という意味を

込めて OPI と名付けられた。本学にとっては OPI は大学と

社会を直接的に結び、産学公の連携を実現するための極め

て重要な組織であり、その活性化は大学にとっての大きな使

命である。

 

3 産業技術大学院大学の教育システム 

 本学は通常の大学院とは異なり、実務知識・スキルおよ

び我々がコンピテンシー（業務能力）と呼ぶ能力の強化を目

的とした高度専門職人材を育成する大学院で構成される大

学である。したがって、設立当初からユニークな教育目的を

掲げて今日まで教育活動を展開している。ここでは、本学の

持つ様々な教育上の特徴の中から、Competency Basedの

PBL型教育、クオータ制による知識スキル教育、および講義

のオープン化と FD 活動、といった３つの項目について述べ

ることとする。なお、その他にも学修の便宜を図るための様々

な制度が存在するが、それらについては大学パンフレットな

どを参照いただきたい。

3.1 Competency Based の PBL 教育 

 本学は大学院大学であり、学生は既に専門分野におけ

る学部レベルでの基礎知識やスキルを獲得していることを前

提としている。本学の役割は、既に業務を実践する上での一

定以上の知識・スキルを持つ人材を本学が志向するアーキ

テクトレベルの人材へと鍛えあげることである。これ以降、本

学が志向するアーキテクトレベルの人材をスーパープロフェ

ッショナルと呼ぼう。スーパープロフェッショナルの人材像は

したがって、高度な知識、卓抜したスキル、および知識・スキ

ルを駆使して現実のプロジェクトを成功に導く高い業務遂行

の能力（コンピテンシー）を持つ人材ということができる。本学

ではコンピテンシーをあらゆる業務で必要とされるメタコンピ

テンシーと業務分野毎に重要となるコアコンピテンシーに分

類し、それぞれのコンピテンシーの強化を最大の教育目標と

している。具体的にはメタコンピテンシーとしては、コミュニケ

ーション能力、継続的学修と研究の能力、チーム活動能力

を挙げている。一般の知識やスキルに比較して、コンピテン

シーは個人の行動特性に関わるいわば動的な能力であり、

動詞で表現される能力である。しかも多くのコンピテンシーに

は対人関係の要素が含まれることが大きな特徴である。した

がって、知識やスキルという静的あるいは個人に特化した能

力は個人学習という形での修得が可能であるのに比べて、コ

ンピテンシーの強化には必然的に他者との交わりが必須とな

る。これ故に、従来、コンピテンシー教育は経験に基づくとさ

れており、OJT といった現場経験を通じてのみ教育が可能

であると考えられていた。しかし、OJT は整理され計画され

た教育のプロセスではないことから、その成果については極

めて大きなバラツキがあり、最悪の場合には学習しようとする

人間を挫折に追い込んでしまう場合もある。そこで、OJT を

教育プロセスとして整備することにより OJT の持つ欠陥を是

正することを目指して PBL, Project Based Learning とい

われる教育手法が生み出された。PBL は様々な教育目的を
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埋め込み周到に計画された OJT であり、PBL を通じて学生

は個人学習では修得不可能なコンピテンシー能力の強化を

図ることができる。最後に PBL 型教育で大きな成果を挙げる

ための一つの無視できない要素に学修チームの多様性があ

る。例えばコミュニケーション能力は単におしゃべりのできる

能力という訳ではなく、異なる分野のプロフェッショナルや異

なる価値観を持つ人との意思疎通を図れる能力であり、その

強化のためには学修チームに様々な背景や価値観を持つメ

ンバーが居て、プロジェクトを中心として意思疎通を図る経

験を持つことが重要となる。

 
3.2 クオータ制による知識・スキル教育 

 本学では個人学習が可能な知識・スキル教育には短期

間で高密度に学修をする能力を強化することを目的の一つ

としてクオータ制を導入している。クオータ制はもちろん社会

人が中心となっている本学の学生へ、学修上の便宜を図る

ことも一つの目的ではあるが、あくまでも当初の目的はより短

期間の高密度な学修により学修効果を向上させることにある。

実社会でプロフェッショナルとしてプロジェクトに関わる場合、

プロジェクト実行中に新しい知識を短期間で獲得し問題解

決に当たらなければならない場面はそれ程珍しくはない。こ

のようにプ ロジェク ト実行の途上で生じる”on process 
learning”に備えて、スーパープロフェッショナルには高速

での学修という能力が要求される。そして、こうした能力は常

に新しい技術やスキルに挑戦しつづける「継続的学修と研

究の能力」というメタコンピテンシーに通じるものである。

 
3.3 講義のオープン化と FD 活動 

 本学では講義支援システムと呼ぶ講義のビデオ化シス

テムが導入され、全ての講義は終了後 1 日程度でビデオ教

材に変換され、学生を含めて本学関係者はこれを視聴する

ことができる。この仕組により全ての講義は教室という閉鎖空

間から解放され、多くの人達の目に触れることになる。しかも、

ビデオ授業へのアクセス権利は卒業後も 10 年間有効とする

KHP（Knowledge Home Port）制度と相俟って、卒業生も

全ての講義の評価者となる。KHP 制度は本学修了生が卒

業後も最新の実務知識を本学の授業から得られる仕組みと

して生まれたが、その効果とは別に、本学の講義の品質を向

上させる FD 活動における極めて特徴的なツールともなって

いる。

 

4 学修コミュニティの構築 

 研究者は通常 2 つの帰属組織を持っている。一つは大

学や研究所といった、スペースや研究経費および給与などと

いったいわばハードウエアとしての研究環境を提供してくれ

る組織であり、もう一つは同一分野の研究者の集まりであり、

研究情報の交換や研究評価を提供してくれる学会といった

組織である。もちろん、これらの 2 つの帰属組織は共に研究

者にとって重要であるが、今日のグローバルな研究環境で

はハードウエアとしての研究環境に関しては研究者の組織

への帰属意識は極めて低くなっている。しかし、学会はいま

だに評価機関としてあるいは情報交流の場として全ての研

究者にとって大きな帰属意識を持つ組織として安定した存

在となっている。こうした状況をプロフェッショナル人材に引

き写して考えると、少なくとも我が国では多くの分野でプロフ

ェッショナル人材が帰属意識を持つ組織としての、研究者に

とっての学会に相当するものが存在しないか、あるいは、存

在したとしても希薄な存在であることは否定できない（弁護士、

税理士などの明確な資格の存在する分野では有資格者の

協会といった組織が存在する）。我が国の産業技術系のプロ

フェッショナル人材は殆どの場合、特定の企業内に極めて

強く拘束されていることによって、企業を超えた流動性が極

めて低く、産業構造の変化を妨げる一つの要因ともなってい

る。さらに、プロフェッショナル人材の評価も一つの企業とい

った比較的狭い社会での評価となるため、研究者に比較し

て自己啓発へのインセンティブを維持することが困難となると

いった弊害が生まれる。

4.1 学修コミュニティ 

 情報分野とものづくり分野でのアーキテクト人材であるス

ーパープロフェッショナル人材を育成することを目的とする

本学が、修了生に対して精神的な帰属意識を持てる、研究

者にとっての学会に相当する組織を提供することは、義務で

もあり、また大きなチャレンジでもある。学会が研究情報を提

供し、peer-to-pear の評価を提供することによって研究者の

インセンティブを維持し向上させているように、プロフェッショ

ナルに専門能力に関する情報と pear-to-pear の評価を提

供するコミュニティが必要であり、本学ではこうしたコミュニテ

ィを学修コミュニティと呼ぶ。学修コミュニティの機能として要

求される専門的な情報に関しては、本学が情報分野および

創造技術分野に関する情報の交流拠点となることが可能で

ある。その一つの仕組みが本学で毎月実施されている

InfoTalk とデザイン・ミニ塾であり、毎回多くの受講者を集め

ており一定の成果を挙げている。こうして少なくとも本学は学

修コミュニティにおいて専門職人材が学修を通して専門的知

識・能力の向上を目指す拠点として大きな役割を果たすこと

ができることを証明しつつある。

 
4.2 学修コミュニティにおける pear-to-pear 評価 

 それでは、学修コミュニティが持つべきもう一つの重要な

機能である pear-to-pear 評価についてはどうであろうか。残

念ながら、学修の成果と収入・仕事などの個人のキャリアパ

スとの関係が明確でないことから、こうした評価に対するイン

センティブがそれ程強く働かないのが現状である。そして、こ

うした課題は大学のみでは到底解決できるものでは無い。し
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かし、学修コミュニティが実態的に機能するためには、プロフ

ェッショナルが物質的、精神的評価を受ける合理的な判断

基準としてのpear-to-pear評価の仕組みの存在が極めて重

要である。そして、こうした仕組みが実際に機能する前提とし

て、高度専門職人材の流動化された労働市場が生まれるこ

とが必須のこととなる。それでは、近未来にこうした流動性が

生まれる可能性はゼロかと言えば、かなりの実現性があると

思われる。その契機となるのが急速に進む産業社会のグロ

ーバル化であり、グローバルな人材ニーズの高まりである。

現時点で本学はこの側面については、専門職人材に学位

や履修証明といった形での精神的なインセンティブを提供

するという限定された機能の発揮に留まっている。しかし、片

肺ではない学修コミュニティの創出に向け、今後もできうる限

りの努力を続けていくことが本学に求められる使命の一つで

あると考える。 
 

5 グローバル化 

 産業社会のグローバル化の進展は今更述べるまでもな

いが、東日本大震災を境に海外に生産拠点を求めるための

グローバル化から、進出先の市場を求めて海外へ移動して

いく、言い換えればグローバル社会へ飛び込んでいくグロー

バル化へと変化していく兆しが見られる。こうした変化は必要

とされる専門職人材の人材像にも影響を与えるものと考えら

れる。具体的には、多くの専門職人材が少なくとも日本に帰

ることを前提とした従来の典型的な海外出張型の勤務では

なく、精神的にも、物理的にも日本へ帰ることを前提としない

グローバル社会での勤務が必要となるという場面に直面する

ことになる。こうした環境においては専門職人材にはその能

力を発揮する多様な機会が与えられることも意味し、そうした

環境を自らのキャリアパス設計に活用することが珍しくない状

況が発生するものとも言える。すなわち、グローバルな産業

社会の中に専門職人材のための高度に流動化した労働市

場 が 生 ま れ る こ と が 期 待 さ れ る 。 こ う し た 状 況 で は

pear-to-pear 評価が専門職人材の市場価値を決定すること

になり、重要な役割を担うことになるのは明らかである。こうし

て専門職人材が帰属意識を強く持つ学修コミュニティがグロ

ーバル産業社会に生まれる可能性があると考える。実際、技

術士等の資格に対応する APEC エンジニアなど技術者資

格のグローバル化の試みや、日本の IT スキル標準など技術

レベルを測る尺度の国際化など、専門職人材のコミュニティ

形成へ向かうと思われる様々な萌芽が見られる。

5.1 グローバル学修コミュニティの創出へ 

  産業技術大学院大学は我が国唯一の産業技術系専

門職大学院として、スーパープロフェッショナルと呼ぶ高度

専門職人材の育成を最大の使命としている。大学に課せら

れた 3 つの使命を言い直せば、高等学校世代を含めスーパ

ープロフェッショナル人材を生み出す教育システムを構築す

ることと、スーパープロフェッショナルが帰属意識を持てる学

修環境である学修コミュニティを形成すること、さらにはこうし

た学修コミュニティの中核として本学が人材供給拠点となる

ことにより東京の産業振興に資することであると言えよう。本

学はこれまで、教育システムとしては PBL を中心とする

Competency Based な教育と高等専門学校との9 年一貫教

育を推進し、学修コミュニティの形成に向けた教育環境の形

成を目指して積極的に革新的な試みを続けてきた。しかし、

学修コミュニティが実質的な魅力を持つ研究者にとっての学

会に匹敵する組織となるためには、グローバル化により研究

者社会が持つようなレベルの流動化が専門職人材の労働市

場にもたらされる必要がある。すなわち、本学が目指すべき

一つの大きな方向性として、これまで構築に努めてきた学修

コミュニティのグローバル化を図り、産業社会のグローバル化

に伴う専門職人材の流動化に対して積極的に関与していく

ことがある。既に、本学では数年間にわたりベトナムとの間で

の実験的な PBL 型教育の経験があり、これを一つのモデル

として PBL 型教育のグローバル化を図りつつ、ものづくりを

中心とする産業の中心として発展が見込まれるアジアという

国際社会においてグローバルな PBL 型の学修を継続的に

進めることのできるプラットフォームの形成に挑戦することが

できる。こうした発想から、この数年にわたって準備を進めて

きたのが APEN(Asia Professional Education Network)
の構想である。すなわち、APEN プロジェクトは、グローバル

な高度専門職人材の育成を APEN というグローバルな学修

コミュニティの形成を通じて達成していこうとするものであり、

したがって APEN にはアジア共通のスーパープロフェッショ

ナル人材像の形成とその育成のための PBL 型教育という基

幹的な教育システムということだけではなく、高度専門職人

材の流動化された労働市場の創出という 2 つの機能が課せ

られることになる。

5.2 APEN

 APEN はこれまで述べてきた本学開学の理念である 3 つ

の使命を深化させた結果、辿り着いた戦略的プロジェクトで

ある。APEN は各国に一つの代表する大学をメンバーとして

アジア圏でのグローバルな PBL 型教育の普及と改善および

これを通じたアジア圏の産業振興を目的とするネットワーク

型の組織として 2011 年 6 月 6 日に沖縄で開催された第一

回 APEN ワークショップで正式に発足した。この時のメンバ

ーは中国を 代表し て上 海交 通大 学、 韓国 を代表して

POSTECH、ベトナムを代表してベトナム国家大学および日

本を代表して産業技術大学院大学の 4 大学であった。本学

を除くいずれの加盟大学も本来は研究者養成あるいはトップ

マネージメント人材の育成を掲げる従来型のそれぞれの国

を代表する一流大学である。そうした大学が、ものづくり産業

に不可欠な実務型の専門職人材育成という本学の提案に賛
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同してくれたことは、一つには従来の研究型大学のあり方へ

の反省もあるが、むしろ急速に発展する産業社会の人材ニ

ーズに着目し始めている証左のように感じられる。こうしてス

タートを切った APEN であるが、APEN 設立に前後してアセ

アンを中心とするアジア地域のインフラ構築事業に必要とな

る PPP(Public Private Partnership)型のプロジェクトを運

営する人材を早急に育成する必要に迫られた国際機関

ERIA(Economic Research Institute for ASEAN and 
EAST Asia)から、ERIA が提唱する Project Meister の育

成事業への協力という呼びかけがあった。この呼びかけを受

け、APEN 理事会は ERIA との協力事業推進と APEN の

当面の加盟国を ASEAN 諸国＋インド、中国、韓国、日本と

することを決定した。これにより、APEN は ERIA との連携を

ベースとして専門職人材の育成に資するアジアの産業振興

に関わる多様な活動を展開していくことになる。なお、8 月に

開催された東アジア経済閣僚会議では ERIA からのレポー

トとして APEN および AIIT を含む構想が報告され、ERIA
との連携事業は本年 10 月から開設される国際コースなどを

含めて急速に展開していく予定である。こうした華やかな動

きも本来のグローバル学修コミュニティの創出に向けた活動

という位置づけを忘れないことが重要である。APEN はあくま

でも高度専門職人材が帰属意識を明確に持てる学修コミュ

ニティとなるために、PBL 型教育の標準化を達成し、労働市

場の流動化を促す仕組みや、pear-to-pea 評価の仕組みを

生み出すことにチャレンジし続ける必要がある。これこそが、

本学の設立理念の具現化の一つの形であり、本学はこの課

題に挑戦し続ける必要がある。 
 

6 おわりに 

 産業技術大学院大学は設立から 6 年目の極めて新しい

大学である。しかも、大学の規模は研究科１つで、2 専攻とい

う小さな組織である。こうした小さな組織は立ち止まれば、そ

の瞬間から社会から見えなくなり、その存在価値が失われる。

これは小さい組織の宿命であるが、逆に鮮明なビジョンを描

き、高速で動きまわることにより、社会にイノベーションをもた

らすことができる。本学が発見した高度専門職人材の教育マ

ーケットと学修コミュニティへのニーズは産業社会の加速す

るグローバル化に伴い、ますます高まっていくものと考える。

ここでは、本学のこれまでの足跡を振り返り、グローバル化を

グローバル学修コミュニティの創出という戦略的目標に向け

て推し進めていくことについて述べた。しかし、このプロセス

には、たとえば学修コミュニティに所属するスーパープロフェ

ッショナルにその証としてその能力、業績を認定する博士号

を授与するための研究科の設置、高等専門学校および職業

系高等学校をどのような形でわれわれの目指す学修コミュニ

ティに位置づけるか、などなど今後も次から次へと課題が出

てくるものと考える。こうした課題に勇気を持って果敢に取り

組むことが本学のエネルギー源であり、本学設立の理念を

果たしていくことになるものと考える。
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受注プロジェクトのプロジェクトマネジメント 
 

酒 森 潔* 
 

Project management for the contract project 
 

Kiyoshi Sakamori* 
 

Abstract 
A standard project management system is considered from the customer point of view, and the project 
profit has not managed. However, many project managers are asked to pursue business profit by the 
vendor point of view. In other words, vendor project manager has a lot of contract related activities 
that contains no more elements to standard project processes, such as profit management, fulfillment, 
and delivery activities. In this paper, to organize the vendor project management systems and to 
contribute to the many project manager work.
Keywords: Project management, PMBOK, Project contract, System development

 

1 はじめに 

昨今、ＰＭＢＯＫガイド®やＰ２Ｍなどで、プロジェクトマネジ

メントプロセスが体系化され、プロジェクトマネジメントにおい

て必要な作業が定義されてきた。これらの標準が体系化する

プロジェクトマネジメトは、発注者側の視点で整理されたもの

である。

しかし、顧客から請負形式で受注し実施されるプロジェクト

のマネジメントは、体系化されているプロジェクトマネジメント

のプロセスとともに、ベンダー企業の視点のプロジェクトマネ

ジメントを実施することが求められている。たとえば、一般的

なプロジェクトマネジメント体系にコストマネジメントは含まれ

るが、プロジェクトの収入や利益の管理は含まれていない。

また、プロジェクトの提案活動、会社間の顧客対応、納品活

動など、発注者側のプロジェクトには必要とされ企業間の契

約プロセスに係る業務が数多く課せられている。

この論文では、このような受注プロジェクトに求められるプ

ロジェクトマネジメント活動をプロジェクトライフサイクルに沿っ

て順に解説し、発注者の視点で作られたプロジェクトマネジ

メント体系には無い、受注プロジェクトとしてのプロジェクトマ

ネジメントのポイントを述べる。

 

2 受注プロジェクトの特徴 

2.1 企業間の受注プロセス 

受注プロジェクトのプロセスは発注者側で作成されたＲＦＰ

に対して、受注企業が提案書を作成するところから始まる。

提案書作成には、プロジェクトの計画を作成する能力が必要

であり、何らかの形でプロジェクトマネジャが参画する必要が

ある。この段階のプロジェクトマネジャにはプロジェクト管理

能力よりも、プロジェクト提案力が必要とされる。

提案が採用され、契約書を取り交わしプロジェクトが開始

されると、プロジャクトマネジャにとっては発注者である顧客

の対応が重要な仕事になってくる。たとえば、プロジェクトの

報告も受注企業内の報告と、顧客への報告とそれぞれおこ

なう必要がでてくる。プロジェクト終了時には、成果物を納め

契約を終了する活動、および受注企業としての収支に関す

る評価作業なども必要になる。 
このように受注プロジェクトには契約に関する作業を中心

に、社内プロジェクトや発注者側のプロジェクトマネジメントと

は異なった契約に関する作業が多く発生している。図 1 に企

業間お受注プロセスのイメージを示す。 

調達計画・承認
見積り依頼（ＲＦＰ）発行 ＲＦＰ受領

提案書作成・社内承認
提案

契約書作成
ＳＯＷ作成（又は承認）

契約書作成
ＳＯＷ受領（又は作成）

作業確認
定期支払（準委任の場合）

納品検収（請負の場合）
支払

発注者 受注者

契約

成果物納品（請負の場合）

オポテュニティマネジメント
業界分析

企業戦略策定
エンタープライズアーキテクチャ策定

選定基準作成
選定

成果物作成（作業）
定期作業報告（準委任の場合）

プロジェクト計画書作成・確認プロジェクト計画書承認・作成

 
図 1 企業間の受注プロセスのイメージ 

 
2.2 三階層のプロジェクト組織 

プロジェクト全体または一部を自社以外に発注する場合

は、複数のプロジェクト構造が組み合わされることになる。そ

の典型的なパターンが「三階層のプロジェクト組織」である。

図２に三階層のプロジェクト組織の概要を示す。実務では、

受注者のプロジェクトマネジャがプロジェクトの管理を任され
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る例が多い。しかし、PMBOK をはじめ多くのプロジェクトマ

ネジメントのガイドブックや標準が、最上位のプロジェクト実

行組織のプロジェクトマネジメントを想定してまとめられてい

る。したがって、受注プロジェクトを管理するためには、標準

には書いてない、プロジェクト運営に考慮しなければならな

いことが多くある。たとえば、通常プロジェクトの管理項目の

中に「利益管理」は含まれていないが、受注者プロジェクトの

マネジメントの仕事には受注者としてのプロジェクトの利益管

理が大きな比重を占めている。

また、受注プロジェクのプロジェクトマネジャは、発注者側

のプロジェクトオーナーと自社の上位マネジャーなど複数の

ステークホルダーに対して報告する義務も発生する。 
さらに、プロジェクトそのものは顧客の戦略にもとづいて開

始されるが、受注者側にも企業としての戦略があり受注側の

プロジェクトマネジャは両方の戦略実現を目指す必要がある。

プロジェクトを支援する組織であるＰＭＯも顧客側、受注側に

存在する場合があり、プロジェクトは両方のＰＭＯの影響を受

けることになる。 

顧客のプロジェクトチーム

遂行組織のプロジェクトチーム
（受注者）

協力会社のプロジェクトチーム

PM

PM

PM

顧客

受注者

協力会社

ＰＭＯ

ＰＭＯ

戦略

戦略

 
図 2 三階層のプロジェクト組織 

 

3 プロジェクトの獲得  

3.1 受注企業のプロジェクト獲得戦略 

一般にプロジェクトは企業の戦略に基づいて開始されるも

のである。その企業の戦略や投資効果予測からプロジェクト

の目的が決まり実施される。したがって、そのプロジェクトを

受注し実行する場合は、発注者側の戦略に基づいて実施し

なければならない。

しかし、受注企業側にも、どのようなプロジェクトを獲得す

るかという戦略が存在するのである。どこかの会社からＲＦＰ

が出るのをただ待っているということではなく、自社のプロジ

ェクト戦略を立て、ビジネスの安定と拡大を考えなければなら

ない。すなわち、受注のための戦略を立てて、より良いプロ

ジェクトのオファーが多く来るような体制をとらなければならな

い。

また、いったんＲＦＰが出てきて、それが受注会社の企業

戦略に合うものであれば、そのプロジェクトを獲得すべく最善

を尽くすことになる。この時の提案活動は本来営業部門の仕

事ではあるが、提案内容を考えることができるのはプロジェク

トマネジャであり、この段階からプロジェクトマネジャの活動が

開始される。

 
3.2 業界分析と戦略策定 

受注企業のプロジェクト戦略の第 1 歩は、業界分析である。

業界の状況を正しく分析し、これから先どのようなプロジェクト

の需要があるかを見極めることが重要である。この分析によ

って、自社のプロジェクト体制を考え重要な分野への人材の

シフトや要員の雇用などをおこない、プロジェクトの実施準備

を開始する． 
受注企業において、多くの仕事を獲得し企業を成長させ

ていくためには、正しい業界の分析が必要である。自社の得

意としている業界がこの先成長していくのか、新しいビジネス

チャンスが生まれてないかなどつねにアンテナを張って業界

動向をモニタリングする。そして、この結果をベンダー企業と

しての生き残りのための戦略につなげるのである。 
この段階では、まだ具体的なプロジェクトが見えていない

こともあるが、将来を見越して期待の持てる分野のプロジェク

ト実施体制を強化する。 
また、業界の戦略分析の方法の一つとして、特定の顧客

企業の戦略や動向に目を向けることも必要である。顧客が戦

略に基づきどのような動きをしているかということを早くつか

み、受注企業としての自社戦略に組み込むことが必要である。

受注企業の戦略は、業界動向や顧客企業の戦略に大きく左

右されるともいえる。

 
3.3 オポテュニティマネジメント 

プロジェクト受注企業においては、プロジェクト戦略を考え

ることを、ポートフォリオマネジメントというより、オポテュニティ

マネジメントと呼んでいる。まず、営業担当者など各顧客企

業のプロジェクト予定情報を収集する。これらの予定案件は、

獲得確率と、規模（収入）が重要な検討項目になる。

オポテュニティマネジメントでは、プロジェクトの実現確率と

予定収入をかけあわせたプロジェクト期待値を積み上げてい

き、会社や部門の収入目標を管理する。 
このような受注する可能性のある将来の候補プロジェクト

から、提案活動に入ったプロジェクト、提案が取れて実行中

になり、最後は完了したプロジェクトまで並べたものをプロジ

ェクトパイプラインという。図 3 にプロジェクトパイプラインのイ

メージを示す。プロジェクトパイプラインは遠い将来で確度は

低いが候補としてたくさんあるものから、だんだん確度が高く

なっていくにしたがって、プロジェクトの数は減っていき、最

終的には完了したプロジェクトがもっとも少なくなっていく。プ

ロジェクトパイプラインの中で、狭義のプロジェクト活動は受

注から完了までであるが、実務においてプロジェクトマネジャ

が関与する仕事は提案活動から開始される場合が多い。

受注企業のプロジェクトマネジャは、自社の戦略やオポテ
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ュニティマネジメントについて深く理解し、プロジェクトの獲得

から実施まで、自社の戦略達成に貢献しなければならない。 

オポテュニティ

提案活動

受注
完了

0%
10%

30%

90% 100%

プロジェクトマネジメント

拡張プロジェクトマネジメント

 
図 3 プロジェクトパイプライン 

 

4 プロジェクト提案活動 

提案活動は本来営業担当の仕事であるが、提案内容をよ

り現実的で魅力あるものにするためには、プロジェクトマネジ

ャの協力が不可欠である。 
まず、営業的戦略や顧客との関係などについて、営業担

当が考え提案の方針を作成する。また、要員の確保が可能

か、企業の方針とあっているかというような観点も含め提案活

動が開始される。

提案活動の中で、プロジェクトマネジャとしてもっとも重要

な役割は、プロジェクトの実行可能性を検証することである。

顧客の要求を十分に理解し、その要求を達成するためには、

どのような体制で、どのような技術を適用して達成可能か十

分に検証する。

提案内容についての第三者によるレビューも重要である。

提案チームが気付いていないリスクは無いか、企業方針に

合っているか、提案内容に漏れはないか、実現可能性はあ

るかなど、様々な角度で提案を確認する。また、受注企業の

財務の責任部門は、企業経営の視点で利益の出るプロジェ

クトかどうかを検証する。 
最終的に作成された提案書について、提案価格について

は営業部門が責任を持つが、提案する技術内容やプロジェ

クトの進め方、実現可能性などについては、そのプロジェクト

を実施するプロジェクトマネジャの同意を得ることが重要なこ

とである。 
この章では以下提案活動に関するプロジェクトマネジャの

関与について整理して説明する。

 
4.1 ＲＦＰの内容の理解 

個客からＲＦＰを受領したら、提案チームを作って提案活

動を開始する。まずチームの中でブレーンストーミングや専

門家のインタビューなどを行い、顧客の要求や制約、前提条

件、リスクなどを精査する。

内容について十分に理解できない場合は、顧客に面談を

求めＲＦＰに対する質問をおこなう。質問はインタビュー形式

で行うのがもっともよいが、事前に質問文を渡しておくと効率

的に行うことができる。質問内容については事前に十分検討

し質問項目を整理しておくことが重要である。 
プロジェクトによっては、受注候補企業を一堂に集めて質

問会を開くところもある。あるいは質問はすべて文書でなけ

れば受けつけないというところもある。それぞれのＲＦＰに応じ

た提案活動が必要である。

ＲＦＰから読み取るポイントは、まず、最初に顧客企業の戦

略やユーザニーズが出てきた背景を確認し、その中でこの

プロジェクトそのものの目的は何かを理解する。もしこのよう

なプロジェクトの背景の記述が無い場合は、顧客への質問

事項とする。

次に、具体的な依頼内容についても精査が必要である。

顧客側で十分検討され具体的な解決案も示されている場合

や、まだ漠然としたアイデアであり、具体的な実現方法につ

いては提案してほしいということもある。顧客の事前検討のレ

ベルによっては顧客の考えたアイデアより良い方法を示すこ

とも必要である。 
さらに、ＲＦＰからはプロジェクトの進め方に対する条件や、

制約条件なども記述されている。提案にあたっての注意事

項なども記載されているので、提案チームで十分に時間をと

って確認することが重要である。 
提案チームでＲＦＰの理解ができたら、提案の中身の作成

に取り掛かる。この段階からプロジェクトマネジャとしての活

動が要求される。

 
4.2 提案にからむステークホルダー分析 

提案内容を考える前に、まずこの提案に関係するステーク

ホルダーの分析をおこなうことが重要である。重要なステーク

ホルダーを特定し、考え方を分析し、最も良い提案を考える

のである。

顧客についてもっともよく知っているのは、顧客担当の営

業部員である。そのほか、その顧客のプロジェクトを担当した

ことのあるプロジェクトマネジャにヒアリングし、顧客のプロジ

ェクト関係者について社内での力関係や、そのプロジェクト

への関与度合いなどを調べる。

また、ステークホルダーは顧客だけとは限らない。社内で

このプロジェクトへの強い影響力を持つマネジメント、顧客と

のパイプの強いマネジメント、さらには、特定の分野のシステ

ム開発であれば、協力関係を持つベンダー企業の関与度合

いなども調査する。

これらの情報はプロジェクト開始時にはプロジェクトチーム

に説明されるものであるが、プロジェクトマネジャはより早い

段階で提案活動に参画し、理解しておくことが望ましい。

 
4.3 プロジェクト計画作成 

提案書の中身でもっとも重要なものがスケジュールである。
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プロジェクトマネジャは、ＲＦＰや、顧客ヒアリングで得た情報

を基に、考えられる範囲で最適なスケジュールを作成する。

この時有効な資料は、過去のプロジェクトの経験や、企業で

共有している標準的なスケジュールチャートである。

また、スケジュールを作成するために重要なものは「制約

条件」や「前提条件」である。制約条件は外から与えられるも

のであるが、前提条件とは、収集した情報では十分な計画が

作成できないので、プロジェクトマネジャが仮に作成するもの

である。前提条件の定義にミスがあった場合、のちに大きなリ

スクになる可能性があるので、十分注意するとともに、定期的

に見直すことも必要である。

提案作成段階において、プロジェクト受注のリスクを考え

ておくことも需要な仕事である。この段階のリスクマネジメント

は、企業としてのプラスのリスク、あるいはマイナスのリスクを

検討し、受注しても大丈夫かあるいは受注するとしたときどの

ような提案内容にすべきかを考えるものである。 
検討には、顧客分析をしている営業担当、ベンダー企業

のビジネスに責任を持つマネジメント、同じようなプロジェクト

経験を持つ有識者、プロジェクトの実行プロジェクトマネジャ

などが参加する。検討の結果考えられるリスクに対し対応計

画を作り、プロジェクト計画や提案書に反映する。この段階で、

このプロジェクトは受注しないほうが良いという結論になること

も考えられる。 
 

4.4 提案価格の見積りと決定

プロジェクトの提案価格を決めるためには、まずプロジェク

トコストを正しく見積り必要がある。提案段階では見積りのた

めの資料が十分でない場合もあるので、できるだけ多く見積

り根拠になる資料を集めるとともに、確定していないところは

前提条件を明確にするとこが重要である。顧客に対して魅力

的な成果物を提示することと、その成果物を作るために必要

なスケジュールやコストはお互いに相反するものである。プロ

ジェクトマネジャは、提案する理想的なシステムを提案したり、

プロジェクトコストを正確に見積ったりするというだけでなく、

提案価格や企業戦略の視点も考慮してバランスの良い提案

にしなければならない。

適正な提案内容とそれを達成するためのコストが算出でき

たら、そのプロジェクトのリスクに応じたコンテンジェンシー予

備費を準備する。コンテンジェンシー予備費までがプロジェ

クトマネジャが使用できるコストである。 
コンテンジェンシー予備費も加え提案を実現できる総コス

トが決定したられに、受注企業の利益を加えて提案価格が

決定される。提案価格は、そのプロジェクトに対する企業の

戦略により最終決定される。その決定に影響を与える要素と

しては、見積ったコスト、リスクなどのほか、顧客とのリレーショ

ン、受注企業の方針、受注企業の要員のアベラビリティなど

さまざまなものがある。 
また、顧客に対する戦略的な提案価格が先に決定してお

り、それをベースにプロジェクトのスコープやスケジュール、

投入要員などが決まってくるプロジェクトも存在する。そのよう

な場合であっても、まずは目的とする成果物からプロジェクト

コストを客観的に見積ることが重要である。その見積りコストと、

顧客に提案できる価格に大きな隔たりがある場合、調整作業

が必要になる。この調整作業ができるのは、営業担当でもな

ければ企業のマネジメントでもない。プロジェクトを実行する

プロジェクトマネジャが、企業戦略やプロジェクト実現可能性

などを正しく理解し適切な提案内容にしなければならなない。

発注側のプロジェクトマネジャはコストの管理をすればいい

のに対し、受注企業のプロジェクトマネジャは、プロジェクトの

利益や受注企業の戦略も考慮しなければならないことに受

注プロジェクトの大きな特徴がある。

図 4 はコストや価格の内訳と一般的な計算方法である。こ

の計算式は基本ではあるが、ビジネスの状況によって柔軟

に対応するものである。 

見積りコストと提案価格の構造

a：コンティンジェンシー（％）
b：利益（％）

提案価格＝プロジェクトコスト÷（1－c）

利益

プロジェクトコスト＝見積りコスト×（1＋a）

見積コスト コンティン
ジェンシー

 
図４ 見積りコストと提案価格の関係 

 
4.5 提案書の作成 

プロジェクトによっては提案書を書類で提出するだけのも

のもあれば、プレゼンテーションの機会が与えられる場合も

ある。どのような形で提案するかによって提案書の記述方法

に違いがあるが、基本的にはどちらも、わかりやすいこと、提

案で訴えるポイントが明確であること、提案が顧客にとっても

受注側にとっても企業の戦略に合致していることなどに注意

しなければならない。 
特に重要なこととしては、提案でありビジネスを獲得しよう

としているのだから、自社の優れたところがアピールできてい

るか、ＲＦＰに完全に合致しているかということである。 
提案書の中身はこのように、単に成果物の優劣だけでなく

営業的な要素が含まれており、プロジェクトマネジャにもその

ような視点が要求される。 
 

Ⅰ．ご提案サマリー

Ⅱ．ご提案システムの機能
Ⅱ‐１．ご提案システム全体像

Ⅱ‐２．ご提案システムの機能

Ⅲ．システム構成
Ⅲ‐１．システム構成図（全体）

Ⅲ‐２．システム構成図

Ⅳ．開発作業の進め方について
Ⅳ‐１．プロジェクトの構築作業工程
Ⅳ‐２．スケジュール
Ⅳ‐３．開発体制図

Ⅴ．ご提案に際しての前提条件

Ⅵ．本提案の特徴

Ⅵ‐１．本提案の特徴

Ⅵ‐２．本提案をお勧めする理由

Ⅷ．ご提案価格

図５ 提案書の記載例 
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図５は提案書の記載事項の例である。この例にあるように、

提案の最初に提案の骨子を 1 枚にまとめたサマリーを付ける。

これはエグゼクティブサマリーとも呼ばれ、忙しい上位マネジ

メントに短期間で提案内容をアピールするためのものである。

提案を審査する担当者にとっても、先に全体像を知ってもら

うことは、提案活動において大変有効なことである。 
提案の本体は、提案するシステムの概要とプロジェクト活

動の進め方が中心になるが、これらがいかに優れており、顧

客にとって価値のあるものかを説明することが重要である。

提案書の最後の章には、もう一度本提案のポイントをアピー

ルして締めくくることも重要である。

提案内容が素晴らしいものであることを納得させたうえで、

最後に提案価格を提示する。通常提案価格は営業的要素

が含まれており、営業的戦略にそって決定される。

 
4.6 提案書の社内承認 

提案チームによって提案書が完成したら、企業の立場で

内容を確認する必要がある。確認のポイントは、技術面、価

格面、ビジネス戦略面などに分けて説明することができる。

まず、技術面はその提案が技術的に優れていること、実行

可能であること、体制やスケジュールに問題がないことなどを

確認する。このような技術的な視点で提案内容を精査できる

専門チームを置く企業もある。プロジェクトマネジャが提案活

動にも参加している場合は、基本的にはこの作業はプロジェ

クトマネジャが担当する。 
提案価格については、コストの見積りがすべての基本であ

る。プロジェクトマネジャは、見積もりの根拠を確認し他の類

似プロジェクトと比較するなど、見積の適正さを確認する。ま

た、コンテンジェンシー予備費が適切であるか、最終的な提

案価格で利益は十分確保できるかなどについて、営業的視

点でレビューする。

 
4.7 顧客への提案プレゼンテーション 

提案の顧客プレゼンテーションはそのプロジェクトを実施

するプロジェクトマネジャが行うのが良い。単に提案内容の

評価だけでなく、プロジェクトマネジャの能力や人間性を示し

実行チームとしての信頼を得ることも重要である。プロジェク

トマネジャを中心に提案内容を十分に検討し、想定質問に

対する回答の確認や、バックアップの資料なども準備してお

く。 
提案内容の説明時は、提案のアピールポイントの説明と、

この提案を受け入れた場合の顧客のメリットを十分に強調す

る。質疑応答なども、担当者を事前に決めておくなど適切に

回答して提案のイメージ向上を目指す。

営業担当者は、プレゼンテーションが終了しても顧客の状

況を確認し必要な対応策を考えることが重要である。必要な

らばプロジェクトマネジャを筆頭にプロジェクトチームで顧客

に挨拶に伺うというようなことも考える。

 

5 プロジェクトの立上げ 

5.1 提案内容の確認と立ち上げ準備 

提案活動が実り、自社の提案が採用されることになったら、

ＲＦＰや提案内容を再確認して、顧客との間で契約書を取り

交わす。

提案通りの内容が採用されて顧客から特に追加要望も変

更も無いプロジェクトであれば、提案書をベースに既定の契

約書を作成するだけで良いが、プロジェクトによってはいくつ

かの調整作業が発生することがある。たとえば、提案内容に

ついて顧客側から要望が出されたり、ＳＯＷ（Statement of  
Work）の作成を依頼されたりする。このような作業は契約を

前提とした顧客との交渉活動であり、プロジェクトマネジャが

最初に行う責任ある仕事ということになる。

また、契約締結作業に並行して、受注企業側のプロジェク

ト実施への準備活動も開始しなければならない。 
その第一は要員の確保である。提案時点である程度の要

員の確認はできているが、契約がとれたということで実際に

いつから要員が投入できるか予定要員ごとに確認する。提

案時に具体的な名前が確定していない場合は、ここであらた

めて要員を探すことも必要になる。

社外の要員を調達する場合、提案書作成段階ですでに

見積りを取っておくべきでありここで調達先を確定する。正式

契約は顧客との契約が締結された後になるが、その契約締

結と同時に要員が確保できることを確認する。もし、別に新た

な調達が必要な場合はその準備にとりかかる。

この他、プロジェクト開始準備としては、社内管理のための

プロジェクトコードや勘定科目コードの登録、さらにプロジェ

クトチームの活動場所や必要な機器の手配も開始する。 
このような契約を締結するための作業は、プロジェクト活動

に含めない場合もあるが、実質的にはプロジェクトを実施す

るプロジェクトマネジャが中心となって行う作業といえる。 
 

5.2 契約書の作成と契約締結 

契約書は営業部門で作成するものである。プロジェクトマ

ネジャは関与しないことが基本であるが、どのような内容の契

約書が取り交わされたかを知っておくことは必須である。通

常、取引の多い顧客との間は「基本計画書」という契約書が

存在する。これは両者の基本的な取引に共通の部分につい

て法務部門などの確認も得て作成されている契約書である。

原則とそしてこの契約書は変更することができない。

基本契約書に対して、それぞれのプロジェクト独自の契約

内容を記載したものが、個別契約書とか契約書別紙と呼ば

れていつものである。これらはプロジェクトごとに作成する。

個別契約書の部分の作成は必要であればプロジェクトマネ

ジャも参加する。 
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もちろん、基本契約書と個別契約書に分けず、最初から 1
種類の契約書を作成することもある。 

 
5.3 日本における契約の種類 

プロジェクトマネジャは契約のタイプについても十分な理

解をしておく必要がある。 

契約タイプ
成果物責
任

発注側の
指揮命令

派遣法の
制約

成果物の
帰属

瑕疵担保
責任

請負い 有り 無し 無し 受注者 有り（１年）
準委任 無し 無し 無し 受注者 無し
派遣 無し 有り 有り 発注者 無し

契約タイプごとの特徴

＊成果物の帰属と瑕疵担保責任期間
は契約書の記述が優先される  

図６ 契約タイプごとの特徴 

図 6 に示すように日本国内では契約のタイプは大きく３つ

ある。このうち受注プロジェクトとして契約するのは「請負契

約」が中心である、このタイプの契約は価格が固定で受注者

は成果物に対して責任を持つ。次に、ＳＥ支援など、投入さ

れる人間の単価で契約する方法を「準委任」という。この方法

は、作業期間単位で費用を請求でき、かつ成果物責任が無

いというところが特徴である。受注側はプロジェクトが延びて

も、要員の費用が確保できるので、準委任のほうがリスクは

少ないといえる。

請負も準委任も発注者側に指揮命令権が無いというところ

が大きな特徴である。どちらもプロジェクトマネジャが発注先

の要員に対して直接指揮命令することができない。このこと

が、外部から要員を調達する場合のプロジェクトマネジャの

大きな課題となる場合もある。

また、日本独特の契約方式として「派遣」による調達が広く

普及している。この場合仕事の分野によっては契約期間が

限定されていたり、厳しく二重派遣が禁止されたりしている。

これは派遣社員を守るための法律「労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律=労働者派遣法」の規定であり、プロジェクトマネジャ

はこの法律について十分理解しておかなければならない。

受注プロジェクトとして顧客から請負契約でプロジェクトを

請負っている場合、プロジェクトマネジャは自社メンバーに対

しては指揮命令権を持ち、顧客からのメンバーに対する指揮

命令権は無いということになる。したがって、顧客の指示は要

望としてプロジェクトマネジャに相談されることになり、ネゴシ

エーション力が必要になる。

 
5.4 プロジェクト憲章の発行 

受注プロジェクトは契約が確定したこの段階でプロジェクト

憲章を作成することになる。プロジェクト憲章とは、プロジェク

トを開始してよいという正式なプロジェクト認可証書のことで

ある。この書類によってプロジェクトが正式に認められること

になる。本来プロジェクト憲章はプロジェクトのオーナーが発

行するものであるが、実際はプロジェクトマネジャが作成して

オーナーの承認を得ることが多い。

発注側にすでにプロジェクト憲章が存在する場合は、新し

く作る必要は無く、発注側の憲章のもとでプロジェクトを進め

ればよい。しかし、受注プロジェクトが独立したプロジェクトと

して実行される場合、ここでプロジェクト憲章を準備すること

になる。プロジェクトによっては正式なプロジェクト憲章は作

成せず、承認された顧客との契約書や提案書をもってプロジ

ェクト憲章に替えることもある。 
プロジェクト憲章に記述する内容は、プロジェクトタイトル、

プロジェクトの目的・目標、主要なプロジェクトの成果物、ハイ

レベルなマイルストーン、ハイレベルなコスト見積り、ステーク

ホルダーの特定、基本的なプロジェクト実行手順、問題や課

題、ハイレベルな前提条件・制約条件、ハイレベルなリスク、

プロジェクトマネジャ・その権限、プロジェクトの承認者・承認

サインなどである。

これらの内容は、すでに提案書、契約書、社内稟議書、プ

ロジェクト企画書などに記述されている項目が多い。また、こ

の後プロジェクトが開始されて、詳細を作成する項目も含ま

れる。ただ項目名は同じようなものであっても、プロジェクト憲

章の記述は「ハイレベルな」あるいは「概要の」と呼ばれるよう

に、大きな視点でまとめたものである。プロジェクトマネジャの

名前とその権限、プロジェクトオーナーの承認のところがもっ

とも重要といえる。 
このように受注プロジェクトの場合のプロジェクト憲章は、

顧客側で作成されている場合、契約締結後作成する場合、

作成しない場合など様々である。

 

6 プロジェクト計画書の作成 

発注者と受注者の間で契約が締結され、プロジェクトが正

式に立ち上がったら、まずプロジェクトの計画を確定させなけ

ればならない。プロジェクトの提案活動では契約を得るという

目的のために顧客の期待を膨らます活動をしてきているが、

プロジェクトが正式に開始されたら、プロジェクトマネジャの

役割は、顧客の期待をより現実的なものにしていくことであ

る。 
プロジェクト計画を作成するにあたり、これまでの提案活動

や受注活動ですでにかなり具体的な計画が作成されている

こともある。しかし、プロジェクトによっては、提案時の内容を

見直したり、詳細の計画を作成しなおしたりする場合もある。

提案書内に記述されたプロジェクト計画を見直し、より実現

可能なプロジェクト計画書を作成することが重要である。

 
6.1 実行に絡むステークホルダーの確認 

提案段階ではプロジェクトを獲得するために、提案に関連

するステークホルダーを分析し対応計画を考えた。計画作成

段階では、プロジェクト実行に関連するステークホルダーに
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焦点を移し、ステークホルダーの特定、分析、対応計画を考

える。提案時とは別のステークホルダーが現れたり、同じステ

ークホルダーが違った考えで参画したりする可能性もある。

ステークホルダーとはプロジェクトに関係するすべての人を

言うが、狭義の意味で顧客マネジメントや顧客のユーザーを

指す場合もあります。図７は受注プロジェクトに関係するステ

ークホルダーのイメージである。顧客側のステークホルダー

について特に注意が必要になる。 

PM
自社PMO

利用部門
マネジャー

ベンダー メンバー

オーナー

利用者

顧客担当者
上司

顧客担当者

経営者

PMの上司

家族
行政

プロジェクトチーム
ベンダーの

上司

顧客

顧客PMO

 
図７ 受注プロジェクトに関係するステークホルダー 

ステークホルダー対応のミスが、プロジェクトの失敗原因の

大部分を占めるとも言われているので、十分注意してステー

クホルダー分析をする必要がある。

ステークホルダーの分析は、それぞれのステークホルダー

がプロジェクト推進の賛成者なのか、反対者、あるいは中立

的立場なのかを見極めるところから始める。また、プロジェク

トに対する影響力がどれだけ強いかということも重要である。

プロジェクトに対してネガティブで強い影響力を持つステーク

ホルダーには十分なケアが必要である。また、中立的なステ

ークホルダーにはできるだけ賛同者に回ってもらえるように

その対応に注意する。

 
6.2 顧客要求の確認 

プロジェクトの計画作成においては顧客の企業戦略やプ

ロジェクト開始の背景などを確認し、プロジェクトの目的や目

標が狂わないようにしなければならない。顧客側には、契約

締結前には開示できなかったが、プロジェクトの実行に重要

な制約事項などがあるかもしれない。プロジェクトマネジャは

顧客のキーとなる人物を見定めプロジェクトの背景や目的を

引き出しに行く必要がある。

顧客側の発注責任者でもあるプロジェクトオーナーにイン

タビューすることはもちろん、顧客側のさまざまな立場のマネ

ジメント層に時間を取ってもらい、その方針や考え方を確認

することが大切である。

注意すべきことは、この段階はユーザー要件の収集では

なく、あくまでもプロジェクトの方針を確定させるためマネジメ

ントの考え方を理解するためのインタビューであることである。

マネジメントがシステムに対する詳細な要求を伝えたと思わ

れないような対応方法が必要である。 

顧客の中で、すでに構想立案フェーズなどが進められて

おり、システムの構想がある程度できている場合などは、そ

の構想立案の関係者に対してのインタビューも行う。

 
6.3 プロジェクト計画書作成 

すでに顧客からのＲＦＰがあり、それに対する提案書もでき

ている。しかし契約にあたっては最終的にプロジェクトの内容

を調整していることもある。これらの情報を基にプロジェクト計

画を作成するときは、自社企業内でゼロから計画を作成する

ときとはすこし考え方を変える必要もある。 
たとえば、スケジュールやコストはすでに契約で確定して

いる。また品質標準などの企業標準は発注者側のものと受

注者側のもの２とおり存在することがある。リスクについては

顧客側と受注者側のリスクが相反するものがある。このような

受注側のプロジェクトマネジャの作業にも注力が必要であ

る。 
受注側のプロジェクトマネジャの管理項目としての大きな

特徴は、プロジェクトの利益（あるいは収入）に対しても気を

使わなければならないところである。ＰＭＢＯＫＲガイドやＰ２

Ｍのような世界的な標準は社内のプロジェクトを想定してい

る。このようなプロジェクトがもたらす利益は成果物が稼働を

始めて、ある程度時間がたってからわかるものである。したが

って、通常プロジェクトの成果物がもたらす利益は、プログラ

ムマネジャの管理項目とされている。これに対して受注プロ

ジェクトは、プロジェクトの終了と同時に収入が入り、プロジェ

クトの採算が評価できる。このため、プロジェクトの収益もプロ

ジェクトマネジャの管理項目となるのである。

この後 6.4 節以下で、プロジェクト計画書の内容について

順次説明する。

 
6.4 プロジェクト管理標準の決定 

最初にどのような開発技術、開発手順を採用するかを決

定する。通常は受注側が提案書の中で開発手法として開発

手順を提案しているので、顧客とその方法で進めることを確

認する。場合によっては顧客側で標準としている開発手法を

使うこともある。また提案とは違う進め方を顧客から要求され

ていることもある。

そのほか、プロジェクト管理標準や、ドキュメント標準などを

顧客側の標準に従うか、受注側の標準を使用するか確認し、

プロジェクトの標準とする。プロジェクトマネジャは顧客の要

望などを理解しながら、最適なプロジェクト管理基準を作成し

なければならない。

たとえば管理標準の中で、変更管理手順は、顧客と受注

側の契約を含めたプロセスが絡むので、どのような手順で行

うかを事前に十分確認しておく必要がある。 
変更管理の対象は、プロジェクト内のすべての構成要素

である。スケジュールもコストも品質基準も、そのほかいろい

ろなものに対して、最初に決めたことを変更する場合どのよう
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な手順を踏むか決めておくことが必要である。

変更管理の基本は、プロジェクトのステークホルダーが要

求するベースラインの変更である。この中には当初のベース

ラインを変更する変更要求だけでなく、すぐに対応すべき是

正や予防処置も含まれている。変更要求のほうは、変更管

理委員会（ＣＣＢ）において、変更要求を承認して実施すると

いう手順を決めておき、それにしたがって対応する。

難しいのは、顧客が出してくる変更要求である。この変更

はスコープの変更、特に成果物スコープの変更要求が主体

になるが、顧客との契約に関係する。このような顧客からの変

更要求についても、その開始時期や運用方法など、営業を

交えて合意しておくことが重要である。 

 変更管理基準

変更要求

要求の分析

CCB

変更の適用

却下

承認

（変更作業の管理）

 顧客からの変更要求

変更要求

要求の分析

CCB

変更の適用

却下

承認

（変更作業の管理）

顧客

費用の確認

必要な費用について
・顧客が払うか
・初期費用内か
交渉する。

ＣＣＢに顧客
マネジメントも参加

 

図８ 変更管理の手順 
 

6.5 スケジュールの作成と調整 

プロジェクトの計画は、まずプロジェクトスコープを明確に

するところから始まる。この段階はプロジェクト計画を作成す

るところなので、ユーザ要件を聞いて分析するというのでは

なく、このプロジェクトで実施する作業を決め、概要の WBS
を作成する段階である。 

概要の WBS から、作業をブレイクダウンして、ワークパッ

ケージに落していく。すべてのワークパッケージは要素成果

物あるいは完了基準が定義されていなければならない。また、

ワークパッケージはアクティビティに分解される。アクティビテ

ィになると、他のアクティビティとの順序関係を付けて、プロジ

ェクトネットワークが作成される。このネットワーク図をガントチ

ャートで作成すると、工数の負荷などの管理が容易になる。 
 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
計画作成
要件定義
外部設計
内部設計
開発
結合テスト
システムテスト
移行

ＰＭ（40万/週） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
ＡＮ（30万/週） 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
ＳＥ１（20万/週） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
ＳＥ２（15万/週） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
プログラマ（10万/週） 5 5 5 10 10 10 10 10 10 10 10 10 5 5 5 5
週別工数（人週） 3 3 6 6 6 10 10 10 15 15 15 20 20 20 20 20 20 20 20 20 15 15 15 15
週別コスト集計 100 100 160 160 160 220 220 220 270 270 270 320 320 320 320 320 320 320 320 320 270 270 270 270

週別コスト累計 100 200 360 520 680 900 1120 1340 1610 1880 2150 2470 2790 3110 3430 3750 4070 4390 4710 5030 5300 5570 5840 6110

8月 9月4月 5月 6月 7月

 
図９ 要員の計画 

ガントチャートは発注企業のプロジェクトでも、受注プロジ

ェクトでも同じような方法で作成することができる。たとえば、

各月や週別の投入工数やコストが計算、ガントチャートの

個々のタスクに必要な工数を要員の単価や能力別に週単位

で集計する。プロジェクトに必要なコストの大部分が人件費

なので、要員コストの集計結果はそのままプロジェクトコスト

になる。もちろん、このほかに外部委託費や長距離交通費、

コンピュータ購入費、コンテンジェンシー予備費なども考慮し

て最終コストを算出する。

このような時間軸を持つスケジュール表でアクティビティを

管理することで、スケジュールの変更が要員投入にどのよう

に影響するか、あるいは要員の過不足でスケジュールにどの

ような影響がでるか、一目で理解可能である。 
請負型のプロジェクトでは、契約段階でスケジュールやコ

ストが決まってしまうことが多い。その後、詳細の計画の見直

しの中でスケジュールを調整したり、コストがオーバーしてし

まったりすることがわかることがある。このような場合は、ネゴ

シエーションや調整作業が必要になる。

スケジュールの調整には、一般に「クラッシング」や「ファス

トトラッキング」が使用される。クラッシングはクリティカルパス

に要員を投入し期間を短くすること。ファストトラッキングは、

作業の順序関係を外せるような工夫をして期間を短縮する

方法である。

コストを下げるには、スコープを削ることが最も簡単な方法

であるが、要員を安いコストの外部調達に変えたり、外部調

達時にオフショアを利用したりすることが行われている。受注

企業の利益に余裕がある場合は、顧客との契約価格を変え

ずに受注企業の利益を少なくして、コストを増やすことも可能

である。さらにプロジェクトマネジャが顧客側と折衝して予算

を準備してもらうこともある。 
スコープについては、概要は決まっているが、詳細につい

てはこのあとプロジェクトが開始されて要件定義において決

めるため、この段階では明確な調整は不要である。しかし、

スケジュールやコストを調整するために、スコープの見直しを

することは頻繁に行われている。

 
6.6 要員計画と体制図作成 

ＷＢＳやプロジェクトスケジュールと整合性をもって要員の

投入計画ができたら、プロジェクト体制図を作成しそれぞれ

の役割を明確にする。受注プロジェクトの体制図は、自社内

チームの体制と、顧客側チームの体制に分けて考える必要

がある。ステークホルダー分析結果も加味して、顧客側のス

テークホルダーに対して対応する責任担当者を決めておくこ

とも重要である。 
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体制図の留意点
l 責任と役割の記述
l 顧客企業側の体制も記述
l ステアリングコミッティを明確にする
l フェーズごとの体制を見直す
l 間接的な体制も記述する

プロジェクト
マネジャ プロジェクト

マネジャ

YYサブシス
テム

XXサブシス
テム

IT
アーキテクト

インフラ
チーム

A部門IS部門

ステアリン
グコミッティ

プロジェクト
オーナー

顧客側

受注側

 
図１０ 受注プロジェクトの体制図 

さらに、顧客側と受注側の中間に両者のマネジメントから

なる「ステアリングコミティ」を設置するのも、プロジェクトを円

滑に進める秘訣である。ステアリングコミティはプロジェクトの

外の組織であるが、プロジェクトマネジャは連絡を密にして、

何かあったときはプロジェクトに対する支援を依頼できる体制

を作ることが重要である。図 10 に一般的な受注プロジェクト

の体制図の例を示す。

 
6.7 プロジェクトの公式レビュー計画 

プロジェクト活動においては、進捗レビュー、品質レビュー

といった、フェーズレビューといったプロジェクト外部のマネ

ジメントレビューがある。さらに、受注プロジェクトは、自社内

のマネジメントプロセスにもとづくレビューと、顧客側のマネジ

メントプロセスにもとづくレビューの両方が存在する。同じよう

な時期に行われるレビューであっても、レビューの目的が異

なると両方の要請に答えなければならない。

プロジェクト計画時に、自社の標準プロセスを確認するとと

もに、顧客企業のプロセスについても理解し合意しておく必

要がある。そして、このプロジェクトにおいてはどのようなレビ

ューをおこなうかを、計画段階できちんと決めておくことが重

要である。 

受注
立上

プロジェ
クト計画

外部
設計

開発要件
定義

結合
テスト

システム
テスト

移行

提案レビュー

プロジェクト計画レビュー
フェーズレビュー・品質レビュー

移行判定

完了レビュー

外部委託承認

業者選定レビュー

プロジェクト計画レビュー

フェーズレビュー・品質レビュー
移行判定

運用レビュー

プロジェクト検収

受注側の要請

発注側の要請

プロジェクト外

運用

プロジェクト内

 
図１１ プロジェクト実行中の各種レビュー 

図 11 はプロジェクト実行中の様々なレビューである。受注

側のレビューと、顧客側のレビューが混在している。

レビューには、このようなマネジメントによる正式レビュー以

外にも、プロジェクト進ちょく管理のためにプロジェクトチーム

の中で独自に行うものもある。大きなプロジェクトでは、このよ

うな進捗レビューを階層的にうまく分割することが、効率的な

プロジェクト運用につながる。

また、各担当者が個別に開催するウォークスルーや、ユー

ザと仕様を確認する会議なども一種のレビューであり、プロ

ジェクト計画に含めておくことが重要である。

 
6.8 品質マネジメント 

品質管理計画を作成するにあたって、受注側の基準で実

施するのか、顧客側の基準を使用するのか明確にする必要

がある。提案書などで、受注側で持っている品質管理手順

に従うことを伝えている場合は、自社の基準を使いやすくな

るが、顧客側からＲＦＰやその後の要請などで顧客側の品質

管理基準に従うことを指示されている場合は、早急にその内

容を精査し、プロジェクト計画の中に反映しておくことが重要

である。

また、このような品質管理基準について、特に取り決めな

どが無い場合はプロジェクトマネジャがそのプロジェクトに適

した品質尺度を選定し基準値を決定する。 
 

6.9 調達マネジメント計画書 

受注プロジェクトにおいて、さらに別の協力会社から要員

を調達する必要がある場合、その調達がプロジェクトの成功

に欠かせない場合とそうでない場合は調達プロセスのタイミ

ングなどが異なってくる。 
自社の要員が不足したり、技術レベルが低くなったりする

ようなプロジェクトを受注する場合、協力会社の要員や技術

を前提として提案をすることがある。このような場合は、提案

を作成する中で、協力会社にＲＦＰを出して、実現可能性や

協力会社のコストなどを確認する。協力会社のバックアップ

を確認して顧客に提案ができるのである。この場合でも協力

会社への発注は、顧客と契約が締結された後になることに注

意しなければならない。顧客との価格折衝などが長引く場合

は協力会社との契約も検討しなおす必要がある場合もある。

 

ＲＦＰ
提案作成

協力会社へＲＦＰ

協力会社の見積

提案確認

提案

選定

協力会社と契約

契約

顧客
自社

協力会社

協力会社選定

ＲＦＰ
提案作成

協力会社へＲＦＰ

協力会社の見積

提案確認

提案

選定

協力会社と契約

契約

顧客

自社

調達計画

提案フェーズ 提案フェーズ

計画・実行フェーズ

調達の重要性が高いとき 調達の重要性が低いとき

協力会社

 
 

図１２ 調達プロセスのタイミング 
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調達が、自社の要員の代替になるもので、特にコストや技

術的な制約など無い場合は、自社要員で対応すると仮定し

て顧客に対して提案する。この場合は、契約後、自社でリス

クをとって協力会社への発注を検討する。 
 

6.10 キックオフミーティング 

プロジェクト計画書が完成した時点で、ステークホルダー

を集めてプロジェクトキックオフミーティングを行う。このミーテ

ィングはこの後プロジェクトを円滑に進めるにあたって非常に

重要なものである。プロジェクトのメンバーだけでなく、関係

するステークホルダーを集め、プロジェクトの理解してもらい、

将来にわたって支援を得ることが最大の目的である。そのた

めにも、できるだけ上位のマネジメントを招待し、プロジェクト

に対する思いを語ってもらう。この会議で参加者の紹介をお

こない、今後のコミュニケーションを円滑に行えるようにする。 
このキックオフでは、具体的なプロジェクトの進め方や、関

係者にお願いすることなどもできるだけ詳しく説明すべきで

ある。すべてのプロジェクト計画ができていない場合でも、最

低限関係者に伝えておかなければならないことをまとめてお

き、報告する。 
 

7 プロジェクトの実行 

プロジェクト計画にしたがってプロジェクトが開始される。

受注プロジェクトにおいては、プロジェクトの実行中も顧客対

応という視点で社内プロジェクトとは違った特有の業務が存

在する。

たとえば、プロジェクトの報告の仕組みや管理が、顧客報

告用と自社報告用の２とおりあること、課題やリスクについて

も顧客を含め共有すべき課題と自社内の限るものに分けて

管理しなければならないことなどである。受注企業内だけの

管理項目としてコストマネジメント、プロフィットマネジメント、

工事進行基準対応なども存在する。

さらに要員管理においても顧客とのリレーションなど、社内

プロジェクトよりも考慮しなければならないことが数多く存在

する。

以下、7.1 節より順にプロジェクト実行中の管理項目につ

いて説明する。

 
7.1 プロジェクト進ちょく管理 

プロジェクトの進捗管理は、実績値の収集から始まる。計

画値（ベースライン）と実績値を比べ、両者のかい離を検知し

たら直ちに是正作業をおこなう。是正が難しくベースラインを

変えざるを得ない場合は、変更管理の仕組みを通じてベー

スラインそのものを変えることもある。 
プロジェクトの実績値のうち、受注プロジェクト特有の問題

はコスト管理である。請負契約では受注側の内部情報は発

注側に開示する必要は無いものも多い。受注側のコストや利

益についてはビジネス上開示するものではない。

プロジェクトの進ちょく管理の中で、このように顧客側と受

注者側の立場に注意してデータの共有を図り、プロジェクト

を進めていく必要がある。 
プロジェクトの実績値の収集は、プロジェクトの基本要素で

ある「スコープ」「スケジュール」「コスト」の観点からまとめられ

る。 
「スコープ」には成果物スコープとプロジェクトスコープがあ

るが、前者はプロジェクトの最終成果物の完成度を示す指標

を収集する。後者は各作業の完成の把握を示す指標が必要

でありＷＢＳを使用して管理する。

「スケジュール」の実績は、各アクティビティの終了あるい

はマイルストーンの終了で把握する。通常ＷＢＳとアクティビ

ティリストは同じものとして管理され、スケジュールの進捗はス

コープの完成や終了で管理されることもある。スケジュール

の進捗管理で注意すべきことは、クリティカルパスのアクティ

ビティについて注力が必要ということである。 
「コスト」の実績収集には方法が大きく２つある。ひとつは

プロジェクト全体で資源の投入数を管理するもので、もう一

つはタスクごとに使用したコストを集計していくものである。前

者のほうが正確なコストが収集できるが、作業の進捗とコスト

の計上が独立しているため、作業別のコスト効率などの指標

はとることができない。

 
7.2 受注プロジェクトのコスト管理 

顧客側のプロジェクトマネジャの視点でコスト管理を考える

と、請負契約で発注した場合、発注額すなわちコストは一定

なので、もしすべての作業が請負であれば、コスト管理は不

要ということになる。スコープの変更などが発生し、ベンダー

に費用を払って追加発注する場合は、コストが増加しコスト

管理が必要になる。

一方受注側のプロジェクトマネジャとしては、顧客の視点と

受注者の視点の両面での管理が必要になる。顧客からの発

注が完全に丸投げの場合、顧客側の予算と受注者側の予

算（売上）が重なり、プロジェクトマネジャとしては両方の視点

での管理しなければならない。

一方、受注企業のプロジェクトとして計画したコストに対し

て実績を把握し管理する。この場合、単にコストだけを見るの

ではなく、顧客の発注額と実績の差分（利益）を最大にする

よう心がけることになる。 
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顧客

ＰＭ

予算 ベンダの見積＝固定
（請負契約の場合）コスト実績

コスト実績計画コスト

コストセンター
ＳＩベンダー

利益

ＰＭ

プロフィットセンター

売上

 

図１３ 顧客の視点と受注者の視点のコスト管理 
 

7.3 アーンドバリュー・マネジメント 

アーンドバリュー・マネジメントは、プロジェクトのスコープ、

スケジュール、コストパフォーマンスを同時に管理するための

手法である。タスクの終了度合をそのタスクに予定していたコ

ストで表すことがポイントで、これをアーンドバリュー（EV)とい

う。EV が全タスクの予定コストの合計（完成時総予算：BAC）

に達したらプロジェクトが完了したことを示している。このほか

に、タスクのコスト計画の累計値をプランドバリュー（PV)とい

い、これは、タスクの完了の計画値ということになる。このよう

にスケジュールとコストの計画値を同じ指標 PV で表している

のが EVM の特徴である。３つめ指標は実績コスト（AC)で、

これはそれまでに使用したコストの累計値である。 
アーンドバリューは、PV,AC,EV の３つの指標を管理する

ものであるが、これらの指標はグラフにすると図 14 のようにな

る。PV はプロジェクトを計画した時点で全タスクの予定コスト

を単位時間で累計していくことで求められる。これはコスト使

用計画でもあり、プロジェクトの開始時点で EVM の管理基

準線として作成できる。 

BAC

PV

EV

AC

本日  
図 14 アーンドバリュー管理指標 

 
7.4 受注プロジェクトのＥＶＭ 

受注プロジェクトでアーンドバリュー・マネジメントを使う場

合、うまく使いこなすためにはいくつか工夫が必要である。

社内プロジェクト（発注側でプロジェクト管理）においては、

コストの形状やタスクの終了について考慮していればＥＶＭ

は非常に効果的な手法である。しかし、受注企業がＥＶＭを

使用するとき、プロジェクトマネジャとしてコストを正確に管理

しようとすると、請負契約にもかかわらず受注企業のコストを

顧客に開示してしまうことになりかねない。アーンドバリュー・

マネジメントは受注企業内の管理に利用し、顧客には共通

に管理する必要のある指標を提示しプロジェクト運営するこ

とがアーンドバリューをうまく活用する工夫である。 
 

7.5 進ちょく管理会議 

プロジェクトの進捗会議を定例（週次、状況によっては月

次、日次も考える）で開き、スコープ、スケジュール、コストベ

ースラインを基準に進捗共有をおこなう。会議が冗長になら

ないよう、報告書を事前に提出し、問題の部分のみ共有する

などの工夫も必要である。実績とベースラインとのかい離が

発見できたときは、ただちに是正措置をとる。是正できそうも

ない場合は、ベースラインそのものを変えるために「変更要

求」を起票し、変更管理委員会で認めた変更を実施する。

（簡易なものはプロジェクトマネジャが判断）  
実績状況について、プロジェクトチーム外のステークホル

ダーにも定期的、あるいは緊急に報告する必要がある。これ

らの報告については、プロジェクト計画段階で、コミュニケー

ションマネジメント計画として、だれにどのような報告を行うか

定義しておくことが必要である。 

プロジェクト
リーダー会議

（ＰＬ）

プロジェクト進捗管理、情報共有、そ
の他各チームからの要請に応じて

週1回金曜日
13:00－15:00

ＰＭ、事務局
チームリーダー

目的 頻度 参加メンバー

ステアリング
コミッティ

プロジェクト重要事項の決定・承認
（コスト、スケジュール、スコープなど
に影響を与えるもの）

ステージ完了時
緊急時

プロジェクトオーナー
プロジェクトマネジメント
検討事項の担当者

チーム会議
（Ｔ１～Ｔ３）

各チームの進捗管理、課題管理、情
報共有

週１回
チーム毎

チームリーダー
チームメンバー

社内ＰＭＯ
レビュー

受注企業としてプロジェクトの進捗状
況の把握 フェーズ終了時

ＰＭ、事務局
チームリーダー

事務局会議
（ＳＴ）

予算、スケジュール確認、イベント管
理、庶務管理

その他連絡事項

週1回金曜日
10:00－12:00

事務局

顧客報告会 プロジェクト進ちょくを顧客へ報告する
週1回火曜日
13:00－15:00

ＰＭ
チームリーダー

 
図１５ プロジェクト管理会議の種類（例） 

 
 

7.6 問題管理、課題管理、リスク管理 

プロジェクト実行中の三大管理として、課題管理、問題管

理、リスク管理がある。

課題管理は、プロジェクト実行中に重点的に進捗を管理

すべき事項を挙げたものである。問題管理と同じ扱いで使用

しているところもあるが、厳密には「問題」ではないものも含ま

れる。問題管理はその名の通り、プロジェクトで発生した問題

（プロジェクトに不都合を及ぼす事象）を管理するものである。

問題管理には、プロジェクト実行中に気が付いた問題を管理

するものやシステムテスト工程で発見した障害を管理する障

害管理的なものもある。前者は課題管理と同じように扱われ、

後者は品質管理の手法として実行されることもある。

リスク管理は、まだ問題とはなっていないが将来問題にな

る（悪い影響を与える）可能性のある事象について管理する

ものである。現在まだ起きていないということがポイントで、そ
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れ以外の管理要素は課題管理や問題管理と同じものであ

る。 
 リスク管理は、プロジェクトの提案時、計画作成時、そし

て今回のプロジェクト実行時というようにプロジェクトライフサ

イクル全体を通じて必要なものである。それぞれの時期で目

的や進め方には少し違いがあるが、基本は「リスクの識別」→

「リスク分析」→「リスク対応計画」のステップで行う。そして実

行時のリスクマネジメントの特徴は、このサイクルを継続的に

繰り返すこと、および対応策を実行するためのコストはコンテ

ンジェンシー予備費から使うことである。 
昨今、問題が起きてから対応するのではなく、事前に対応

するという「プロアクティブ」な活動が重要視されており、リスク

管理の重要性が話題となっている。できるだけ作業負荷は

減らしながら、重要なリスクについて重点的に対応ができるよ

うに工夫していくことが必要である。 
プロジェクトによってはこれらの３つ（問題管理、課題管理、

リスク管理）を分けずに一覧表で管理する方法もとられてい

る。 
 

7.7 受注プロジェクトの変更管理 

変更管理の仕組みについては 6.4 節「プロジェクト管理標

準の決定」の中で概要を述べたが、ここではプロジェクト実行

時の手続きや、特に受注プロジェクトのコスト変更について

考慮点を述べる。

プロジェクトにおける変更の対象は、スコープ、コスト、スケ

ジュールに分類される。それぞれプロジェクト開始時にベー

スラインを決定しているが、このベースラインを変更しなけれ

ばならないとき、変更管理プロセスに則って行うことが重要で

ある。 
通常ほとんどの変更管理の対象は、仕様変更など成果物

スコープの変更要求から発生することが多い。しかし、成果

物スコープの変更要求はＷＢＳの変更、コストの変更、さらに

スケジュールの変更にも影響する。どこかの要素だけの変更

ではなく、それぞれの要素がお互いに影響しているのである。

したがって、総合的な視点で変更の可能性を判断しなけれ

ばならないことが多い。

このようなプロジェクト全体に影響のある大きな変更を安易

に行わないように、変更管理委員会（ＣＣＢ）で判断し承認さ

れたものが実行されるという仕組みが重要である。一方、プロ

ジェクト全体に影響することは無いが、予定したことが違って

いたり、突発的なことで作業が遅れたりした場合は、プロジェ

クトマネジャの判断で行う変更や是正処置、予防処置なども

存在する。これらの変更は迅速に行うということも重要である。

また、受注プロジェクトにおいては、変更の種類には顧客が

からむものと受注企業内で対応するものがある。特に受注企

業が請負でおこなうプロジェクトの場合、顧客からの仕様変

更の扱いが重要になる。 

変更要求

ＰＭの
判断

変更要求の受付
変更管理簿へ
の登録変更要求

顧客 受注ベンダー

却下

ＣＣＢ
の判断

コストの視点
技術的視点
スケジュールの視点
品質の視点
政治的判断

営業担当・
ＰＭによる
費用交渉

実施

実施

変更管理委員会
スポンサー
オーナー

 

図１６ 受注プロジェクトの変更管理の仕組み 
 

変更要求は顧客からもプロジェクトチーム内からも起票さ

れる可能性がある。起票された変更要求が変更の候補として

管理される。変更要求の中には、予防処置や是正処置とし

て直ちに実施すべきもの、変更ではあるがプロジェクトマネジ

ャの裁量内で判断できるものもある。変更の影響が大きいも

のについては、変更管理委員会に判断する。

変更管理委員会は、変更の内容を調査して、コスト、スケ

ジュール、品質など様々な視点で、変更の実施を判断する。

この時、コストやスケジュールの変更について、顧客側の確

認を取る必要がある。コストについては顧客から新たな費用

が出るのか、あるいは受注企業内でコスト増を認めるのかな

どの判断も必要になる。変更管理委員会を顧客側と合同で

設置している場合は、委員会の中でコストなどについて判断

できることもある。図１６に受注プロジェクトの変更管理の仕組

みを示す。

 
7.8 受注プロジェクトのコスト管理 

プロジェクトを請負契約方式で受注したプロジェクトのコス

ト管理は非常に複雑である。 
発注者側は、請負契約額が「コスト」になり、このコストに対

して発注側のオーナーはマネジメント予備費を持っている。

当初契約以外の追加発注をせざるを得なくなった場合は、こ

の予備費を使うこともある。

一方受注側は、契約で決めた価格は収入金となり、その

中から利益を引いた額がプロジェクトコストになる。プロジェク

トコストは、プロジェクトの各タスクの実施に必要なコストと、プ

ロジェクトマネジャが必要に応じて使う「コンテンジェンシー予

備費」から構成される。プロジェクトコストを追加せざるを得な

くなったとき、変更は「変更管理委員会」で承認されるが、そ

の予算は、まず受注者側として利益を確保した状態で、受注

企業のネジメント予備費を利用する方法がある。この時、プロ

ジェクトの総コストが、顧客から得る収入金額を超えたとき、

受注者側としては赤字プロジェクトになる。発注者側はコスト

オーバーしていないということがポイントである。

変更管理の結果、変更が当初計画になく顧客からの追加
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発注額が必要と判断された場合、コストの増額を顧客に要求

することになる。顧客内で議論され顧客側のマネジメント予

備費から追加発注がなされる場合、受注者側のコスト変更が

容易になるのである。 

プロジェクトコスト
（PMの管理コスト）

プロジェクトコスト
（受注者オーナー管理）

コストベースライン

プロジェクト提案価格
（顧客の支払い額）

プロジェクト予算
（顧客オーナー管理）

追加発注

赤字プロジェクト
（受注者側）

受注者側 顧客側

発注額

ｺﾝﾃﾝｼﾞｪﾝｼｰ予備費

コスト変更

 
図１７ 受注プロジェクトのコスト 

 
7.9 受注プロジェクトのプロフィット管理 

プロジェクトの管理項目には、一般にスコープ、コスト、ス

ケジュール、さらに付加的な項目として品質、コスト、要員、

調達などがある。しかし、受注プロジェクトのプロジェクトマネ

ジャは、さらにプロジェクトの収入や利益を管理しなければな

らない。 
発注者側のプロジェクトの収益は成果物がもたらすもので

あるが、通常それはプロジェクトが終了して時間がたってから

得られるものである。しかし、プロジェクトチームはプロジェク

ト終了と同時に解散してしまう。したがって、長期にわたって

プロジェクトに掛けたコストと、その成果物（プロダクト）から得

られる収入を比較し評価するのは、プログラムマネジャの仕

事とされている。

 

収入の累計

プロジェクトライフサイクル

プロダクトライフサイクル

利益

コスト回収ポイント

収入

コスト累計

プロダクトライフサイクル

利益

プロジェクトライフサイクル

顧客の視点

支払

受注側の視点

 
図１８ プロジェクトのプロフィット管理のイメージ 

 
しかし、受注プロジェクトにおいて受注側はプロジェクトの

終了（成果物の完成）をもってそのプロジェクトの対価が得ら

れる。したがってプロジェクトチームの存在期間中に、受注プ

ロジェクトから見たそのプロジェクトの収入とコストの比較が可

能なのである。そこで、プロジェクトマネジャの業務としてプロ

フィットマネジメントが必要になる。プロフィットマネジメントの

ポイントは、使用するコストの管理以外に、そのプロジェクトの

収入の管理をおこなうところにある。

 
7.10 顧客との良好な関係の維持 

受注プロジェクトのプロジェクトマネジャの役割の中でもっ

とも重要なことは顧客との良好な関係を維持することである。

もちろん、プロジェクトがうまく進めば顧客との関係もうまく進

むものであるが、プロジェクトにはさまざまな問題が発生し、

顧客との関係に影響が及ぶことがある。

逆に、プロジェクトに問題が起きても、顧客との関係をうま

く作っておくことで、協力しながら問題を解決していくことがで

きるのである。プロジェクトマネジャは常日頃から、顧客とコミ

ュニケーションを密にする、合同のチーム意識を築く、正しい

事実に基づいて議論することなどに心がけておくことが重要

である。

受注企業によっては、顧客との関係を築くためにその顧客

と継続して関係を築き上げる顧客対応専任者（エンゲージメ

ントマネジャー）を配置しておくこともある。また、営業担当が

この役を担うこともあるが、プロジェクトマネジャも第一線で顧

客対応をする重要な役目を持っている。

近年、二者間の対立の解決、すなわちコンフリクトマネジメ

ントの重要性が広まっている。特に顧客と受注プロジェクトメ

ンバーの間にコンフリクトが発生した場合、その解決には配

慮が必要になる。通常は顧客のほうが優位に立ち、強制的

な解決が行われることが多いので、受注プロジェクトメンバー

のモチベーションの維持に気を付ける必要がある。できれば

顧客との関係をうまく保ち、コンフリクトが起きた場合、正面か

ら話し合う「対峙」や「問題解決」という解決方法がとれること

が望ましい。

プロジェクトメンバーに対して、日ごろからこのような視点で

の解決ができるように指導や教育をすることも重要である。

顧客とのリレーションの最悪シナリオは、顧客からのクレー

ムが多発し顧客の信頼を失うことである。クレームになる前に

対応することが重要なことであるが、もし、クレームが発生し

てしまったら、内容を真摯に受け止めること、正しく内容を把

握すること、迅速に行動することなどが重要なことである。

もし顧客が間違っていると考えても、すぐに自分たちの正

当性を主張するのではなく、相手が冷静になってから客観的

な説明をすることで問題の解決の糸口が見えてくる。冷静さ

を失った議論では解決は生れない。 
コンフリクトの状況がこじれてしまったら、エスカレーション
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という手段も解決法方法の一つである。顧客の上司あるいは

自社の上司に状況を正しく説明し問題解決を仰ぐ。互いに

上司に告げ口をするという対応ではなく、より広い視野をもっ

た企業間の問題解決にゆだねるという考え方が重要である。

 

8 プロジェクトの終結 

社内プロジェクトに比較して、受注プロジェクトは終結のた

めの作業が多い。企業間の契約を完了させるための作業が

必要になるからである。その中で特に重要なことは、プロジェ

クトの完了基準を顧客と合意し、その基準の達成を確認する

ことである。 
また、受注企業としての契約の終了処理も重要である。プ

ロジェクトの収支決算も把握できるので、場合によってはプロ

ジェクトマネジャがその原因分析や釈明作業をおこなうことも

ある。プロジェクトが完全に終了したのち、顧客満足度調査

を行いプロジェクトの評価指標を整理することもある。 
さらに、本来はプロジェクトチームの役割ではないが、成

果物に対する瑕疵責任がある。プロジェクトチームがいなくな

っても障害対応などができるように、資料や成果物を整理し

ておくことはプロジェクトマネジャの責任範囲である。

 
8.1 プロジェクト終了時の顧客との役割分担 

ＳＩプロジェクトでは、完成品を本稼働に移してプロジェクト

が完了するものがほとんどである。このように成果物の本番

移行とプロジェクトの終了の関連について提案時やプロジェ

クト計画作成時に明確にしておくことが重要である。たとえば、

その成果物の受入れテストから本番移行まですべてを含め

て請負契約で契約することがある。しかし、この方法はリスク

が高いので、統合テストまでの成果物作成完了までを請負

契約とし、あとは顧客側の移行作業を工数支援契約するとい

う方法がとられることも多い。 
受注プロジェクトのプロジェクトマネジャは、このようなプロ

ジェクトの終了時の作業の定義について、顧客としっかり合

意しておくことが大切である。また、システムの完了基準、本

番移行手順、移行支援や本番支援の契約方式などについ

ても明確にしておく必要がある。

 

システム開発
（結合テストまで）

システム
テスト支援

移行
支援

請負い

顧客側の業務

完成確認と習熟

本番
支援

契約
プロジェクト開始

本番
稼動

支援
終了

成果物
完成

支援

プロジェクト期間
システムの運用  

図１９ プロジェクト終了時の顧客との役割分担 
 

8.2 プロジェクト完了基準の作成と完了確認会議 

プロジェクト完了の形はプロジェクトによってさまざまなの

で、顧客とプロジェクトの完了基準に合意しておくことはプロ

ジェクトマネジャの必須項目といえる。

完了基準は、結合テストまでに終わるべきもの、システムテ

ストで終了を確認できるもの、移行作業が滞りなく終了して確

認できるものなど完了のタイミングが一定ではない。そこで、

結合テストの段階から、顧客に引き渡すまで期間に、完了条

件を達成したものからチェックして行く方法が実質的である。

プロジェクトの完了は、顧客と合意した完了基準がすべて

満たされたとき宣言できる。しかし実際の現場は、プロジェク

トの成果物がすべて完成し、本番移行の準備ができた段階

で、本番移行作業に入っていいかという判断をおこなう。つ

まり、最後の本番移行作業のみ残してプロジェクトの完了を

確認する。そして、移行作業が成功して本稼働が正しく開始

されることを確認して最終の完了を宣言するのである。 
このように完了の判定は一度でなく、段階的に行われるこ

とも多いので、完了を確認する会議もいくつかの種類がある。

まず、成果物が完成したのかを確認するのが「システムテスト

完了判定会議」である。システムを構築することだけがスコー

プのプロジェクトは、ここで終了ということになる。

しかし、システムの完成だけでなく、本番マニュアルの作

成、ユーザ教育、ハードウェアの設置、本番移行直後の支援

など、いろいろな作業を含み、さらに正常な本番稼働が確認

できて完了というプロジェクトも多い。

このようなプロジェクトでは「移行判定会議」は本番移行作

業の直前にマネジメントを集めて開催される。完了判定基準

のうち、この段階までに行えることをすべて終了させ判定会

議を行う。本番データの作成作業など、この段階で終了して

いない項目は、その項目が完了したらプロジェクトの完了を

承認するという条件で本番移行が承認される。

 
8.3 本番移行作業 

本番移行作業は、そのシステムの稼働環境にあわせてお

こなうものである。たとえば、朝からオンライン稼働開始が必

須のシステムは、夜の時間で本番移行を済ませる必要があ

る。また、移行作業に時間が掛かるシステムは、システムを止

めることができる長期連休などを利用することになる。

本番移行作業は、タイムスケジュールを厳密に作成して取

り組まなければならない。そのスケジュールで問題ないかリ

ハーサルも必要である。さらに重要なことは、本番移行に何

らかの障害が発生した場合、元に戻す時間を確保しておくこ

とである。 
移行作業がすべて終了したら、移行作業チームの中で作

業の完了を確認しマネジメントに報告する。移行作業の完了

を確認するチェックシートを作成しておけばスムーズに移行

が進み、移行の完了の判断も容易になる。もし、移行作業に

なんらかの障害が出た場合は、データを元に戻し旧システム
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で稼働するか、そのまま移行を続けるか判断が必要となる。

この判断はプロジェクトマネジャに委ねられていることが多

い。

最終的に移行作業が無事終了して本番処理が正しく稼働

開始したらプロジェクトの終了である。 
プロジェクト名 発行日

S社 新ポータルサイト構築プロジェクト 20X1/9/8

日付
時間 9:00 9:30 10:00 10:30 11:00 11:30 12:00 12:30 13:00 13:30 14:00 14:30 15:00 15:30 16:00 16:30 17:00 17:30 18:00

ェックポイン

移行手順・確認体制最終チェック

本番サーバにディレクトリ作成
Linuxマシン(東京・大阪)接続確認

移行ソフトウェア（war含む）を結合テスト環境から2次媒体に取得

旧サーバからマスターデータを2次媒体に取得

ソフトウェア（war含む）の移行・解凍、移行プログラムの移行

ディレクトリ及びファイル配置の確認

本番機にテーブル作成

データベースロード（2時間想定）

クライアントからの動作確認(Webブラウザ表示)、移行後テスト

主要ユースケーススト実施

データベースメンテナンスバッチテスト（2時間予定）

20X1/9/30
作業内容

作業
担当
者

 
図２０ 移行タイムチャートの例 

 
8.4 プロジェクト終了処理 

本番稼働後、初期トラブルも落ち着いた頃、顧客を交えた

プロジェクト完了報告会議を行う。新システムの稼働開始の

セレモニーが行われることもある。完了報告会議では、これま

でのプロジェクトの経緯を説明するとともに、本番稼働後の問

題や対応策について説明する。この会議で承認を得てプロ

ジェクトは正式に終了ということになる。完了報告会議は、プ

ロジェクトの本番移行直後に行うことも、しばらく様子を見て

からおこなうこともある。完了報告会議までが顧客に対するプ

ロジェクトマネジャの正式な仕事ということになる。 
場合によっては未解決の問題が残っている場合もあり、そ

の対応はどうするのか、また今後の保守契約などがあればそ

の内容も報告する。

報告会が終了したら、顧客も含めたプロジェクト関係者で

プロジェクトの成功を祝う会を催すのも、プロジェクト終了とい

うけじめになるし、顧客との良い関係継続する為にも必要な

ことである。 
また、契約の終了処理はプロジェクトの完了が確認される

と同時に営業担当が責任を持つ。受注プロジェクトの正式な

終了は、契約の終了処理であるが、場合によってはプロジェ

クトマネジャが代行する。 
プロジェクトが完了しても本番開始後トラブルが続いてい

ると、顧客に受領印をもらえないこともある。本番開始後の対

応を迅速に行うとともに、顧客との日ごろからの密なコミュニ

ケーションが大切である。 
 

8.5 自社内のプロジェクト終了処理 

受注プロジェクトにおいては、成果物が完成し顧客との間

で契約も終了したのち、自社内のプロジェクト終了処理が残

っている。 
ここでは、まずプロジェクトメンバーを解放することがプロジ

ェクトマネジャの重要な仕事である。プロジェクトの終了と同

時に全員が解散するのではなく、事前に要員解放計画を立

てそれに従って行う。プロジェクトの終了時にはさまざまな問

題が発覚することもあり、できるだけ多くの要員を残しておき

たいところであるが、プロジェクトコストの面からも要員のモチ

ベーションの面からも、できるだけ速やかに要員を解放する

必要がある。

解放にあたってプロジェクト内の責任分担が障害になった

り、他のプロジェクトの状況が影響したりしてなかなかうまくい

かないこともある。そのような中でも、次のプロジェクトが決ま

っている要員についてはできるだけ考慮する必要がある。ま

た、長いプロジェクトの後は休暇や研修を予定している要員

もあり、モチベーションの面からも十分顧慮すべきである。 
次にプロジェクトの評価をまとめる。このような評価指標が、

受注企業の中で継続的に収集され今後のプロジェクト実施

に役に立つものになる。プロジェクトの評価指標の一つに顧

客満足度調査がある。プロジェクトが終了し落ち着いたところ

で、顧客のキーパーソンにプロジェクトについてのアンケート

をとり、今後のプロジェクト活動にフィードバックする。 
プロジェクトが完全に終了したら、自社内のプロジェクトの

アカウントコードをクローズする。この作業によってプロジェク

トが活動状況から終了状況に移り、これ以降はこのプロジェ

クトの原価を発生させることはできなくなる。 
プロジェクトで消費される原価の中でもっとも大きな原価は、

人のコストである。プロジェクトの稼働中プロジェクトメンバー

は対象となるプロジェクトコードに作業時間の集計をしてきた

が、これ以降できなくなる。

要員のコスト以外に、交通費の精算などの遅れを考慮して、

通常は顧客との間でプロジェクト終了が確認されたのち 1 月

ほどしてプロジェクトコードをクローズする。

 
8.6 瑕疵責任と障害対応計画 

プロジェクトが完全に終了したのちはプロジェクトマネジャ

もメンバーもいなくなる。しかし、受注プロジェクトにおいて成

果物を納めて 1 年間の間に発生した障害に対しては無償で

修正をしなければならない。関係者のいなくなったあとでの

対応をうまく進めるためにも、プロジェクトの関連書類や資料

は整理して参照しやすいようにしておくべきである。

もし障害が発生した場合は、迅速に対応する必要がある。

中には障害ではなく顧客側の運用上の問題も含まれている

可能性もあるが、解析が済むまでは真摯な態度を維持する

ことが重要である。 
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1 はじめに 

現在，日本政府は，社会保障・税に関わる番号制度の

導入を検討している．本制度は，社会保障と税に共通の

番号を国民一人ひとりに割り振る制度である．社会保障制

度と税制を一体化することにより，より正確な所得情報を

把握して適正な課税や給付につなげ，事務の効率化や

国民負担の公平性の向上を図る目的で，2015 年の導入

に向けた検討を政府にて進めている．

現在でも基礎年金の他，健康保険，介護保険，運転免

許，パスポートなど，個人に割り当てられた番号は多い．

その管理主体は厚生労働大臣や市町村など様々で，

別々に管理しているため，世帯の所得に応じて，社会保

障の給付をしようとしても，個人毎の情報の付き合わせが

容易でない．

そもそも，番号同士を結びつける仕組みがないためで

あり，複数の制度に共通した番号があれば，個人ごとに情

報を付き合わせて確認することが容易になる．これにより

正確な情報に基づき必要な課税や給付が可能になり，行

政の事務も簡素化でき，国民も各種の手続きを簡略化で

きると言われている[1]． 
一方，2010 年 6 月，米国政府は Identity Ecosystem 

（以後，一般的用語で使用する場合はカタカナ，米国固

有の内容を紹介する場合は英語表記とする）の構築を促

進することを発表した．

アイデンティティエコシステム（Identity Ecosystem）と

は，アイデンティティ管理（Identity Management，IdM，

ID 管理）のエコシステム（Ecosystem）を実現するというも

のである． 

これは，図１に示すように，社会保障，税務サービス，医

療介護サービス，電子政府サービス，民間ポータルサー

ビス，金融サービスなど個別に発行された ID を相互運用

し，国民が安心安全にオンラインサービスを受け入れる認

証基盤を構築するものである[2]．
 

 
図１ アイデンティティエコシステムの概要 

産業技術大学院大学紀要 No.5, pp.97－102 （2011） 〔総説〕 
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本稿では，米国の提案する Identity Ecosystem を例

にアイデンティティエコシステムの構築の目的，アーキテク

チャ，市場への影響を解説する．

 

2 アイデンティティ管理とエコシステム 

 アイデンティティエコシステムとは，アイデンティティ管理

とエコシステムから成る造語である．

 アイデンティティ管理とは，情報システムやネットワークに

おいて，ユーザーのアイデンティティ情報（ユーザーID，

ユーザー権限，ユーザープロファイル）の設定を継続的に

追加・変更・削除すること，またはそのための技術の総称，

この作業を支援する IT ツールを，アイデンティティ管理シ

ステムと呼ぶ[3]． 
一方，エコシステムとは，本来は生物学における生態系

を意味する用語である．近年ではビジネスにおける特定の

業界全体の収益構造を意味する用語として用いられる

[4][5]．
 エコシステムは，次の 3 つの機能からなる． 

・多様なビジネスプレイヤの参入： 厳密なビジネス契約

に基づくものでなく，興味あるビジネス母体が，自己責

任で適時参入する（適時参入）．

・適者生存と進化： ビジネスがミスマッチの場合は，不

適合者はそのビジネスモデルから手を引く（不適合者の

退出）．

・新陳代謝の促進： あるビジネスプレイヤが撤退しても

それに代わるプレイヤが新たに参画し，マクロなビジネ

スモデルは健全な平衡を保つ．撤退したプレイヤは再

度新たなビジネスモデルで参画することもある．つまり，

自浄作用によって，最大効果をもたらすビジネス状態を

常に保つ（自己変革による再挑戦）．

企業の収益構造は一般的に「ビジネスモデル」と呼ばれ

る．ある業界にかかわる複数の企業が，協調的に活動して

業界全体で収益構造を維持し，発展させる考え方である．

ただし，エコシステムの場合は，通常のビジネスモデルの

ように明確なシステムとして表現できる場合は少なく，抽象

的な企業の関係性を意味することが多い．

例えば，複数の企業が商品開発や事業活動などでパ

ートーシップを組み，互いの技術や資本を生かしながら，

開発業者・代理店・販売店・宣伝媒体，さらには消費者や

社会を巻き込み，業界の枠や国境を超えて広く共存共栄

していく仕組みである． 
アイデンティティ情報を秘匿し取引を実現するために必

要な情報のみを共有することにより匿名の参加者を保護

（利用者保護）する一方，より身元確認が必要な取引や医

療情報の照会等にも対応する．

アイデンティティエコシステムによれば，アイデンティティ

を秘匿し取引を実現するために必要な情報のみを共有す

ることにより匿名の参加者を保護する一方，より身元確認

が必要な取引や医療情報の照会等にも対応する．

 

3 アイデンティティエコシステムの仕組みとその効

果

3.1 アイデンティティ管理の概要 

アイデンティティ管理は，個人の認証であり，認証技術

の実現方式をシステム構成の観点から分類すると，図 2 に

示すように 4 つに分類できる[3]．つまり，アクセス元（ユー

ザー），認証メカニズム，情報リソースがどこにあるかに着

目することでローカル認証，直接認証，間接認証，オフラ

イン認証の 4 パターンに分けることができる． 
(1)ローカル認証 

アクセス元，情報リソース，認証メカニズムが 1 つにま

とまったスタンドアロン環境で使用，ネットワークは介在

しない．

(2)直接認証 
アクセス元とそれ以外が LAN 経由で接続する．認証

メカニズムと情報リソースは同じ筐体に収納されている．

(3)間接認証 
3 つの要素は分散しており，ネットワークで接続してい

る．認証メカニズムと情報リソースの提供者は別々の可

能性がある．現在の認証システムの主流である．Web
上の認証は主に間接認証で行われる．

(4)オフライン認証 
電子証明書使用のサーバ認証で多く採用されている．

配布された電子証明書を使用することにより，オフライン

状態でもアクセス元だけで自律して認証可能である．

 

 
図 2 認証の実現方式 

今後の主流と考える認証つまりアイデンティティ管理の

実現技術は，互いに独立した機能から構成される間接認

証が重要となる．アイデンティティエコシステムの基本アー

キテクチャは間接認証方式を採用している．
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3.2 間接認証のアーキテクチャ 

 ID 管理は，主に管理面からのセキュリティと経済性を求

めるものであった．しかし，ネットビジネスが拡大するとサ

ービスシステムの増加と個人が管理すべき Identifier（識

別子）が非常に多くなり，管理が適正でないとセキュリティ

的な問題が発生するようになった．個人の属性が，複数の

システムに分散して登録され，管理の手間の増大が発生

した．アイデンティティの観点から解決を図るものが SSO
（Single Sign 0n）である． 

従来の SSO はローカルなシステムでの利用が目的であ

ったが，間接認証のアーキテクチャからなるオープンシス

テムでのサービスが実現された．

具体的な実現方法は以下の通りである．図 3 に従い説

明する．

 

 
図 3 SSO の基本的な間接認証アーキテクチャ 

ステークホルダーは，Web アプリケーションの利用者，

Web アプリケーション，つまりサービスを提供するサービス

提供者（サービスプロバイダー），利用者のアイデンティテ

ィ情報（認証情報）と基本的な属性情報を保管する ID 提

供者（ID プロバイダー）である．

なお，間接認証に関しては，いくつかのコミュニティで標

準的なアーキテクチャが開発されている．SAML
（Security Assertion Markup Language）と OpenID で

ある．サービス提供者を SAML では Service Provider，
OpenID では Relying Party，また，ID 提供者をそれぞ

れ ID Provider，OpenID Provider と呼んでいる． 
処理の流れは以下の通りである．

1a：利用者は，サービス提供者（Web アプリケーション）

にサービス提供要求する．

2a：利用者をリダイレクトし，ID 提供者に認証を要求す

る．

3a：利用者をリダイレクトし，Web アプリケーションに認

証アサーション（認証情報）を応答する．

4a：認証アサーションを判断して，問題なければサービ

スを開始する．

1b：別のアプリケーションにサービスを要求する． 

2b：利用者をリダイレクトし，ID 提供者に認証を要求す

る．認証は 1a-4a の手続きで済んでいる．

3b：利用者をリダイレクトし，認証アサーションを応答す

る．

4b：認証アサーションを判断して，問題なければサービ

スを開始する．

認証アサーションには，基本的な属性情報を含んでい

る．サービス提供者は，認証情報とともに属性情報の提供

を受けて，権限の制御を行う．

3.3 アイデンティティ管理の課題 

特定のユーザーのみに IT サービスを提供，ユーザー

毎にサービス内容を変更するためには，システムはユー

ザーを特定するための識別・認証情報，利用できる機能

や範囲を定める利用権限情報，ユーザーの行動や履歴を

把握するプロファイル情報などを適切に管理していなけれ

ばならない．これらのデータを統合して，ライフサイクル全

般にわたって管理するのが，アイデンティティ管理である．

 システム規模が小さくユーザーが少数に留まる場合であ

れば，各システムの管理者が人手でアイデンティティ情報

を追加・変更・削除することが可能だが，システム規模が

大きいといと作業量が多くなるとともに，アイデンティティ情

報が複雑になるため，正確なアイデンティティ管理には専

用ツールが必要となる．特に複数システムにまたがって共

通のアイデンティティ情報を適用するには，ディレクトリサ

ービスなどの仕組みなしには不可能である[3]．
現状のサイバースペースにおけるアイデンティティ管理

の問題点は，以下の 3 点である[6]． 
(1) 貧弱なアイデンティティソリューション 

身元確認（ID 情報の登録），本人確認（認証），

許可のプロセスが貧弱なため，オンライン詐欺，ID
情報の窃盗，成りすましなどの被害を招いている． 

(2) ユーザー中心でないオンライン環境 
ユーザーがさまざまな Web 上のサービスを利用

するようになったことで，ID・パスワードが増え，ユ

ーザー自身が管理しきれなくなっている．また，ソー

シャルメディアのように ID 情報（個人の情報や多謝

との関連性の情報）をもつサイトが増えたことにより

ID 情報暴露の危険性が高まっている． 
(3) サービスの内容とセキュリティレベルの不整合 

サービス内容に見合った適切なセキュリティレベ

ルが確保されておらず，セキュリティリスクが存在す

る場合がある． 
 これらの問題を解決するために，米国政府は，適切に身

元確認，当人確認，許可された 信頼できるディジタルアイ

デンティティ（ディジタル ID） を確立，維持することに主眼

をおく政策提言がされた[7]．これを実現するための仕組

みが Identity Ecosystem である．米政府は Identity 
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Ecosystem の構築に対し，リーダシップを発揮すると宣言

した．

 

3.4 米国政府が提案する Identity Ecosystem 

2010 年 6 月にオバマ政権は「サイバー空間での信頼

できる ID 導入の国家戦略」（NSTIC：National Strategy 
for Trusted Identities in Cyberspace）として，Identity  
Ecosystem の導入を促すとする発表を行った．ポイントは

下記の通りである[7]-[9]．
（1）Identity Ecosystem とは，信頼できる組織が作り

認証するディジタル ID を介し，個人や組織，サービ

ス，デバイスが情報をやりとりできる仕組みである，情

報漏えいリスクを低減するためユーザネームやパスワ

ードを使わずに ID 証明をする仕組みである． 
    例えば，銀行や携帯電話会社などが信頼できる ID

証明を発行し，電子メールプロバイダやソーシャルネ

ットワーキングサイトがこれを ID 証明として受け入れ

れば，ユーザネームやパスワードを入力せずに自動

的にログインできるようになる． 
（2）Identity Ecosystem を実現する具体的なデバイス

は特定していないが，スマートカード，携帯電話，

USB ドライブ，信頼できるコンピューティングモジュー

ルなどが例として挙げられている．明示的にバイオメ

トリクスについて触れていないが，バイオメトリック認証

装置なども考慮の範囲と考える．

発表内容から類推すると，OpenID，SAML のようなシ

ングルサインオン可能なシステムを念頭において戦略が

策定されている．

NSTIC は，以下の 4 項目を目的としている．

（1）包括的な Identity Ecosystem フレームワークを構

築する． 
（2）Identity Ecosystem フレームワークに基づき相互

連携可能なアイデンティティインフラストラクチャを構

築・実装する． 
（3）信頼を高め Identity Ecosystem に参加しようという

意欲を喚起する． 
（4）Identity Ecosystem の長期的な成功を確かなもの

とする． 
これら目的を実現するために，下記 9 項目が重要として

いる．

（1）目的や戦略を実現するためのパブリック/プライベー

トセクターの取り組みを連邦政府がリードすることを示

す．  
（2）共有され包括的なパブリック/プライベートセクターの

実施計画を作成する． 
（3）Identity Ecosystem に関連する政府サービス，実

験，政策を拡大する． 

（4）強化されたプライバシー保護の実現のためにパブリ

ック/プライベートセクターで協働する． 
（5）リスクモデルと相互連携のための標準の開発と改善

を行う． 
（6）サービス提供者や個人の間の責任の所在を明確に

する． 
（7）全てのステークホルダーに対する広報や啓蒙を行

う． 
（8）国際的なコラボレーションを継続する．

（9）米国内における Identity Ecosystem の採用を促

進する他の方法を特定する． 
Identity Ecosystem が実現できれば，ユーザーは，行

政サービス，民間サービスを問わず自分の好きな ID を使

って利用でき，その際に自分のどの ID 情報を連携させる

かを自分自身でコントロールできるようになる．また，サー

ビスの内容に応じたセキュリティに見合う認証手段を最小

限に抑えることができる．

 
3.5 Identity Ecosystem のアーキテクチャ 

NSTIC で示されている Identity  Ecosystem は，統

制，管理，実行の 3 つのレイヤから構成される[7]．
（1）統制レイヤ 

図 4 に示すように提携関係にない主体が，互いのディ

ジタル ID を信頼できるようにするレイヤである．ユーザー

の ID 情報を提供する業者 IdP（Identity Provider），

IdP が提供する ID 情報を利用してサービスを提供する事

業者 RP（Relying Party），ユーザーの属性情報を保管・

提供する事業者 AP（Attribute Provider）の三者のサー

ビスを信頼付与機関（Accreditation, Assessment and 
Validation Services）が監査し，信頼付与信機関は，政

府の認定機関（Government Authority）が認定する．

各事業者に監査レベルに応じたトラスト（信頼）マークを

付与する．この仕組みを信頼フレームワークと呼ぶ．連携

していない人，組織が互いにディジタル ID を信頼できるよ

う紐づけするレイヤである． 
 

 
図 4 統制レイヤ 
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（2）管理レイヤ 

人間とそれ以外の主体（例えば組織，端末）が同じ IdP
の元で活動する層である．図 5 に示すようにユーザーがイ

ンタネット上のサービスの利用登録を行う際に，ユーザー

の身元確認を行い，ID やクレデンシャル（パスワード，電

子証明書，指紋など自分であることを証明する手段）を発

行する．ユーザーは，利用する IdP，AP，クレデンシャル

を自由に選ぶことができる．例えば，医療機関で受診する

場合と，ウエッブで何かを購入する際のクレデンシャルは

異なるものを使うように事前に設定しておくことが考えられ

る．ID 連携によりユーザネームやパスワードの入力なしに

サービスにログインできる．

 

 
図 5 管理レイヤ 

（3）実行レイヤ 
人間，組織，ハードウェアやシステムなどの人間以外の

主体が相互に関与しオンライントランザクション上で活動

する層である．ユーザーがサービスを利用する際に，各サ

ービスの間での情報連携の可否や，やり取りされる情報の

内容をプライバシーポリシーに従いユーザーが決定する．

連携できるのは，サービスの利用に必要な最低限の情報

のみである．これによりセキュリティ・プライバシーの保護を

実現する． 

図 6 に示すように ID は，個人，組織（家族），ハードウ

エア・ソフトウエア，データで利用できる． 

 
図 6 実行レイヤ 

上記の 3 つのレイヤにより利便性とプライバシー保護を

両立させたユーザー中心の仕組みが実現できる．また，

各サービス事業者は，信頼フレームワークにより信頼レベ

ルが認定されているので，事業者は他の事業者との連携

の可否を機械的に判断することができる．

ディジタル ID の管理方法が不明であるが，ディジタル

ID は端末などで管理する可能性もあり，端末の所有者認

証などにバイオメトリクスは重要な機能となる可能性があ

る． 
米国においては，ID の情報連携の仕組み（信頼の枠

組み）として，4 つの保証レベルを規定している[10]．表 1
に示す保証レベルはアイデンティティエコシステムを実現

する上での一つの信頼モデルの指針となる．

 アイデンティティエコシステムを構築・運用する上で，下

記の 3 点に関する留意が必要である． 
(1) プライバシー保護と参加の自由 

トランザクションに必要な最低限の情報のみを連携

させ，その他の情報は漏らさない，厳密なアクセスコン

トロールにより，情報の不正利用リスクを減らす．

Identity Ecosystem を利用するかどうかは個人・組

織ともに自由選択できるようにする． 
(2) 相互接続性 

強力で相互運用性のある技術とプロセスにより，ス

テークホルダー（利害関係者）間の適切な信頼レベル

を実現する．１つのアイデンティティをさまざまな web
サイトで利用できるようにする．また，サービス提供者

がさまざまクレデンシャル認証メディアを受け入れるよ

うにする．さまざまな官・民のアイデンティティから自分

の好きなものを利用できるようにする． 
(3) ユーザー中心 

サービスの性質に応じて適切な（かつ相互運用可

能なクレデンシャルを選択して利用できる．ユーザは

必要な情報以外を連携しないようにコントロールする．

サービス提供者による個人情報やクレデンシャルの名

寄せを禁止することができる．

 
表 1 保証レベルの定義 
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4 アイデンティティエコシステムが与える市場イン

パクト 

本稿では，米国の例を紹介したが，フィンランドにおい

て ID エコシステムの実現に向けた取り組みが行われてい

る．政府機関の発行する ID とともに，民間 ID を活用した

場合，サービスの利用が促進されると報告されている

[10]．
 国内においては，単独の背番号制度の導入に留まる可

能性も高いが，公的機関発行の ID および民間発行の ID
を連携する構想は民間シンクタンクから出ているが，政府

の見解としては，言及されていない．

日本でも電子政府や社会保障の番号制などを ID エコ

システムとして構築することにより利便性や効率化に貢献

できる，金融サービスや医療サービスにおける ID 連携推

進することにより，新規ビジネスの創出効果が見込まれる．

表 2 に示す野村総合研究所の試算によれば，ID エコ

システムによって，消費者や事業者，および社会全体にメ

リットがもたらされ，新たな民間ビジネスの創出も期待され

ている．この効果は 10 兆円を超える規模と試算している

[10]．（社）日本経済団体連合会などの数値をもとに算出

され，行政の業務効率化，利便性向上などを根拠にして

おり，期待数値の域を出ていないが，ある規模の市場効

果があることは間違いないと考える．

 
表 2 「ID エコシステム」の導入効果（試算） 

 
 

5 おわりに

海外では，公的組織あるいは民間組織が発行する ID
を機能的に連携し，ユーザーサービスの向上やサイバー

空間における安全性を確保する方向で進んでいる．日本

では，公的 ID の整備，公的 ID と民間 ID での連携に関

し，検討が始まったばかりである． 
アイデンティティエコシステムは，本来あるべきアイデン

ティティと個人の在り方を示している．ただし，実現する上

では,プライバシー保護など多く課題があるのも事実であ

る． 
 個人に付与する番号は，事業や制度ごとに付けられて

いるこれらの番号を一本化するのではなく，国民一人ひと

りに付与する番号と各制度の番号とを紐付けしていく方向

で，検討が進んでいる．番号を利用する範囲が広がれば，

一つの脆弱性が大きな問題に発展する可能性もある．取

り扱われる個人情報も増えるため，便利になる一方でプラ

イバシー侵害のリスクも高まる．

 従って，個人の利便性を向上させると同時に新しい市場

を創出できるなどの長所があることだけに注視するのでは

なく，負の側面も把握し適切な対応が必要である．

このため，日本で整備する際に既存の複数のシステム

の長所短所を分析することが重要である．海外事例の詳

細分析，個人情報保護の具体的な検討に関しては，今後

の課題である．
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1 はじめに 

産 業 技 術 大 学 院 大 学 （ 以 下 ， AIIT ） で は ， PBL
（Project Based Learning）による教育を行っており，学

生が実務遂行能力（コンピテンシー）を身につけることに

主眼をおいた教育を行っている．従来の大学院修士課程

では論文指導を通して「研究」を遂行するための能力を教

育することに力点をおいていた．すなわち，研究遂行能力

を教育する「従来型」と，業務遂行能力を教育する「AIIT
型」とでは，教育理念が大きく異なっている．

このことを反映して，学生の評価基準についても AIIT
では学生の「活動」と「成果」のそれぞれを「質」と「量」の 2
つの軸で評価するマトリクス式の評価方法を採用している

[1]．従来の大学院修士課程では研究の「成果」としての

修士論文の「質」が重視され，その内容によって学生の評

価が決まる．つまり，従来型ではアウトプットである修士論

文の質に力点を置いて評価するのに対し，AIIT 型ではア

ウトプットに至るプロセスの質と量までを評価の対象として

含むことが両者の差異である．

従来型の修士教育では，最終的な成果物としての「修

士論文」とその「成果発表（プレゼンテーション）」の内容を

もって修士号を与えるかどうかの判断を行ってきた．この

場合，教員は最終の成果を評価の対象とする．逆に言え

ば，その成果に至るプロセスについては（主担当教員以

外は）通常は関心が無い．これは，学生の修了時における

スタティックな評価方法だと言える． 

これに対して，AIIT 型では，最終的な成果物に至るま

でに学生がどのような活動を行ってきたのか，その質的・

量的な側面から評価を行う．このことにより，現実の未知の

実務上の課題に対して，学生がそれを解決できる能力を

備えているかどうかを判断する．この際に必要となるのは，

プロジェクトの一連の活動に対する評価であり，それは活

動のプロセスにおけるダイナミックな評価方法が求められ

ることを意味する． 
さて，AIIT型のダイナミックな評価方法を達成しようとす

る場合，最も課題となるのはグループワークにおける学生

個人の日常的な活動を教員が把握し，その状況を評価し

て適切な指導に反映させるための方法である．もちろん，

学生の活動を，教員がつきっきりで逐一確認することは困

難である．従って，プロジェクトのある時点における学生の

活動の状況と，そこから日々生成される成果物の状況を

把握するためには，何らかの仕掛けが必要である．

本研究者は，この問題意識から，2008 年から iPBL
（infrastructure for PBL）と呼ばれるシステムを導入し

AIIT の PBL 教育で利用してきた[2]．しかしながら，この

システムの導入から現時点で 3 年が経過し，システムの機

能面や性能面において時代遅れとなっている部分がある

ことは否めない．また，この間の PBL において本システム

を実際に運用することで明らかになった課題も見えてきて

いる．

そこで，本論文では，現状の iPBL が提供している学生

の教育指導のための仕組みについて改めて整理した上で，

今後求められるシステムの有るべき姿について考察した 
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以下，2.では現状の iPBL が提供している PBL のため

の機能とその課題を整理する．3.では運用上の課題につ

いて述べる． 4.では主にクラウド型のサービスを中心に，

今後の AIIT 型の PBL において活用できると見込まれる

ツールについて述べる．最後に，5.でまとめを述べる． 
 

2 iPBL が提供する機能と課題 

2.1 iPBL の全体概要 

iPBL とは，Microsoft 社製の Project Server 2007 を

AIIT の PBL 向けにカスタマイズしたものである．図 1 に

その全体構成を示す．

 

 
図 1: iPBLの全体概要 

中核となる Project Server 2007 は，ディスクトップアプ

リケーションの Project Professional を用いて，プロジェク

ト計画の作成や進捗管理のための情報共有を行うための

サーバである．

これと共に， SharePoint Services をプラットフォーム

とした Web ベースのアプリケーションである Project Web 
Access（PWA）によりWebブラウザからプロジェクト管理の

ための情報を参照できる．

このシステムは，管理者以外のユーザとして，学生によ

るプロジェクトマネジャー（PM）とメンバー，および，教員

の 3 者が存在する．PM は Project Professional を用い

て WBS を作成し，PWA を用いて進捗を把握する．メンバ

ーは PWA を用いて進捗の報告を行う．教員は，PWA を

用いて進捗や課題を把握する

 

2.2 プロジェクト管理機能 

iPBL を利用すると，PM が立てたプロジェクト計画をガ

ントチャート形式でメンバーが共有することができる．Web
ブラウザを利用してPWAにアクセスすることで，図 2に示

す通り全てのプロジェクトの進捗状況を把握できる．

 

 
図 2 ガントチャートによる進捗の把握

この機能を用いるためには，PMがタスクを作成した後，

メンバーにアサインし，その上で PWA に情報を発行する．

メンバーは，タスクの進捗を PWA を用いて入力し PM の

承認を受ける．

この一連の作業を行うことにより，リアルタイム製の高い

進捗状況の把握が可能になる．しかしながら，現状ではこ

れらを円滑に実施することは困難である．これは，PM とメ

ンバーがこれらの機能を理解し，使いこなすことが難しい

からである．一連の作業を解説した手順書を用意している

が，全てのユーザが理解して使いこなしてはいない状況

である． 

2.3 プロジェクトワークスペース 

すべてのメンバーは iPBL の PWA が用意するプロジェ

クトごとの「ワークスペース」を用いて各種のファイルを共有

できる．これらは SharePoint Services の機能により実現

されている．OS（Windows）のバージョン毎に差異はある

ものの，実質的には Web 経由でアクセスできるファイルサ

ーバである．

このワークスペースを，Web ブラウザである Google 
Chrome で開いた画面を図 3 に示す 

 

 
図 3 Webブラウザによるアクセス 

ユーザは一般的なブラウザ操作によって，ファイルをア

ップロードしたり，ダウンロードしたりすることが可能である．

しかしながら，近年増えてきた，JavaScript 等を活用した

マウスのドラッグ＆ドロップ操作によりファイルの追加やダ

ウンロードができる Web アプリケーションに比較すると操

作性に難があることは否めない． 
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この状況は，ワークスペースを Windows の標準ファイラ

ーであるエクスプローラを用いると若干改善される．エクス

プローラを用いてワークスペースにアクセスした場合の画

面を図 4 に示す．

 

 
図 4 エクスプローラによるアクセス 

これにより，ユーザはファイルサーバを操作するのと同

じインタフェイスでプロジェクトワークスペースを利用できる．

ただし，この操作が可能な OS は Windows に限られてい

る．また，Windows でもバージョン毎に挙動に差異がある

との報告もあり，全てのユーザが快適に利用できていると

はいえない状況である．

 

2.4 週報 

AIIT では，PBL に所属する学生は 1 週間に一回，「週

報」を提出することになっている．学生は週報に今週の活

動と成果，次週の予定，現状における課題等を記入する．

この週報を提出するために，PWA のレポートコンポー

ネントを利用した入力フォームを用意している．レポートコ

ンポーネントは，毎週のフォームを自動的に生成する．ま

た，未提出の週報がある場合，ユーザのホーム画面に提

出を促すメッセージが出る等の機能がある．

現状，このコンポーネントは Internet Explorer でのみ

利用可能である．このため，Windows 以外の PC しか持

っていない学生は大学の PC 教室で提出することになり，

不便が生じている．また，教員にとっても閲覧するには，

PWAにログインする必要があり，メール等の手段でも利用

できるようにして欲しいといった要望がでている．

管理上の問題として，このコンポーネントの機能的な制

約から，PBL の期間が終わった際にフォームの自動生成

を停止させることができないことがある．停止させるには，

管理者が手動ですべてのデータをバックアップした後，デ

ータベースを削除するしかない．そのため，実施的に停止

は行えていない．

 

2.5 Self-Assessment 

週報が毎週 1 回なのに対し，毎期毎に学生の学習状況

などを把握するために実施している Self-Assessment も

SharePoint Services のアンケート機能を利用して実現し

ている．

この Self-Assessment には相互評価の項目がある．こ

れはメンバーの名前と，評価（5 点満点）のマトリックス式の

アンケートを用いている．アンケートには集計機能がある

が，この機能だけでは，相互評価の点数の自動集計がで

きないことがひとつの課題となっている． 
また，週報はグループごとにまとめて一覧表示が可能で

あるのに対し，Self-Assessment はそのようなことができな

い．そのため，教員にとってはグループメンバー全員の提

出物を閲覧するために，若干手間がかかる．

 

2.6 成績評価のための集計表

PBL の成績評価では，まず，主担当と副担当 2 名が学

生に対して素点をつける．次に，主担当は，素点を参考に

して改めて総合点をつける，という流れになっている．また，

この際の点数は専攻の全教員が出席する成績判定会議

で公開され，チェックされる．

この成績評価のための集計表も，iPBL のリスト機能で

実現している．この集計表には，活動の量，活動の質，成

果の量，成果の質の4つの点数を入力する．その上で，そ

れぞれに重みを付けて，総合点を算出する．この際の計

算は，現状，教員が手動で行なっている．

これは，SharePoint Services ではいわゆる計算式を

フォームに埋め込む事ができないためである．この点も改

善すべきポイントである． 

3 運用上の課題 

3.1 運用して明らかになった課題 

以上述べてきた機能的な課題の他に，PBL のインフラ

ストラクチャーとして iPBL を運用した経験から明らかにな

った運用上の課題について述べる． 
このシステムは学生の PBL における成績評価に直結し

ている．週報や Self-Assessment の内容は，学生の学習

状況を把握するために用いられるため，全学生が iPBL を

利用しなくてはならない．このため，学生にとっては，この

システムの使い勝手がクリティカルな状況となる．

また，学生毎に IT リテラシーが大きく異なる．特に，情

報アーキテクチャ専攻と創造技術専攻の学生とでは，コン

ピュータ技術に対する知識の差がある．加えて，オペレー

ティングシステムについても，普段は Windows を利用せ

ずもっぱら Mac を好む学生や，Linux のワークステーショ

ン環境で利用している学生もいる． 
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現状の iPBL は，Windows OS で Internet Explorer
を使った場合に限り全ての機能が利用できるので，それ以

外の環境にある学生にとっては使いづらいという印象を持

つことは避けられない．

このようなことから，OS や，ブラウザなどに依存しないよ

うなインフラを用意することが今後望まれる． 
 

3.2 管理上の課題 

iPBL の管理は，現在学内のサポートスタッフにほぼ依

頼している．例えば，週報や Self-Assessment の設定な

どはサポートスタッフが行っている．このことで，教員や学

生の管理に対する負荷はある程度押さえられている．しか

しながら，iPBL の運用に際してはいくつかシステム管理

上の課題もある．

まず，技術的な制約から，管理者が一括して全プロジェ

クトのワークスペースを作成することができないことがある．

学生は PBL のグループが決まった後，プロジェクトのワー

クスペースの作成作業を行わなくてはならい．毎年，4 月

にこれを行うための説明会を教員が行っており，その際に

使用する操作手順書も用意している．しかしながら，誤操

作により想定と異なる設定情報でワークスペースが作成さ

れることもたびたび発生している．

加えて，説明会では一斉に作成作業を行うためか，不

完全な形でサーバに登録されてしまうこともある．そもそも

作業手順が必ずしも容易とは言えないなめ，学生にとって

iPBL は「使いづらい」という印象を最初の段階で与えてし

まっている． 
次に，PBL のグループメンバーの異動や，プロジェクト

マネジャー（進捗管理者）の変更に伴う管理が厄介である．

プロジェクトのメンバー変更に伴うワークスペースの閲覧権

限情報や，週報の変更作業などが年に数回程度発生す

る．メンバーの異動は避けられないことから，ある程度は許

容する必要はあるだろうが，その際の作業の手間を軽減さ

せる方策は検討する必要がある． 

3.3 学生の指導と評価に利用するための課題 

iPBL を導入したそもそもの目的の一つとして，学生の

PBL における学習の状況を教員が把握し，指導と評価に

用いることがある．現状において，作った成果物を学生が

iPBL のワークスペースにアップロードすることで，教員は

いつでも学生の成果物にアクセスできる環境にはなってい

る．これに対して，WBS に基づくプロジェクトのタスク管理

や，リスク・課題管理については有効に活用されていると

は言い難い．

その理由の 1 つは，PM が WBS で計画を作成する際

に，Project Professional 2007 というディストップアプリケ

ーションを用いなくてはならないことがある．このことは大き

な制約になっており，将来的には Web ブラウザから直接

WBS を作成できるようなインタフェイスが望まれる．

プロジェクトのメンバーにとっては，タスクの進捗状況の

報告が手間である．タスク毎に，予想される作業時間に対

して，どれくらいの時間作業を行ったか，メンバーは iPBL
を通して PM に報告できる．この際の入力作業の方法に

ついても，操作手順書を用意しているのであるが，現状で

は上手く使われていない．

さらに，当初の目標を達成できなかった点として，WBS
にあるタスクと，その成果物の紐付けが上手く利用されて

いないことがある．計画では，WBS のタスクには成果物に

対するリンクが設定され，教員やメンバーは WBS から容

易に成果物にアクセスできるようになるはずであった．

iPBL にはこのための機能があるが，タスクと成果物を関

連づける際の操作性に難があり，学生に子の作業を強要

するのは難しい状況である．

このことから，学生の状態をリアルタイムに教員が把握し，

適切な助言や指導を行う材料として用いるという iPBL の

当初の目標は未達成であると言わざるを得ない． 

4 PBL で活用できるツール 

4.1 次期 PBL 向けインフラストラクチャに向けて 

以上考察してきたとおり，現状の iPBL では，ワークスペ

ース機能による成果物の共有についてはある程度当初の

目的が達成されている．また，週報や Self-Assessment
については，使い勝手や管理上の問題はあるものの一応

は PBL 教育に支障のない範囲で利用できている． 
但し，プロジェクトマネジメントツールとしての面では，

WBS に基づくタスク管理や，実作業時間に基づく進捗の

把握，あるいはタスクと成果物の紐付けについては期待し

た状況にはなっていない．

そこで，本節では，これらの課題を踏まえ，現状の

Microsoft Project Server 2007 に代わるシステムとして

どのようなものが考えられるかについて議論したい． 
 

4.2 Redmine によるプロジェクト管理 

近年，プロジェクトマネジメントに利用できるツールが，

フリー／有料を問わず様々登場している．筆者の PBL で

は，そのうちの一つである Redmine[3]に着目し，運用し

ている．

Redmine は，プロジェクト管理機能を持つバグトラッキ

ングシステム（BTS: Bug Tracking System）である．近

年は，その利用方法として提案される「チケット駆動開発

（TiDD: ticket-driven development）」が注目を集めて

いる[4]．TiDD は主にアジャイルなソフトウェア開発に適

用できる手法である．この手法の基本ルールは「To 
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Ticket, No Commit!」と呼ばれ，チケットにより作業の見

える化を行うのがその主旨である．

Redmine は Web ブラウザから利用可能な Web アプリ

ケーションである．筆者の PBL で利用している Redmine
のトップ画面を図 5 に示す．

 

 
図 5 PBLで利用している Redmine 

この画面には，現在 Redmine の管理下に置かれてい

るプロジェクトの名前と説明文が表示されている．ユーザ

の権限に応じ，これらのプロジェクトの情報にアクセスする

ことができる． 
プロジェクトの情報にアクセスした画面を図 6 に示す．

 

 
図 6 プロジェクトのタスク等 

こ の 画 面 で は ， プ ロ ジ ェ ク ト の 課 題 管 理 （ Issue 
tracking）や，メンバーの情報などを見ることができる．プ

ロジェクトメンバーは，この画面にアクセスすることで自分

が今アサインされているタスクを知ることができる．また作

業が終わった場合も同様に，Redmine から進捗報告が行

える．

Redmine では，標準でガントチャートによるプロジェクト

のスケジュール管理ができる．図 7 にその様子を示す．

 

 
図 7 ガントチャートによるWBS 

 

この画面から，プロジェクト全体の進捗状況をビジュア

ルで確認することができる．現状の iPBL における PWA
の機能を代替するものとして期待できる．

次に，タスクの詳細情報は図 8 の画面の通り閲覧でき

る． 
 

図 8 タスクの進捗状況 

この画面を見ることで，メンバーはタスクの詳細な情報を

確認することができる．

加えて，Redmine にはソースコードの構成管理ツール

との連携の機能がある．連携できるツールは複数あり，ここ

では SVN と連携させた例を図 9 に示す．

 

 
図 9 レポジトリの閲覧 

SVN のレポジトリの状況が Redmine のインタフェイスを

経由して表示されていることが分かる．この構成管理ツー

ルとの連携機能は，特にソフトウェア開発系の PBL で有

用であろう．

以上見てきたとおり，Redmine を用いることでプロジェ

クト管理に有用な機能が一通りそろっている．このような機

能を活用することで，PBL における学生の状況を可視化

することが現在以上に容易になると考える．

Redmine は普及して間もないツールであり，ソフトウェ

ア開発の分野以外での認知は低く，技術的な面でも実際
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の導入にはいくつかの課題が考えられる．しかしながら，

PBL における学生の活動と成果を見える化するためのツ

ールとして有望な選択肢の 1 つである． 

4.3 Google が提供するツール 

PBL のインフラストラクチャとして期待できるツールとし

て，Google Apps for Education（以下，単に Apps）があ

る[5]．Apps は Google 社が提供するサービスである．これ

を用いることで，任意のドメインのアカウントで Gmail 等の

クラウド型アプリケーションを利用できるようになる（例えば，

user@aiit.ac.jp）． 
加えて，GAfE 上で動作する多くのプラグインコンポー

ネントが配布されていて，それらを組み合わせることで比

較的に自由に機能の追加やカスタマイズができる．筆者

が調査したところ，現状の iPBL を用いて実施している週

報の機能や Self-Assessment を Apps で実現できる感触

をえた． 
これ以外に，Google Project HostingもPBLで利用す

るインフラとして検討できる．このサービスはオープンソー

スのソフトウェア開発のための機能を提供する．Redmine
と SVN の構成と同様の BTS やレポジトリを無料で使用で

きる．ただし，ソースコードを含む全ての成果物は公開さ

れるので，誰でもアクセスできるようになる．このことが制約

になる PBL においては利用できない．

以上の他，Google は様々なツールを提供している．こ

れらのツールを用いて PBL のインフラストラクチャを構築

することも今後検討すべきである．

 

4.4 多様なツールへの対応 

近年，共同作業を支援するためのツールが数多く利用

できるようになっている．今後の AIIT のインフラストラクチ

ャを考えるに辺り，これらの様々なツールとの連携は無視

できない．従来のように，一つの標準的なツールを用意し，

その利用を学生や教員に強要するような考え方は受け入

れられづらくなってきていると言える．

例えば，現在 iPBL の SharePoint Service で実現して

いるファイル共有については，Dropbox や SugerSync な

どのツールとの併用が必須になる． 
また，Twitter や Facebook といった SNS も共同作業

のためのインフラとして活用できる可能性がある．Skype
を利用したオンライン会議も当たり前になってきた． 

これらの多様なツールを利用しつつ，より教育効果の高

い PBL の学習環境を構築することが今後の研究として必

要である．

 

5 おわりに 

以上，AIIT で実施している PBL 教育のインフラストラク

チャとして利用している iPBL についてその現状と課題と

解決策を述べた．現状においては，当初の目的をある程

度達成はできてはいるものの，真に使い勝手の良いツー

ルにはなっていない．

近年，Web ベースのアプリケーションのユーザインタフ

ェイスは飛躍的に向上している．これを踏まえ，本学の

PBLインフラストラクチャについても，よりモダンな，使い勝

手の良いツールになるようにしたい．また，プロジェクトの

活動内容，ユーザの好みに応じた多様なツールが利用で

きるようになることが望ましい． 
プ ロ ジ ェ ク ト 管 理 や ， フ ァ イ ル 共 有 ， 週 報 ・ Self 

-Assessmentといった現状 iPBLで提供しているサービス

は踏まえつつ，新しいツールに求める要件を定義する必

要がある．

これらの研究を通し，本来の主旨である大学としての学

生の指導や評価の面でより活用できるインフラストラクチャ

を実現していきたい． 
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1 はじめに 

日本の大学教育が，企業が求めている知識・スキルを教

えられていないのではないかとの指摘が日本経団連からさ

れている[1]，企業が必要とする人材を教育する目的で，産

業技術大学院大学は設置されている．従来の教育方法とは

違った新しい教育方法を取り入れることで，企業が求めてい

る知識・スキルが身に付くようにカリキュラムが設計されてい

る ． そ の 中 の 中 心 的 な 部 分 は PBL (Project Based 
Learning)である． 

図 1  企業ニーズとカリキュラムのミスマッチ 
出典：日本経団連「産学官連携による高度な情報通信人材の

育成強化に向けて」(2005) [1] 
 
図 1 は経団連が指摘した企業ニーズと大学教育（カリキ

ュラム）のギャップである．ここで注目してほしいのは，企業

ニーズとは「IT サービス企業」を指している点である．IT
産業は製造業というよりサービス業という認識に基づいて

いる． 

2 リアルケースによる PBL 

本学では他大学との違いとして，社会人が仕事をしながら

学生でいられることと，PBL によるコンピテンシー教育を謳っ

ている．情報アーキテクチャ専攻の社会人学生の割合は９割

以上である．図 2 は本学での PBL の位置づけを示している．

学生から見ると，修士 1 年次に講義科目を修得し，修士 2 年

次は PBL に専念するようになっている．情報アーキテクチャ

専攻では教授・准教授がそれぞれひとつの PBL を実施し，

10 個の PBL が並行して実施される． 
筆者が実施している PBL のテーマは「情報戦略と業務改

革(BPR)提案」である．PBL に協力してくれる企業や組織の

リアルケースを扱っている．今までに PBL に協力していただ

いた企業・組織は次のようである．

・ 東京都（港湾局，建設局，総務局情報システム部，

総務局行政改革推進部） 
・ インターネット総合サービス企業の情報システム開

深刻化するハイレベルな
ＩＴ技術者不足の解消

社会人

入学前
知識・スキル

＋ １年次
授業 PBL＋

情報システム学
修士（専門職）

 
 

大学卒業生・高専専攻科卒業生

社会・企業 n ビジネスとITのつなぎ

n ソフトウェア開発の難しさ

２年次

 

図 2 情報アーキテクチャ専攻に於ける PBL の位置づけ 

産業技術大学院大学紀要 No.5, pp.109－116 （2011） 〔総説〕 



戸沢義夫 110

 

発部 
・ 医療・健康ポータルサイトサービス企業

・ 音響機器メーカー設計開発部

・ 表面処理（メッキ）企業 
 

2.1 PBL 教育目標の達成度 

PBL が成功しているかどうかを客観的に測るのは困難で

あるが，平成 23 年度前期に実施した PBL（表面処理企業の

協力）での主な学生のコメントからは，筆者が目指した教育

目標は達成されたと感じられる．

l 学生１

チャート重視で社長(顧客)から言葉を引き出していくという

やり方に当初は戸惑いもあった．これは社長の言葉で話させ

ることで，より多くの情報を得ることができ，かつ，話し手がハ

ッピーになり，次もより協力的になってくれる．こういうサイク

ルに持ち込むにはとても有効な手法だと思った． 社長が全

部知っていると思っているところに，気付きを与えることが非

常に価値があるということを身をもって体験できた．

l 学生 2
実際に一仕事やり遂げた実感も強く感じている．指導いた

だいた戸沢先生はじめ教員の皆様からは厳しい意見をいた

だき，資料の修正ややり直しが何度も発生し，自分たちのレ

ベルが未熟であることを痛感した．最初に作成した資料と完

成した資料を比べると，違いが歴然としており，指導を通して

成長できたことを感じる．また時にはインタビューや資料の出

来にお褒めの言葉をいただくこともあり，活動の期間を通し

てモチベーションを高く持てたと思う．

l 学生 3
当 PBL の活動をする上で学んだことは沢山ある．インタビ

ューとは受ける人をハッピーにさせることである． お客様に

お客様の言葉で話してもらうことである．

l 学生 4
私は，経営者と対話する機会など一切無いわけで，この

PBL に所属しスポンサーのビジネスにつながる提言を経験

できたことは非常に大きいと思っている．最近の仕事ではド

キュメントの精度も向上していると周囲から褒められる．特に

あるべき姿を意識することと，そこに向けてどういうステップで

進めていくかという仕事の進め方は，周囲と合意しながら仕

事を進める上で重要な考えであり，そこに現実的なスケジュ

ールを交えると強力な武器になることが分かった．

l 学生 5
本 PBL 活動で良かったことは，コンサルティング活動を実

際の企業をお客様にイチから経験すること，この一言に尽き

る． お客様に対するヒアリングから，業務分析を行い， 課題

を仮説として提示する部分に関して，指導教員，他の PBL メ

ンバーと みっちり 検討及びレビューが出来たことは，非常

に貴重な経験であり， 自分の仕事に既に活かされている部

分もある． 

2.2 東京都のテーマ 

東京都に協力していただいた PBL テーマの基本は「情報

戦略と業務改革(BPR)提案」であるが，そのスコープは次の

ようであった． 
・ 港湾局：縦割り組織の弊害

・ 建設局：工事情報共有システム

・ 総務局情報システム部：TAIMS
・ 総務局行政改革推進部：IT 調達

本学は東京都の公立大学なので，東京都との関係が強く，

東京都の情報化推進リーダー研修を行っていた．情報化推

進リーダー研修は，2～3 年毎の定期的人事異動により情報

化推進リーダー（副参事，課長級）になった人（過去に IT に

関係した業務の経験のない人を含む）を対象にした 3～4 ヶ

月のフルタイム研修である．

筆者はこの研修で PBL による指導を 4 年間担当した．数

人の新任情報化推進リーダーで１チームを作り，学生と同じ

PBL テーマに取り組んでもらった．従って，筆者は上記 4 つ

の PBL については，学生チームと情報化推進リーダーチー

ムと 2 回ずつの指導経験を得ている． 
東京都の業務，役割の考え方，仕事の進め方，意志決定

のメカニズム，価値観，ルールなどは，情報化推進リーダー

の人たちとの議論からいろいろ学ばせてもらった．民間企業

での常識とは違った部分も多く，合理的でないと思われる業

務がなぜそのように行われているかにもそれなりの理由があ

ることがわかり，驚きも多かった． 
 

2.3 東京都の IT 化ルール 

東京都は IT 化（電子都庁化）について平成 13 年に電

子都庁推進計画[2]を策定し公表している．IT 化は概ね

この計画に沿って行われてきた．その後，平成 19 年に

東京都：今後の IT 化取組方針[3]を公表している．

東京都の IT 化では，全庁的な IT インフラになるもの

は情報システム部が担当するが，個々の業務システムに

ついてはその業務を所管する所管部署の責任で IT 化を

推進する．情報化推進リーダーは各局内で業務システム

が必要になる場合に IT 化を推進する役割を持つ．

IT 化にあたってはアセスメントを行うことが義務づ

けられている．企画時と運用時（運用開始してから２年

後）である．企画時のアセスメントは業務システムが必

要かどうか，仕事のしかたがどう変わるか，効果が期待

できるかどうかを評価する．運用開始後のアセスメント

は，システム機能が適切であるかどうか，運用が適切に

行われているかどうかを評価する．ルールにきちんと従

っている限り IT 化と IT 投資に大きな間違いが起こらな

いようになっている．
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3 東京都建設局の PBL 

3.1 きっかけ 

私が指導した情報化推進リーダーのひとりが建設局に就

任し，本学 PBL のテーマとして提供してもらったものである．

対象は「工事情報共有システム」である．このシステムは平成

13 年の電子都庁推進計画 82 ページに記載があり，電子都

庁化の構成要素と位置づけられていた．当時，国土交通省

（旧 建設省）が建設 CALS/EC を推進しており，その東京都

版として推進計画に取り込まれたものである．工事情報共有

システムは電子都庁推進計画に載ったことから，本来ならば

行うはずの企画時アセスメントを経ずに予算が承認されシス

テム導入が行われた．

公共工事は図 3 に示すように 4 フェーズに分けられる．設

計・積算，入札・契約，工事施工，維持管理である．工事情

報共有システムは，工事施工段階で使用されるものである．

東京都の工事監督員と工事を請け負った施工業者の現場

代理人との間で IT を使って情報共有できるようにするもので

ある．図 4 に示したように，工事監督員と現場代理人のコミュ

ニケーションがスムーズにいくと，工事全体の生産性の向上

が期待される．

工事監督業務は，現場代理人から出される提案や計画を

見て，それを承認したり，必要な指示を出す仕事である．ま

た，施工業者が承認した通りの材料を使っているか，設計図

通りの工事を行っているかを管理・監督する．施工後外から

見えなくなってしまう場合は，工事現場に出向き工事状況を

確認する．工事情報共有システムのユーザーは東京都職員

（工事監督員）と施工業者の両方であるので，施工業者から

システム利用料を取ってもいいのだが，無料で使えるように

していた． 
システム導入後 2 年が経過し，ルールに従って運用時ア

セスメントを実施した．その結果判明したことは，ユーザーが

なく誰も使っていないということだった．誰も使っていないの

は問題なのでどうしたらいいかというのが PBL テーマとして

提供されたきっかけである．

 
3.2 工事情報共有システムの評価 

運用時アセスメントは対象がシステムであり，導入されたシ

ステムの機能や運用状態が適切かどうか，改善すべき点は

ないかどうかを評価するのが目的である．しかし，ユーザー

がいないのであれば，システムがいいかどうかの判断はでき

ない．システムはいいのだけれど，何か別な理由で誰も使っ

ていない可能性があるからである．考えられる理由のひとつ

は，現場代理人が ITに慣れていなかったり，IT リテラシが低

いためにシステムを使いたがらないというものである．

建設局では，なぜユーザーがいないのかを調べるために，

限られた人たちにシステムを強制的に使ってもらう実証実験

を行い，アンケートをとった．その結果判明したことは想定し

ていた理由とは異なっていた．

現場代理人のコメントは，工事情報共有システムを積極的

に使っていきたいというものである．それに対し，工事監督員

のコメントは，2 度手間になりシステムを使う分だけ負担が増

えるから使いたくないというものであった．利用料を無料にし

ているにもかかわらず工事情報共有システムが使われない

のは，施工業者側に理由があるのではなく，東京都に原因

があったのである．

確かに，現在の工事業務は IT なしでまわっている．各種

フォームが用意され，現場代理人と公示監督員のコミュニケ

ーション手段に使われている．それらのフォームには押印が

必要であり，記録を残すためにフォームの保管が義務づけら

れている．

システムを導入しても IT なしでまわっている業務の見直し

がなければ，IT を使う部分がオーバーヘッドになり IT の効

果は得られない．仕事のしかたを変えたり，業務ルールを見

直すことをしないで IT を導入してもダメであるという典型例で

ある． 
工事情報共有システムがシステム的にいいかどうかという

判断はユーザーがいないためにできない．しかし，IT 調達と

いう観点では，工事情報共有システムは，そのシステムから

効果が得られていないという意味で，IT 調達の失敗と言え

る． 

 

図 3 建設 CALS/EC の考え方 

施工業者

施工業者
現場代理人 工事監督員

コミュニケーションの
迅速化

工事業務

都職員  

図 4 現場代理人と工事監督員のコミュニケーション 



戸沢義夫 112

 

4 総務局情報システム部の PBL 

情報システム部から提示された PBL テーマは TAIMS: 
Tokyo Advanced Information Management System
（図 5）である．TAIMS は都庁の IT インフラであり，電子都

庁推進計画の中で最も重点が置かれているもののひとつで

ある．これにより，インターネットへの接続や電子メールの利

用が可能になっている．

電子都庁推進計画では，グループウェアの導入が明記さ

れており，それによる効果として下記が挙げられている．

Ÿ 職員が横断的に議論し合える場の提供

Ÿ 業務ノウハウの共有化

Ÿ 情報共有化により報告を主な内容とする会議の縮減 
TAIMS ではメールとグループウェアに Notes が導入され

ている．PBL で TAIMS 利用実態を調査した結果，TAIMS
の課題を図 6 にまとめた．Notes データベースは誰でも使え

るようになっており，Notes データベースを有効活用すれば

業務上のメリットが得られるケースが多くあるにもかかわらず，

ほとんど使われていないのが課題である．つまり，グループ

ウェアから得られるはずの効果が得られていない． 
Notes データベースは既に導入されており利用するため

に新たな投資は必要ない．使えばメリットが得られるはずな

のに，それを使わないために宝の持ち腐れになっている．IT
調達の観点からは，得られるはずのメリットが得られていな

いという意味で，IT 調達が失敗していると言える．

 

5 総務局行政改革推進部の PBL 

建設局や TAIMS の経験から，東京都の IT 調達が必

ずしもうまくいっているとは言えない状況が見えてき

たので，PBL テーマとして IT 調達を選択した．

 
5.1 IT 調達の特殊性 

ここでの IT 調達は，パソコンやサーバーなどのハードウ

ェアの調達ではなく，ソフトウェア開発を含む IT システム

の調達を指す．一般に，政府や自治体での IT 調達は必

ずしもうまくいっているとは言えない．米国でクリンガー・コー

エン法（IT 管理改善法）が制定されるきっかけになったのは，

IT 投資が適切でない場合が多く見られたからである． 
IT 調達の難しさは，調達しようとしているものが調達時点

で存在していない点にある．この点が通常の物品調達とは大

きく異なっている．従って，IT 調達は物品調達と同じように考

えてはいけない． PBL で IT 調達を考えるにあたっては，最

初に「IT 調達とは何か」を定義する必要があった．その結果

を図 7 に示す 
IT 調達はサービスの調達である．従って，調達時に考慮

すべきことは次の二つになる．

① ベンダーの選定

② 選定したベンダーに対して必要とするシステムの指示

IT 調達が物品調達と違いサービスの調達であることを考

慮し，IT 調達の特殊性を図 8 にまとめた．特殊性について

注目すべき点について詳しく説明する．

5.1.1 仕様の詳細は基本設計・詳細設計中に徐々に固ま

る 

システム開発では仕様の詳細が要求決定後，基本設

計・詳細設計と進めていく中で徐々に固まっていくのが

普通である．要求仕様書の段階ですべての仕様の詳細を

確定するのはほとんど不可能である．詳細の決まり方に

現状① TAIMSとは？

インターネットデータセンター

メールサーバ

LGWAN
(総合行政ネットワーク ）

部門サーバ

TAIMS個人／共有端末
（個人ID利用）
・電子メール
・電子掲示板
・スケジュール
・電子会議室
・インターネット
・業務系端末

Notes DBサーバ

TAIMS組織端末
(組織ID利用）
組織情報窓口
・公文書発信
・会議室予約
・Notes DB申請

組織端末

業務システム

ファイルサーバ

OA室

ウイルス対策サーバ

WEBサーバ

パッチ管理サーバ

インターネット

TAIMS制限事項
・メール送信サイズ制限 2MB
・メールBox Size 100MB
・Notes DB容量制限 30MB（最大100MB）
・許可されたソフトウェアのみ使用可能
・ASP、Webメール利用禁止

個人端末

個人端末

TAIMS端末

ユーザー支援

（ヘルプデスク）

基幹ネットワーク

非定型業務の情報化をめざして、平成10年度に整備着
手された都庁内情報基盤

事業所

中央コンピュータ室

 
図 5  Tokyo Advanced Information Management System 

組織

Notes DB

課題① 情報の
属人化

課題② 調整業務 課題③ ノウハウ
の共有

3.課題のまとめ

ユーザ部門

？

（（ ））
課題⑤ルール課題④ 教育

ノウハウノウハウ

組織の生産性が向上していない
ITのメリットを享受できていない

知事

組織組織

l 職員が横断的に議論し合える場の提供
＊

l 業務ノウハウの共有化
＊

l 情報共有化により報告を主な

内容とする会議の縮減
＊

＊： H13 年3月
東京都電子都庁
推進計画より引用

情報

システム部

 
図 6 TAIMS の課題 

１．東京都は、自らの目的の実現に貢献してくれるベンダーを選定する。
２．東京都は、自らの目的を実現するために選定したベンダーに対し、

継続的な支援と協力体制の構築を行う。

１-(1) IT調達とは

ノウハウ

強み

専門性

10年後の
東京

業務目的

全体最適

目的実現には高度な専門技術が必要。
ベンダとは、その
「目的を実現する能力 = 高度な専門技術」
を提供する存在である。

実現したい

目的の提示

東京都 ベンダー

実現能力
（サービス）
の

提供

「能力の提供 = サービスの提供」は目に見えないため完成まで評価が出来ない

ＩＴ調達

成功のために
必要なこと

ＩＴ調達とは、高度な専門能力を外部から取り入れ、都の目的を実現することである

実現能力
提供

実現依頼

実現

 

図 7  IT 調達の定義 
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よっては作業量が見積りと変わってくることがあり得る．

5.1.2 途中でベンダーを変更することは困難である 

一旦ベンダーを選定すると，途中でベンダーを変更す

るのは極めて困難である．例えば，要件定義が終わった

後，基本設計に入る時点でベンダーを変更する場合を考

えてみる．最初のベンダーは成果物として要件定義書を

作成している．しかし，要件定義書の書き方は（標準が

ないので）ベンダー独自の方法になっており，後のベン

ダーが理解し解釈するのは困難である。発注者が努力す

ればベンダーの変更は不可能ではないが，発注者の手間

や仕事は増える．従ってベンダーの変更は実質的にほと

んど不可能である．

ベンダーの変更が難しいことを逆手にとって「一円入

札」が問題になったことがある．最初の契約が赤字であ

っても，ベンダーが変更できなければ 2 回目以降の契約

は競争相手のない特命随意契約が可能である．2 回目以

降はベンダーの言い値に近い契約になる場合が多い．適

正価格と言えない（透明性の欠如）問題が発生する．

 

5.2 IT 調達におけるステークホルダー 

図 9 に東京都の場合の IT 調達に関係するステークホ

ルダーを示す．ステークホルダーが多く，関心事がそれ

ぞれ異なっているのが特徴である．主なステークホルダ

ーは次のようになる[4]．
Ÿ 都知事

都政の運用

Ÿ CIO：情報統括責任者（総務局を所管する副知事）

システムの観点からの全体最適

システムのアセスメント

Ÿ 財務責任者（財務局）

財務の観点からの全体最適

都予算全体の中での承認・執行

Ÿ 契約責任者（財務局）

適正な調達手続き（透明性・公平性・説明責任など）

に則った契約

Ÿ 業務責任者（業務所管部署）

業務上の必要性と効果，システムに対する要求実現

Ÿ 発注責任者（情報化推進リーダー（副参事））

システムの企画

IT 調達

Ÿ 利用者

システムの利用者（サービス・イン後）

Ÿ システム開発・保守ベンダー

システムの受注（請負契約）納品・保守

Ÿ システム運用者

サービス・イン後のシステムの稼働・運用

Ÿ 納税者

IT 調達で使われる費用の負担者 
 

5.3 IT 調達で推奨される総合評価一般競争入札方式 

IT 調達のガイドラインは，国際会計士連盟[5]や経産省か

ら出されている[6]（図 10）．  
システムは開発にかかる費用だけでなく，保守・運用にも

費用がかかる．システム効果が得られるのは，開発が終了し

運用が開始されてからである．IT 調達の効果を見積るには，

システム費用はライフタイム全体で捉えるべきである．一般に，

１-(4) IT調達の特殊性

① 「IT調達とは、サービスの調達である」

・ＩＴシステムは特注品であり、一般備品等と違う。
・ＩＴ調達においては、購入前（調達前）に完成した形を確認することはできない。

② 「ＩＴ調達において要求を示すためには、高度なスキルが必要」

・ＩＴ調達における目的を達成するための効果的な要求を、ベンダに
「もれなく・明確に・前もって」提示するには高度なスキルが必要となる。

③ 「仕様の詳細は、要求決定後、基本・詳細設計中に固まる」

・ＩＴ調達における仕様の詳細は、要求事項の決定後に確定するものではなく、
ベンダが実際に基本設計・詳細設計を進める中で固まってくるものである。

④ 「途中でベンダを変更することは困難である」

・ベンダ各社の仕事のやり方はそれぞれ違うため、他社の成果物を適切に理解する
ことは難しい。

・発注者として前工程の成果物を理解し責任をもって後工程のベンダーに対し
説明する事が必要となる。  

図 8 IT 調達の特殊性 

１-(2) 主要なステークホルダと様々な観点

納税者

業務

業務

業務

財務責任者

組織(所管部署) の 業務範囲

情報システム

システム開発
保守ベンダ

システム運用者

利用者

業務責任者

発注担当者

業務

業務

業務

CIO 契約責任者

都知事

東京都政

適正な都政運用

システム全体最適

都予算の全体最適

適正な調達手続きと契約

要求実現

無駄使いされていない事

｡
 
  
  
ﾅ
K
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ﾌ
ﾏ
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図 9 東京都の IT 調達に関わるステークホルダー 

１-(5) IT調達の８つの基本原則と情報システムにおける政府調達指針

計画・戦略と整合性がある整合性

透明性 公正・オープンなＩＴ調達プロセスを規定し、良いガバナンスを確立する

適切な要求事項 目的・範囲・要求が明確に明文化されている

選択肢の分析 可能な選択肢を明確にし、評価する

陳腐化 新技術が調達に与える影響を考慮する

交渉 決定前に効果的な交渉を行う

説明責任 各担当者の責任とその責任の説明義務を明確にする

評価 代替案に至るまで、定めた評価基準を一貫して適用する

ＩＴ調達の基本原則
出典：国際会計士連盟「IT調達ガイドライン」

政府調達指針：「情報システムに関わる政府調達制度の見直しについて」H16.3 経産省

・随意契約問題への対応
・透明性・公平性を高める
・総合評価一般競争入札の活用

ﾚ
I

・ライフサイクルコストベース価格評価・国庫債務
負担行為活用

・低入札価格調査制度の活用
・入札結果等に係る情報の公表の促進

 

図 10 IT 調達のガイドライン 
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国や自治体では単年度契約が行われるため，ライフタイム費

用全体を考慮することはあまり行われていなかった．また，入

札価格だけでベンダーを選定するのではなく，技術点を考

慮して落札ベンダーを決定する方法が平成 16 年 3 月に経

産省の IT 調達ガイドラインとして出された．

それを受けた形で，東京都は総合評価落札方式のプロセ

ス（図 11）を策定している．総合評価落札方式では，事前に

落札者決定基準の公開が義務づけられている．図 12 に技

術点の評価項目例を示す．評価項目や配点割合は個々の

IT 調達ごとに設定する． 
情報システムに係る政府調達制度の見直しは経産省のホ

ームページで最新の情報が参照できるようになっている[7]．
 

5.4 IT 調達の課題 

IT 調達がうまくいかない最大の原因は，欲しいと思ってい

るシステムと納品されるシステムとに食い違いが発生する場

合である．仕様書に書いてあることが実現できていなかった

り，入札時の提案書に書かれている内容と違ったものが納品

される場合がある．欲しいシステムと納品されるシステムの食

い違いが発生する状況を東京都の場合を例にとって図 13
に示す．

業務目的に合ったシステムは正方形と丸と三角の要素で

構成されるべきものである．三角は利用者ニーズを反映して

いる．東京都が必要としているものは正方形と丸と三角が揃

ったものであるのに対し，納品されたものはそれとは似ても似

つかないもの（図では傾いた「業務目的」で表現している）に

なっている．実装されたのは正方形の半分（ぬりつぶされた

部分）と不要部分（ぬりつぶされている）である．点線の三角

形，丸，正方形の半分は実装されていない．そのため業務

目的を達成できない．なぜこのようなことになったかを矢印に

沿って見ていく．

発注担当者は，業務目的を考えた際に利用者のニーズで

ある三角を軽視して抜かしてしまった．次に，発注担当者は

要求仕様書を作成するが，その際に丸の部分を正しく記述

しなかった．要求漏れである．結果的に要求仕様書には正

方形だけが書かれており，それが開発ベンダーに渡される．

開発ベンダーは要求仕様書を見て設計・実装を行う．その

際，要求仕様書の解釈の間違いから設計漏れや実装漏れ

が発生する．また，実装の際に必要としていない不要部分が

追加されたりする．

これは，ステークホルダーである利用者，発注担当者，開

発ベンダーの間のコミュニケーションがうまくいかなかったこ

とが原因だとも言える．しかし，ちゃんと言ってくれなかったか

ら解釈を間違えました，言われたことだけをやりました，という

開発ベンダーの姿勢にも問題があるように思われる．

IT 調達の課題として，東京都の特殊事情と言えるものが

ある．東京都は人事施策として 2～3 年ごとに必ず部署を異

動するようにしている．同じ業務を長く続けると業者や関係者

との癒着が起きやすいことを排除する目的である．そのため，

ステークホルダーの業務主管部署の発注責任者（情報化推

進リーダー）も例外ではなく，異動により IT 経験のほとんどな

い人が着任することもある．一般に，民間企業では IT 調達

担当者は 5 年以上の経験を積んだ専門家である．しかし，東

京都では専門家でない人が IT 調達を行わなければならな

い．要求仕様書を書くのは初めてである場合が多く，そのた

めに適切な要求仕様書にならない場合もしばしば生じる．そ

の状況を図 14 に示す．総務局行政改革推進部が東京都内

部用ガイドラインとして出している「業務改善・情報システム

導入ガイドライン」の V 字モデルをベースに課題点を指摘し

１-(6) 総合評価落札方式フロー

入札準備 入札の実施 契約締結

政府調達ス

ケジュール

30日前 20日前 10日前 開始日 10日後 20日後 30日後 40日後 50日後 60日後 65日後 70日後

応札者

業務所管課

審査委員会

（学識経験
者含む）

契約課

仕様書
（案）

選定
基準

提案
要領

遵守
事項

資格
申込

仕様書（案）

意見招請

意見招請

20日以上

意見書

仕様書
（案）

選定
基準

提案
要領

入札
説明書

遵守
事項

仕様書（案）２

執行審議
依頼

審議

30日以上

調達開始
（公告依頼）

公告

資料受取

一式

資格
申込予定

価格 公告から提案受領まで

50日以上の適切な日を設定（WTO要件：40日以上）

情報システムに
係る政府調達
の基本指針

入札
説明会開催

情報システムに
係る政府調達
の基本指針

入札
説明会参加

資格審査
申請

資格審査

質問・回答期間

資格
申込

入札書
提案書提出

入札
書

提案
書

入札書
提案書受領

資格審査
結果通知

資格審査
結果受領

結果
通知

入札書
提案書作成

プレゼン
実施

技術審査

開札

落札者
決定

契約準備

評価依頼

入札
書

提案
書

審査結果
報告

落札者
決定通知

通知
書

契約締結

契約締結

契約
書

結果公表

入札
説明書

SLA
合意書

通常は、概ね180日間で、業務所管課が実施主体

（参照資料）
・情報システムに係る政府調達の基本指針（総務省 平成19年3月1日）
・情報システムの調達に係る総合評価落札方式の標準ガイド（各省庁申し合せ 平成14年7月12日）

・調達プロセスと要件定義（総務省CIO研修資料）

ｧ
ｾ
ｫ

]
ｿ
  
 

ｧ
ｾ
ｫ

 
図 11 東京都でルール化された総合評価落札方式 

評価項目 基礎配点 最大加算点 配点割合 主な評価基準

構築するシステムの理解度

10

20 3%
業務概要・制度・業務背景の理解

スコープの理解

要件への対応度 210 36% 各機能の必須要件、実現方法の提案内容

操作性 30 5% ユーザインターフェイス、フェイルセーフ

関連システムとの連携
40 7%

連携インターフェイス

連携部分の理解・具体性

拡張性・互換性
30 5%

将来の機能拡張対応性・費用逓減性

外的要因対応の工夫性・費用逓減性

セキュリティ
30 5%

障害監視、バックアップ・復旧

パッチ適用

ハード・ソフト構成
10 2%

ハード・ネットワーク構成

ソフトウェア選定理由

説明会
20 3%

操作方法の資料等

効率的な説明会の実施

業務遂行能力
40 7%

資格・経験、官公庁実績

本業務への従事割合、セキュリティ管理

保守・運用管理
80 14%

ヘルプデスクの運用、構成管理手法

SLA定義、運用経費内訳（ライフサイクル）

環境負荷 20 3% 電力削減、社内取り組み

移行方式 40 7% 現行からの移行手法

その他 0 20 3% 任意の提案

１-(7) 落札者決定基準における技術点の評価項目
（東京都電子調達システム意見招請時仕様書の例）

評価に値する提案の場合、評価は３段階評価項目は案件ごとに定義

 
図 12 落札者決定基準の例 

設計・実装漏れ

開発ベンダー

要求仕様書内
容は反映出来
ているはず・・・。

２．課題③：本来の要求実現ができない

要求仕様書への「本来の要求内容反映」や「適切な記述」が困難

開発プロセスにて「そもそもの目的」や「要求」が反映されているかの確認プロセスとスキルの不足

課題

東京都が必要としていること
と納品されたものが違う

?

発注担当者 利用者

▲欲しい

▲必要！

業務目的

要求仕様書

実装

設計

要求漏れ
不要部分

 
図 13 欲しいシステムと納品されるものが違う 
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ている．

東京都における IT 調達の課題は，東京都が必要とするシ

ステムをベンダーが納品しないことにある． 
 

5.5 東京都における IT 調達のあるべき姿 

図 15 にあるべき姿を示す．業務所管部署とベンダーが協

力し合い，所管部署はベンダーの力を借りるし，ベンダーは

東京都と目的を共有するパートナーシップの関係を築くこと

が描かれている．

 
5.6 東京都に対する提言 

図 16 から図 18 は，PBL の成果として東京都へ提言

した内容（改革のポイント）である．

改革のポイントは次の３つである 
Ÿ 落札者決定基準の見直しとライフサイクルを考慮した

契約へ変更する 
Ÿ ベンダーとのコミュニケーションレイヤーを変更する

Ÿ 業務所管課へのサポートを強化する 
 

6 ベンダーに求められるプロフェッショナリズム 

最後に，PBL を通じて得られた知見として，IT 調達をもう

少し広い視点から捉えてみたい．PBL では東京都への（仕

事のしかたを見直す）提言を行ったのであるが，ここではサ

ービスビジネスの視点から IT 調達の問題を捉えてみたい．

IT 調達が成功するかどうかは，東京都のサービスや業務が

効果的・効率的になるかどうかで判断できる．

サービスビジネスは図 19 に示したように発注者（東京都）

と受注者（ベンダー）で成り立っている．サービスビジネス全

体がうまくいくとは，発注者の背景にあるビジネス要求を満た

すかどうかで決まる．ベンダーは発注者の背景にあるビジネ

２．課題④：高度な専門スキルが不足している

IT調達では高度な専門スキルが必要となるが事務職職員が発注を担当。

また、多くの事務職職員にはIT調達経験がない。

課題

民間の多くでは専門家（５年以上のIT調達経験者(UISS 4以上)）がやる仕事。
東京都も公共工事は専門家が実施。

コスト積算
スキル

機能要件
記述スキル

ベンダ評価
スキル

システム確認
PMスキル

「情報システム開発の枠組み」施策

要求

仕様

詳細設計

実装 単体テスト

結合テスト

システム
テスト

受入テスト

実装後評価
(運用)適切な

積算

適切な
要求仕様

適切な
ベンダ選定

適切な
システム実現

業務要求
理解不足

反映

東京都「業務改善・情報システム導入ガイドライン」H22.1月

仕様漏れ 検収不足

必要になる専門スキル

 

図 14 東京都では IT 調達担当者は IT の専門家ではない 

３．あるべき姿

経験

経験

経験

経験

経験

ノウハウ

東京都の目標実現

システム
全体最適

適正な調達
手続と契約

経験

都予算の
全体最適

適正な都政運用

 
図 15 東京都における IT 調達のあるべき姿 

４．改革のポイント① 落札者決定基準の見直しとライフサイクルを考慮した契約

・複数年に渡る案件について、ライフサイクルコストや仕様変更時の対応など、後工程で必要な「決め事」を

盛り込んだ提案書と、適切な落札者決定基準により、総合評価一般競争入札の実施する。

改革の考え方

現状

総合評価落札方式で初年度のみの金額を決定。

後年度経費が総合評価の提案書に記載されておらず、
ベンダからの言い値発注が発生している。

言い値発注による
コストの増大提案書

・システムの
実現方法

＋

総合評価一般
競争入札
（単年度契約）

随意契約 随意契約 随意契約

初年度 次年度以降

金額の妥当性

都契約の透明性

適正なライフサイクルコスト ？？

総合評価一般競争入札（複数年契約）

初年度 次年度以降

金額の妥当性

都契約の透明性

適正なライフサイクルコスト

東京都にとって最適なベンダを選定できる
落札者決定基準の適用

あるべき姿

言い値発注の防止・説明責任の履行を果たし、
また、都にとって最適なベンダを選定できる。

提案書

・要求の理解度
・システムの実現方法
・開発のコスト

・運用のコスト
・保守のコスト
・仕様変更時の対応

後行程で必要な
「決め事」

 ﾇ ｢   ﾄ ﾖ ﾌ   ﾒ

＋

 
図 16 落札者決定基準の見直しとライフサイクルを 

考慮した契約 

４．改革のポイント② ベンダーとのコミュニケーションレイヤーを変更する

・ 業務内容・用語を基本としてベンダとコミュニケーションを図る。

・ プロトタイプ型開発を活用し、利用者の要求を明確化する。

改革の考え方

現状

IT技術を主体にコミュニケーション

情報システム開発の枠組み

発注者

ベンダ

施策

要求

仕様

詳細
設計

実装
単体
テスト

結合
テスト

システム
テスト

結合受入
テスト

事後評価
（運用）

検収不足

都 ベンダ契約仕様書
仕様
どおり

仕様漏れ

業務要求
理解不足

あるべき姿

業務内容・用語を基本としたコミュニケーション

発注者

利用者

施策
事後評価
（運用）

ベンダ

要求

仕様

詳細
設計

実装
単体
テスト

結合
テスト

システム
テスト

結合受入
テスト

設計

確認

要求

実装

プロトタイプ開発ITレイヤー

業務レイヤー

情報システム開発の枠組み

都 ベンダ契約要求 提案

 
図17 ベンダーとのコミュニケーションレイヤーを変更する 

４．改革のポイント③ 業務所管課へのサポートを強化する

・ 支援組織の体制を整え、各アセスメント時に業務所管課をサポートする

・ IT調達に関連する情報を全体で共有・活用する。

現状 あるべき姿

改革の考え方

業務所管課の責任で発注、ノウハウの分散 支援体制の確立とノウハウの共有

業務所管課

行政改革推進部

アセス結果過去事例

業務所管課

行政改革推進部

専門人材

経験者
外部調達

支援スタッフ CIO補佐官

業務責任者発注担当者発注担当者 業務責任者

スタッフ CIO補佐官

IT調達

IT調達支援DB

情報
集約

活用

・過去事例
・アセスメント結果
・ベンダマネジメント
ノウハウ

アセスメント

IT調達

積算支援

RFP作成

業者選定

効果検証

支援スタッフ

調達管理

資料

評価

システム
全体最適
化計画

支援

 
図 18 業務所管課へのサポートを強化する 
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ス要求が何であるかを理解しないで仕事を受注するのは間

違いである．プロフェッショナルであれば，ビジネス要求が何

かを正しく理解できる能力を持っているはずである．ビジネス

要求が何かは，言ってくれないと（あるいは，要求仕様書に

書いてくれないと）わかりません，というのは本当のプロフェッ

ショナルではない．発注者の背景にあるビジネスを理解でき

れば，ビジネス要求が何かがわかるのがプロフェショナルで

ある， 
しかし，サービスビジネスでは，通常，発注者と受注者の

間で文書による契約が交わされ，受注者は契約文書に書か

れていることだけをやれば責任は全うされ義務を果たすよう

にな っ ている ．契 約文 書 は要 求 仕様 書 だっ た り SLA
(Service Level Agreement)だったりする．契約時には要求

仕様書に加え，ベンダーの責任を限定するための付随文書

が付加されるのが普通である．この段階で，ベンダーは発注

者のビジネス要求が何であるかを知らなくても，契約書に従

って仕事をすればよくなっている．サービスを提供する本来

の目的は発注者のビジネスに貢献することであるはずである

が，契約を取り交わした時点でそれが忘れられ，契約書に従

った仕事をすればよいと考えるようになってしまう． 
民間企業であれば，発注者は ITの専門家なので，ベンダ

ーをコントロールし，きちんと仕事をしてもらうためのポイント

を知っているので，契約書にもそのことが書かれている．しか

し，東京都のように IT の専門家でない人の場合，契約書に

必要十分なことを書くのは難しい．ベンダーはそれを逆手に

とって東京都が必要としていることに見向きもしないで契約

書の不備をついて自分にとって都合のいいように解釈しがち

である．

東京都からベンダーに支払われる費用は（ほとんどの場

合）税金である．税金から仕事をもらっているのだから，無駄

遣いにならないように考えて欲しいのだが，そのようなモラル

を期待するのは難しいようである．せめて，IT プロフェショナ

ルとしての自覚と責任から，発注者（東京都）の背景にあるビ

ジネスに貢献することを考えてもらいたい．

ビジネスは繰り返しで成り立っている．民間企業であれば

期待に反する仕事をするようなベンダーは２度と仕事をもら

えなくなる．期待に応えることが次の仕事につながる．従って，

契約書はあっても，期待に応えることがプライオリティとして

は高くなる．しかし，東京都ではベンダーを評価しないので，

期待に沿わないベンダーであっても次回の入札に参加する

ことが可能である．総合評価方式の入札では，過去の仕事

がどうであったかを評価項目に入れることはできない．ベンダ

ーのプロフェッショナリズムに期待するゆえんである．
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ITプロフェッショナルに求められる真摯さ

lビジネスの基本は繰り返し

l 発注者の背景にあるビジネス要求

発注者
サービス消費者

受注者
サービス提供者

直接
同時

期待

スキル・知識

l仕事への満足
l期待を超える
lコミット
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A1 D1 D2 T1 T2
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Photo. unit - 600 300 540 480

Toner - 600 300 560 520
Printer 2200 - - 800 1000

Base(broken) - 200 500 700 800
Base(disposal) - 0 0 0 0
                                              
        
                                                    
        

 

1(b)  

Data item Product data
Base Photo Toner

Weight 1000 300 200
Env. cost 100 20 10

 

1(c)  

Data item Transporter
T1 T2

Price P=500+200*w P=400+400*w
w is a weight of carrying package
 

Tag(Toner) Tag(Photo. unit) Tag(Base)
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速聴トレーニングによる速読速度向上の試みについて 
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Attempt of speed-reading speed improvement by training of speed-listening 
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Abstract 

When understanding sentences by silent reading, following steps are used: 1) strings are input by eyes, 
2) strings are converted to voices and 3) voices is understood. Then, we tried to improve the 
speed-reading speed by training of step 3) voice understanding (speed-listening). This paper reports 
the experimental result and shows the next step of our study.
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1 はじめに 

蓄積型 e-Learning システムに利用される主なコンテンツ

の構成要素は，音声，テキストおよび動画である．本学では，

すべての講義を録画し，蓄積型 e-Learning コンテンツとし

て配信している．ここで用いられているコンテンツの主な構成

要素は，教員の講義シーン(動画および音声)，およびパワ

ーポイント等により作成された講義資料(主にテキスト)である．

このコンテンツを利用して学習する学生は，主に社会人学生

であり，職務等との関係から，90 分の講義内容をより短い時

間で学習したいという要望が多い．

音声を高速に視聴するには，プレイヤーの再生スピードを

調整することになるが，速度が速くなるにつれて聞き取りにく

くなる．これに対して著者らは，リニアに音声を時間伸縮する

のではなく，プロポーショナルに時間伸縮する話速変換技術

を開発した[1]．時間短縮の際には，全体を時間短縮するな

かで音声のない部分はさらに短くし，音声の話し始めの部分

や声の高さが高い部分のみを相対的にゆっくりする動作が

基本となる．話速変換技術を用いることで，より短い時間でよ

り多い音声情報を聞き取り可能とした．一方，人間の速聴能

力は，限界はあるものの，トレーニングを重ねることで向上す

ることが報告されている[2]． 
もう一つの情報源であるテキスト情報の高速取得には，人

間の能動的な行動である速読技術を身につける必要が生じ

る．ここで我々が注目したのは，認知心理学で用いられてい

る文章理解のモデルである．このモデルでは，文章を理解

するときに，次のプロセスを利用している[3]．

①視覚による文字列の入力 

②入力文字列から脳内音声への変換

③脳内音声の内容理解

 
この文章理解モデルは，すべての人間にあてはまるもので

はないが，多くの人間がこのプロセスにより文章を理解して

いる．このプロセスのうち，③に相当する部分は前述のように

トレーニングにより向上することが分かっている．そこで我々

は，速聴トレーニングをするだけで，黙読速度が上がるので

はないかと考え，本研究では速読と速聴の関連を実験により

調査した．

本稿第 2 章では，速読速度向上を目指した速聴トレーニ

ングと速読実験の方法について述べる．第 3 章では，実験

結果を掲載し，考察する．その結果，被験者の平均速読速

度は，速聴トレーニングにより，緩やかに向上していく傾向が

あることを確認した．しかし，今回の実験では，速聴トレーニ

ングの管理方法や被験者のモチベーションの維持などに問

題があることも分かった．これら問題点を踏まえた次期ステッ

プにおける改善策，第 4 章で述べる．第 5 章は、本稿のまと

めである． 

2 実験方法 

速聴トレーニングによる速読速度向上の実験方法は，

速聴トレーニングの前後に簡単な文章を読み，その速度

を計測するものである．以下に実験のステップを記載す

る．

ステップ 1：トレーニング前テスト(速読テスト) 
課題文を読み終える時間をストップウォッチで計測する．
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ステップ 2：速聴トレーニング 
1 日 10 分以上 1 週間の速聴トレーニングを行う．

ステップ 3：トレーニング後テスト 
1 週間後，ステップ 1 と同様のテストを実施する．

速読テストおよび速聴トレーニングには，財団法人 日本

国際教育支援協会が実施している日本語能力試験[4]~[8]
の 1 級の聴解問題の文章を用いた．この問題を用いた理由

は，比較的分かりやすい文章であるとともに，標準の速度で

朗読された CD があり，この朗読音声が速聴トレーニングに

利用できるためである．また，今回の実験では速読速度の測

定をメインに考えているが，文章には内容把握に関する質問

(選択問題)があり，簡単な内容把握のテストをすることも可能

である．

速聴トレーニングに用いる音声は，日本語能力試験の標

準音声から，2 倍速，2.5 倍速，3 倍速，3.5 倍速，4 倍速，5
倍速の音声を作成した．これまでの経験で，3 倍速前後で聞

き取りの限界に当たることが分かっているため，3 倍速前後

の音声を多く用意している．

速聴トレーニングは，遅い速度(2 倍速)の音声から開始し

て，被験者自身の判断で理解できるようになったら早い速度

(2.5, 3, 3.5・・・)に移行する．毎日のトレーニング時間を記録

し，速読テスト受験時に報告する．また，リニアに話速変換し

た音声と，プロポーショナルに話速変換した音声の 2 種類を

準備している．これは速聴トレーニングに用いる話速変換方

式の違いによって，速読速度に影響するかを見るためである．

このため，被験者を 2 つのグループに分けて，グループ 1 が

リニアな音声，グループ 2 がプロポーショナルな音声でトレー

ニングを行う．

 

3 実験結果と考察 

前章で示した実験を 2 週にわたりステップ 1，2，3，
2，3 の順で行った実験結果の生データを表 1 に示す．本

章ではまず，この表に記載したデータの読み方について

説明する．

表 1 は被験者 20 名すべてのデータであり，A~J の 10
名がグループ 1，K~T の 10 名がグループ 2 である．ま

た，被験者 20 名のうち，速聴トレーニングの記録およ

びすべての実験に協力いただけたのは 9 名(A, C, D, E, F, 
G, J, O, S)である．第 1 回目，2 回目，3 回目に使用した

速読テストの文字数は，それぞれ 322，232，277 文字

である．時間(秒)の欄が文章を読み終えるまでの実測値

であり，文字数/分の欄は 1 分間に読むことができる文字

数(換算)である．回答の欄は課題文の内容に関する質問

の回答が正しい場合○，正しくない場合×と記している．

音声化の欄では，黙読時に音声化をしたか否かを，速読

テストの実施時に自己申告してもらったものである．氏

名欄にはすべての実験に協力いただけた 13 名に色付け

し，音声化の自己申告に基づいて，3 回の速読テストす

べて音声化したと申告した被験者を黄色，3 回すべて音

声化しなかったと申告した被験者を青色，それ以外を緑

色とした．文字数/分の欄の色付けは，速聴トレーニング

の記録によるものであり，聞き取れた音声速度をあらわ

している．5 倍速の音声を聞き取れたとき緑色，4 倍速

が黄色，3.5 倍速が青色，3 倍速がオレンジ色である．

 以下では，この実験結果をベースとして，必要に応じ

て取捨選択して議論を進めることとする．

3.1 速読速度の向上について 

3 回の速読テストから，速聴トレーニングにより速読速度が

向上しているかを検証する．そのため，表 1 から速聴トレーニ

氏名 時間(秒) 文字数/分 回答 音声化 時間(秒) 文字数/分 回答 音声化 時間(秒) 文字数/分 回答 音声化
A 19.57 987.2253 ○ ○ 13.31 1045.83 ○ ○ 9.06 1834.437 ○ ○
B 21.17 912.6122 ○ ○ 7.68 1812.5 × ×
C 11.22 1721.925 ○ × 7.95 1750.943 × × 11.2 1483.929 ○ ○

D 30.57 631.9921 × × 36.61 380.224 × × 26.38 630.0227 ○ ×

E 27.08 713.4417 ○ ○ 11.99 1160.967 × ○ 19.64 846.2322 ○ ○
F 20.12 960.2386 ○ ○ 14.74 944.3691 ○ ○ 17.08 973.0679 ○ ○
G 38 508.4211 ○ ○ 29.24 476.0602 ○ ○ 27.89 595.9125 ○ ○
H 28.88 668.9751 × ○
I 33.8 571.5976 ○ × 19.92 698.7952 ○ ○ 29.96 554.7397 ○ ○
J 26.81 720.6266 ○ ○ 15.92 874.3719 × ○ 18.95 877.0449 ○ ○

時間(秒) 文字数/分 回答 音声化 時間(秒) 文字数/分 回答 音声化 時間(秒) 文字数/分 回答 音声化
K 17.2 1123.256 ○ ○ 7.61 1829.172 ○ ○
L 20.5 942.439 ○ ○ 12.54 1110.048 × ○
M 12.85 1503.502 ○ ○ 7.59 1833.992 × × 12.23 1358.953 ○ ○
N 13.82 1397.974 ○ × 15.68 887.7551 × × 15.15 1097.03 ○ ×
O 27.52 702.0349 × ○ 18.75 742.4 ○ ○ 22.93 724.8147 ○ ○
P 22.16 871.8412 ○ ○ 15.17 917.6005 × ○ 15.83 1049.905 ○ ○
Q 43.71 442.0041 ○ × 23.06 603.6427 × ×
R 30.48 633.8583 ○ ○ 15.58 893.4531 × ○
S 16.7 1156.886 ○ ○ 17.74 784.6674 × ○ 19.34 859.3588 ○ ○
T 38.56 501.0373 ○ ○ 15.06 924.3028 ○ ○

第1回速読実験　322文字 第2回速読実験　232文字 第3回速読実験　277文字

氏名

グループ1
第1回速読実験　322文字 第2回速読実験　232文字 第3回速読実験　277文字

グループ2

表1 速読実験結果
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ングの記録およびすべての実験に参加した 9 名のデータを

グラフ化して図 1 に示す．このグラフを見るかぎり，明確に速

度向上を示している被験者は A だけであり，他の被験者の

速度向上はそれほどではない．また，被験者 C，D 以外の被

験者は，3 回の速読テスト後の聞き取り調査で，黙読時に音

声化していると回答した被験者である．音声化していない被

験者 C，D のデータに比べて，速読速度が安定していること

が認められる．このグラフ内には，黙読時に音声化している

被験者の平均値をプロットしているが，平均値からはやや速

度向上の傾向が認められる． 

 
図 1：3 回の速読テストの結果 

 
3.2 速聴可能速度と速読速度 

速聴トレーニングによって速聴可能となった音声速度は，

個人差があるものの，グループ 1 では 3~4 倍速，グループ 2
では 3.5~5 倍速となり，話速変換技術を用いてプロポーショ

ナルに時間短縮を行った音声を用いたグループ 2 の方が早

い速度を速聴可能であった．表 2 には，グループごと，速聴

可能速度ごとに平均をとった速読速度をまとめる．この表を

一見するかぎりでは，速聴可能速度と速読速度には関連性

は無いように見える．しかしながら，被験者データの比較的

多い(2 名以上の被験者がいる平均値)グループ 1 第 2 回の

3.5 倍速と 4 倍速，グループ 2 第 2 回の 3.5 倍速から 5 倍

速の部分では，より速い速度の音声を理解できる方が速読

速度も早いことが分かる．

 
3.3 その他の考察 

今回，速読実験を通して気付いたことや，今後の実験の

進め方に関する知見について以下にまとめる．

 
1) 黙読時の音声化について 

実験を実施する前は，音声化する人は黙読時には必ず音

声化し，音声化しない人は音声化しないものだと考えていた．

実験の結果から，同一人物であっても，あるときは音声化し，

あるときは音声化しないことがある，ということが分かった．ま

た，実験データからは，音声化したときとしなかったときで，

速読速度が大きく変わることがあるように見うけられる．ただし，

音声化の調査は自己申告なので，音声化したのか，してい

ないのかの判断に明確な基準が無いために生じた誤差であ

る可能性もあるが，非常に興味深い結果だと考える． 
 

2) 速読速度と文章理解について 
今回の実験では，速読速度をメインの調査結果としたため，

黙読時間をストップウォッチで計測した後，少々時間をおい

て文章内容に関する質問に回答してもらった．日本語能力

試験の聴解問題なので，それほど難しい問題ではない，また

同じ 1 級の問題なので難易度に大きな差はないと考えるが，

第 2 回目の速読テストの正解率が非常に悪い．その原因とし

て，第 2 回目の問題だけ質問内容に回答するためには，課

題文の 2 つの要素を記憶しておく必要があり，この点が誤答

を誘発していると考えられる．次回以降の実験では，課題文

の2つ以上の要素を質問し，回答を求めるのは避けるべきで

あろう． 
 

3) 被験者のモチベーション維持について 
初回の速読テストから第 3 回速読テスト終了までに 2 週間

を要している．トレーニングの実施により，その振る舞いがト

レーニング前とどのように変化したかを調査する今回のような

実験では，被験者のモチベーションをいかに保つかが重要

なファクタとなる．特にトレーニング実施に関しては，自己申

告制としたが，この部分について効果的なトレーニングを行

っていることを保証する仕組みを考える必要がある．すなわ

ち，モチベーションを維持し，積極的にトレーニングに取り組

むような仕組みである．

 

4 実験の改善について 

今回実施した実験では，いくつかの改善すべき点があり，

それらを前節 3.3 1)，2)，3)に記載した．本章では，これらの

改善すべき点について改善策を記載するとともに、次期実

験計画についてまとめる．

 
4.1 3.3 1)の「黙読時の音声化」について 

文献[3]では構音抑制を行うことで，音声化の有無を判断

している．構音抑制条件として、一定のスピードで「あいうえ

お」を発声し続けさせ，黙読速度と，構音抑制を行っていな

い(発声していない)黙読速度と比較して，黙読速度に差が

生じない場合を音声変換していないと判断している．しかし

ながら，我々の実験結果では，同じ被験者が黙読時に，ある

ときは音声化し，あるときは音声化しないと回答しているため，

この判定方法を利用することは難しいと考える．そこで，この

改善については，従来通りの被験者への聞き取り(自己申

第2回 第3回 第2回 第3回
3倍速 1045.83 1834.437 887.7551

3.5倍速 796.0889 630.0227 854.4851 859.3588
4倍速 1033.792 955.2372 1108.756
5倍速 1151.01 724.8147

グループ1 グループ2

表2　速聴速度と速読速度
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告)に加えて，被験者により多くの黙読課題を与えて，黙読

速度から判断する以外ないだろう．

 
4.2 3.3 2)の「誤答の問題」について 

まず，黙読文章の選択については，2 つ以上の無関係な

ものを同時に覚えていなければならない問題は避けるべき

であろう．また，今回の実験では，人間による時間測定が行

なわれたため，1 度に 1 文章の黙読速度の測定しかできなか

った．そのため，たまたま難しい日本語文章と設問に当たり，

誤答ばかりという結果となったとかんがえる．もちろん，適切

な難易度の日本文を 1 つだけ選択することは難しいので，1
度に速読速度を測定する文章数を増やすことで，この問題

を解決できると考える． 
以上 2 つの黙読速度測定に関する改善方法は，より多く

の黙読文章を被験者に与えることとなるが，文章の提示およ

び速読速度の測定には，PC 上で動作する管理プログラムを

構成することが妥当であると考える．

 
4.3 3.3 3)の「モチベーションの維持」と「正確なトレーニング

記録」の取得について 

今回の実験では 3 回の速読テストを 2 週間かけて実施し，

速聴トレーニングおよびその実施記録は，被験者の本人の

管理としていた．そのため，速聴トレーニングの記録を提出し

ない被験者も存在した．また，提出されたトレーニング記録

の中にも，正確な記録が記載されていないことも考えられる．

このようなことを無くすためには，高いモチベーションを維持

した中で，管理された速聴トレーニングを実施することが必

要である．

文献[2]では，4 桁の乱数字の聞き取り実験を実施してい

るが，4 桁の乱数字を 200 問実施することで，速聴に慣れる

ことが報告されている．これは、比較的短い時間で速聴トレ

ーニングを完了できることを示唆している．速聴トレーニング

の期間が短縮化できれば，被験者のモチベーションを維持

しつつ，管理された速聴トレーニングを実施可能となる．すな

わち，3 回の速読テストと 2 回の速聴トレーニングを数時間の

うちに実施する可能となる．この部分についても，短時間で

正確な記録をとるため，速聴トレーニングのためのソフトウェ

アを作成して対応する．

 

5 おわりに 

本研究では，黙読により文章の内容を理解するモデルとし

て，①視覚による文字列の入力，②入力文字列から脳内音

声への変換，③音脳内音声の内容理解，というプロセスを仮

定し，速聴トレーニングにより速読速度の向上を試みた．そ

の結果，黙読時に音声化していると申告した被験者の平均

速読速度は，速聴トレーニングにより，緩やかに向上していく

傾向にあった．また，速聴トレーニングに利用する音声の違

いによって，速読速度に違いがあるかについて実験したが，

今回の実験では明確な違いを見ることができなかった．

本報告書では，速聴トレーニングによる速読速度向上を

試みた第一報として，実験結果を報告するとともに，次回実

験計画を記したものである．次回実験は，被験者のモチベ

ーションを維持しつつ，正確なトレーニング記録をとるため，

速読テストおよび速聴トレーニングを管理するソフトウェアを

作成し，数時間で実験を実施できるような計画とした．実験

用ソフトウェアの完成，速聴トレーニング用音声の準備がで

き次第，実験を実施して，結果を報告する予定である．
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